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1. はじめに 

本資料は，炉心損傷防止あるいは格納容器破損防止に関する重大事故等対策の有

効性評価（以下「有効性評価」という。）に適用するコードのうち，ＭＡＡＰ（ＭＡ

ＡＰ４）コードについて， 

・有効性評価において重要となる現象の特定 

・解析モデル及び入出力に関する説明 

・妥当性確認 

・有効性評価への適用性 

に関してまとめたものである。 
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2. 重要現象の特定 

2.1 事故シーケンスと評価指標 

ＭＡＡＰコードが適用される炉心損傷防止対策の事故シーケンスグループ及び格

納容器破損防止対策の格納容器破損モードについて，具体的な事故シーケンス並び

にその事象推移，運転操作及び評価指標について記述する。 

 

2.1.1 炉心損傷防止対策 

(1) 高圧・低圧注水機能喪失 

この事故シーケンスグループでは，原子炉の出力運転時において，異常な過渡変

化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く）の発生後，高圧注水機能が喪失し，原子

炉減圧には成功するが，低圧注水機能が喪失することを想定する。重要事故シー

ケンスとして，例えば「給水流量の全喪失＋非常用炉心冷却系（高圧注水系及び

低圧注水系）起動失敗」が選定されている。 

この重要事故シーケンスでは，給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下し，

原子炉水位低信号が発生して原子炉がスクラムし，炉心出力は直ちに崩壊熱レベ

ルまで低下する。原子炉水位低信号で非常用炉心冷却系（高圧注水系及び低圧注

水系）の起動に失敗する。原子炉水位低信号で主蒸気隔離弁が閉止すると原子炉

圧力は上昇し，原子炉圧力が逃がし安全弁の設定値に到達すると断続的に弁から

蒸気が放出され，これにより原子炉の圧力は逃がし安全弁設定値近傍に維持され

る。一方，原子炉注水機能喪失の状況下では原子炉圧力容器内の保有水が減少し

続け，いずれは炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉心損傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，手動操作により逃がし安全弁を開き，原子炉を急速

減圧し，原子炉の減圧後に低圧代替注水系による原子炉注水を開始する。原子炉

の急速減圧を開始すると，冷却材の流出により原子炉水位は低下し，有効燃料棒

頂部を下回るが，低圧代替注水系による注水が開始すると原子炉内保有水及び原

子炉水位が回復し，炉心は再冠水する。 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格納容器温度は，逃がし安全弁から

放出される蒸気により徐々に上昇するが，格納容器代替スプレイ系による冷却及

び格納容器圧力逃がし装置による除熱を行う。本事象の場合，原子炉格納容器の

過圧・過温破損を防止することが評価目的であることから，評価指標は「原子炉

格納容器圧力及び温度」である。 

 

(2) 高圧注水・減圧機能喪失 

この事故シーケンスグループでは，原子炉の出力運転時において，異常な過渡変

化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く）の発生後，高圧注水機能が喪失し，かつ，

原子炉減圧機能が機能喪失することを想定する。重要事故シーケンスとして，例
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えば「給水流量の全喪失＋非常用炉心冷却系（高圧注水系）起動失敗＋原子炉の

減圧の失敗」が選定されている。 

この重要事故シーケンスでは，給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下し，

原子炉水位低信号が発生して原子炉はスクラムし，炉心出力は直ちに崩壊熱レベ

ルまで低下する。原子炉水位低信号で非常用炉心冷却系（高圧注水系）の起動に

失敗する。原子炉水位低信号で主蒸気隔離弁が閉止すると原子炉圧力は上昇し，

原子炉圧力が逃がし安全弁の設定値に到達すると断続的に弁から蒸気が放出され，

これにより原子炉の圧力は逃がし安全弁設定値近傍に維持される。一方，原子炉

が高圧に維持され低圧注水系による原子炉注水が困難な状況下では，原子炉圧力

容器内の保有水が減少し続け，いずれは炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，

炉心損傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，原子炉代替減圧系（原子炉自動減圧インターロック）

により原子炉を減圧し，原子炉の減圧後に非常用炉心冷却系（低圧注水系）によ

り原子炉注水を開始する。原子炉の急速減圧を開始すると，冷却材の流出により

原子炉水位は低下し，有効燃料棒頂部を下回るが，低圧注水系による注水が開始

すると原子炉内保有水及び原子炉水位が回復し，炉心は再冠水する。 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格納容器温度は，逃がし安全弁から

放出される蒸気により徐々に上昇するが，残留熱除去系による除熱を行うことで，

抑制する。本事象の場合，原子炉格納容器の過圧・過温破損を防止することが評

価目的であることから，評価指標は「原子炉格納容器圧力及び温度」である。 

 

(3) 全交流動力電源喪失 

この事故シーケンスグループでは，原子炉の出力運転時において，全交流動力電

源喪失の発生後，安全機能を有する系統及び機器が機能喪失することを想定する。

重要事故シーケンスとして「外部電源喪失＋非常用ディーゼル発電機等の機能喪

失」が選定されている。 

この重要事故シーケンスでは，全交流動力電源喪失後，原子炉はスクラムし，炉

心出力は直ちに崩壊熱レベルまで低下する。原子炉水位低で原子炉隔離時冷却系

が自動起動して水位は維持される。しかし，直流電源が枯渇すると長時間の注水

が期待できないため，いずれは炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉心損

傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，原子炉隔離時冷却系による原子炉注水によって原子

炉水位を適切に維持しつつ，代替交流動力電源設備及び低圧代替注水系の準備が

完了したところで，原子炉の減圧及び低圧代替注水系による原子炉注水を開始す

る。原子炉の減圧は，逃がし安全弁により手動操作にて実施する。減圧を開始す

ると，冷却材の流出により原子炉水位は低下するが，低圧代替注水系による注水
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が開始すると原子炉水位が回復し，炉心は再冠水する。 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格納容器温度は，逃がし安全弁から

放出される蒸気により徐々に上昇するが，残留熱除去系又は格納容器圧力逃がし

装置による除熱を行うことで抑制する。本事象の場合，原子炉格納容器の過圧・

過温破損を防止することが評価目的であることから，評価指標は「原子炉格納容

器圧力及び温度」である。 

 

(4) 崩壊熱除去機能喪失 

この事故シーケンスグループでは，原子炉の出力運転時において，異常な過渡変

化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く）の発生後，炉心冷却には成功するが，崩

壊熱除去機能が喪失することを想定する。重要事故シーケンスとして，例えば「給

水流量の全喪失＋取水機能喪失」及び「給水流量の全喪失＋残留熱除去系の故障」

が選定されている。 

この重要事故シーケンスでは，給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下し，

原子炉水位低信号が発生して原子炉はスクラムし，炉心出力は直ちに崩壊熱レベ

ルまで低下する。原子炉水位低で原子炉隔離時冷却系等が自動起動して水位は維

持されるが，外部電源の喪失を想定すると，取水機能喪失時には非常用ディーゼ

ル発電機等の機能喪失による全交流動力電源喪失により，長時間の注水継続は期

待できないために，いずれは炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉心損傷

に至る。また，残留熱除去系故障時には非常用炉心冷却系等によって炉心の冷却

は維持されるものの，原子炉格納容器からの除熱機能喪失によって原子炉格納容

器バウンダリにかかる圧力及び格納容器温度が限界圧力及び限界温度を超過する。 

取水機能喪失時に炉心損傷を防止するために，原子炉隔離時冷却系等による原子

炉注水によって原子炉水位を適切に維持しつつ，代替交流動力電源により給電を

開始し，低圧又は高圧代替注水系による原子炉への注水を開始すると原子炉水位

が回復し，炉心は再冠水する。原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格納

容器温度は，逃がし安全弁から放出される蒸気により徐々に上昇するが，最終ヒ

ートシンクへの代替熱移送系を用いた除熱によって抑制する。 

また，残留熱除去系故障時には，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格

納容器温度の上昇を抑制するため，格納容器代替スプレイ系による冷却及び格納

容器圧力逃がし装置による除熱を行う。 

上記のとおり，原子炉格納容器の過圧・過温破損を防止することが評価目的であ

ることから，評価指標は「原子炉格納容器圧力及び温度」である。 

 

(5) ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

この事故シーケンスグループでは，原子炉の出力運転時において，ＬＯＣＡ発生
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後，「高圧注水機能及び低圧注水機能が喪失する場合」又は「高圧注水機能及び

原子炉減圧機能が喪失する場合」に，炉心の著しい損傷に至る事象を想定する。

重要事故シーケンスとして，例えば「中小破断ＬＯＣＡ＋非常用炉心冷却系（高

圧注水及び低圧注水系）起動失敗」が選定されている。 

この重要事故シーケンスでは，ＬＯＣＡ発生後，原子炉はスクラムし，炉心出力

は直ちに崩壊熱レベルまで低下する。しかし，非常用炉心冷却系（高圧注水系及

び低圧注水系）の起動失敗により，原子炉水位が低下し，いずれは炉心露出によ

り燃料被覆管温度が上昇し，炉心損傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，手動操作により逃がし安全弁を開き，原子炉を急速

減圧し，原子炉の減圧後に低圧代替注水系等による原子炉注水を開始する。原子

炉の急速減圧を開始すると，冷却材の流出により原子炉水位は低下するが，低圧

代替注水系等による注水が開始すると原子炉水位が回復し，炉心は再冠水する。 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格納容器温度は，ＬＯＣＡ破断口か

ら放出される冷却材及び逃がし安全弁から放出される蒸気により徐々に上昇する

が，格納容器代替スプレイ系による冷却及び格納容器圧力逃がし装置による除熱

を行う。本事象の場合，原子炉格納容器の過圧・過温破損を防止することが評価

目的であることから，評価指標は「原子炉格納容器圧力及び温度」である。 

 

2.1.2 格納容器破損防止対策 

(1) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

この格納容器破損モードは，原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材の

フラッシング，溶融炉心の崩壊熱によって発生した水蒸気及びジルコニウム－水

反応等によって発生した非凝縮性ガスの蓄積によって，原子炉格納容器内の雰囲

気圧力・温度が徐々に上昇し格納容器破損に至る事象である。評価事故シーケン

スとして，例えば「大破断ＬＯＣＡ時注水機能喪失」が選定されている。 

この評価事故シーケンスの場合，事象発生後，炉心出力は直ちに崩壊熱レベルま

で低下するが，非常用炉心冷却系の機能が喪失することを想定するため，原子炉

水位が急速に低下し，炉心が露出し，炉心損傷に至る。炉心部では，溶融した炉

心は燃料棒を伝って下方へ流れ落ちていくが，低温領域まで降下すると一部が固

化して，閉塞領域を形成する。閉塞領域が形成されると，その領域にある溶融炉

心自身の発熱や上方から流下してきた溶融炉心によってプールが形成される。ク

ラストが保持されている間は溶融炉心プールが拡大するが，クラストの破損によ

って溶融炉心は原子炉圧力容器下部プレナムに落下する。下部プレナム内に残存

していた原子炉冷却材により，一時的に溶融炉心は冷却されるが，やがて下部プ

レナム内の原子炉冷却材が蒸発すると，溶融炉心が崩壊熱により再加熱されてい

く。溶融炉心が高温状態となると，原子炉圧力容器下部ヘッドの構造材温度も上
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昇していき，やがて下部ヘッド貫通部の逸出等により破損に至る。原子炉圧力容

器の破損により，溶融炉心は格納容器下部に落下する。格納容器下部には格納容

器下部注水系による原子炉圧力容器破損前の注水操作により，冷却水が溜まって

おり，落下してきた溶融炉心の保有熱により急速に蒸発を開始し，溶融炉心温度

が低下した後も崩壊熱により継続的に蒸発していく。冷却水による溶融炉心から

の除熱が十分でない場合には，溶融炉心とコンクリートの境界温度がコンクリー

ト溶融温度以上となり，コンクリートからの脱水及びコンクリートの溶融が起き

ることになる。コンクリートの脱水により発生した水蒸気は，原子炉格納容器の

過圧に寄与する他，溶融炉心内部の金属と反応して水素ガス発生に寄与する場合

もある。これらの水蒸気，発生した非凝縮性ガス等の蓄積によって，原子炉格納

容器内の雰囲気圧力・温度が緩慢に上昇し，やがて格納容器過圧・過温破損に至

る。 

この事象に対する格納容器破損防止対策として，低圧代替注水系等による原子炉

注水，格納容器代替スプレイ系による格納容器冷却及び格納容器圧力逃がし装置

等による格納容器除熱がある。原子炉圧力容器内の溶融炉心の冷却を低圧代替注

水系等によって行うが，溶融炉心の崩壊熱によって原子炉格納容器内に放出され

る蒸気により，原子炉格納容器の圧力及び雰囲気温度は徐々に上昇する。格納容

器スプレイを実施することによって，原子炉格納容器の圧力及び雰囲気温度の上

昇を抑制するが，外部水源からの総注水量が制限値に達した時点で，格納容器ス

プレイを停止する。その後，原子炉格納容器の圧力及び雰囲気温度は再び上昇す

るものの，格納容器圧力逃がし装置等による除熱により，格納容器破損を防止す

る。 

本事象の場合，原子炉格納容器の過圧・過温破損を防止することが評価目的であ

ることから，評価指標は「原子炉格納容器圧力及び温度」である。 

 

(2) 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

この格納容器破損モードは，原子炉圧力が高い状況で原子炉圧力容器が破損し，

高圧の水蒸気及び水素ガスが放出されるとともに，溶融炉心が液滴状に格納容器

雰囲気へ飛散し，原子炉格納容器の圧力・温度が急上昇して破損に至る事象であ

る。評価事故シーケンスとして，例えば「高圧注水・減圧機能喪失＋全交流動力

電源の喪失」が選定されている。 

この評価事故シーケンスの場合，事象発生後，炉心出力は直ちに崩壊熱レベルま

で低下するが，高圧注水・減圧機能が喪失することを想定するため，原子炉水位

が徐々に低下し，炉心が露出し，炉心損傷に至る。炉心部では，溶融した炉心は

燃料棒を伝って下方へ流れ落ちていくが，低温領域まで降下すると一部が固化し

て，閉塞領域を形成する。閉塞領域が形成されると，その領域にある溶融炉心自
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身の発熱や上方から流下してきた溶融炉心によってプールが形成される。クラス

トが保持されている間は溶融炉心プールが拡大するが，クラストの破損によって

溶融炉心は原子炉圧力容器下部プレナムに落下する。下部プレナム内に残存して

いた原子炉冷却材により，一時的に溶融炉心は冷却されるが，やがて下部プレナ

ム内の原子炉冷却材が蒸発すると，溶融炉心が崩壊熱により再加熱されていく。

溶融炉心が高温状態となると，原子炉圧力容器下部ヘッドの構造材温度も上昇し

ていき，やがて下部ヘッド貫通部の逸出等により破損に至る。原子炉圧力が高圧

状態で原子炉圧力容器破損に至るため，高圧の水蒸気及び水素ガスが放出される

とともに，溶融炉心の分散放出が発生する。分散放出された溶融炉心は液滴状に

格納容器雰囲気へ飛散し，原子炉格納容器の圧力・温度が急上昇して破損に至る

可能性がある。 

この事象に対する格納容器破損防止対策として，原子炉圧力容器破損までに手動

操作にて，原子炉を速やかに減圧させることで，溶融炉心の分散放出を抑制する。 

本事象の場合，原子炉の減圧により原子炉圧力が高い状況での溶融物の噴出を防

止することが評価目的であることから，評価指標は「原子炉圧力」である。 

 

(3) 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

この格納容器破損モードは，溶融炉心と格納容器下部のプール水が接触して一時

的な圧力の急上昇が発生し，この時に発生するエネルギにより構造物が破壊され

格納容器破損に至る事象である。水蒸気爆発については，これまでの知見により，

実機において大規模な水蒸気爆発に至る可能性は極めて低いと考えられるが，溶

融炉心から冷却材への伝熱による水蒸気発生に伴う急激な圧力上昇（圧力スパイ

ク）の可能性があることから，ここでは，圧力スパイクによる格納容器破損を取

り扱う。評価事故シーケンスとして，例えば「高圧・低圧注水機能喪失＋全交流

動力電源の喪失」が選定されている。 

この評価事故シーケンスの場合，事象発生後，炉心出力は直ちに崩壊熱レベルま

で低下するが，高圧・低圧注水機能が喪失することを想定するため，原子炉水位

が徐々に低下し，炉心が露出し，炉心損傷に至る。炉心部では，溶融した炉心は

燃料棒を伝って下方へ流れ落ちていくが，低温領域まで降下すると一部が固化し

て，閉塞領域を形成する。閉塞領域が形成されると，その領域にある溶融炉心自

身の発熱や上方から流下してきた溶融炉心によってプールが形成される。クラス

トが保持されている間は溶融炉心プールが拡大するが，クラストの破損によって

溶融炉心は原子炉圧力容器下部プレナムに落下する。下部プレナム内に残存して

いた原子炉冷却材により，一時的に溶融炉心は冷却されるが，やがて下部プレナ

ム内の原子炉冷却材が蒸発すると，溶融炉心が崩壊熱により再加熱されていく。

溶融炉心が高温状態となると，原子炉圧力容器下部ヘッドの構造材温度も上昇し
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ていき，やがて下部ヘッド貫通部の逸出等により破損に至る。格納容器下部には

格納容器下部注水系による原子炉圧力容器破損前の注水操作により，冷却水が溜

まっており，落下してきた溶融炉心の保有熱により急速に蒸発し，圧力スパイク

により格納容器破損に至る可能性がある。 

本事象では，圧力スパイクにより，瞬時に原子炉格納容器圧力が急上昇し，原子

炉格納容器の破損に至る可能性があることから，評価指標は「原子炉格納容器圧

力」である。 

 

(4) 水素燃焼 

この格納容器破損モードは，ジルコニウム－水反応等によって発生した水素ガス

の燃焼により格納容器破損に至る事象である。評価事故シーケンスとして，例え

ば「高圧・低圧注水機能喪失＋全交流動力電源の喪失」が選定されている。 

この評価事故シーケンスの場合，事象発生後，炉心出力は直ちに崩壊熱レベルま

で低下するが，高圧・低圧注水機能が喪失することを想定するため，原子炉水位

が徐々に低下し，炉心が露出し，炉心損傷に至る。炉心露出部で燃料棒が過熱し

ていくと燃料被覆管のジルコニウム－水反応によって多量の水素ガスが発生する

とともに，水の放射線分解によって水素ガス及び酸素ガスが発生する。発生した

水素ガス及び酸素ガスは，原子炉内で発生する蒸気とともに，逃がし安全弁を通

じてウェットウェルに流入し，サプレッション・プール水中にとりこまれた核分

裂生成物による水の放射線分解に伴って発生する水素ガス及び酸素ガスとともに

空間部に蓄積し，一部は真空破壊弁を通じてドライウェルに流入する。格納容器

スプレイにより格納容器内で蒸気の凝縮が進むと，格納容器内の水素及び酸素濃

度は上昇する。なお，水素ガス及び酸素ガスの可燃限界は，水素濃度４vol%以上，

かつ，酸素濃度５vol%以上が指標とされている。 

この事象に対する格納容器破損防止対策として，格納容器内雰囲気を窒素置換す

ることによる不活性化及び格納容器圧力逃がし装置による可燃性ガスの排出によ

って，水素燃焼の発生を抑制する。 

本事象の場合，格納容器内において水素爆轟が発生しないことを確認することが

目的であり，ＢＷＲでは，格納容器内雰囲気が窒素封入により不活性化されてお

り，また炉心損傷後はジルコニウム－水反応に伴い多量の水素ガスが発生するた

め，水素燃焼の発生に対しては酸素濃度の上昇が律速となる。そのため，「酸素濃

度」を評価指標として選定する。なお，水素濃度の上昇に伴い格納容器内の酸素

濃度は相対的に低下するため，酸素濃度を保守的に評価する観点で，水素濃度に

ついては実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の

有効性評価に関する審査ガイド指定の全炉心内のジルコニウム量の 75%が水と反

応する想定ではなく，ＭＡＡＰの評価値を用いる。  
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(5) 溶融炉心・コンクリート相互作用 

この格納容器破損モードは，格納容器下部床上へ落下した溶融炉心によりコンク

リート侵食が継続し，原子炉格納容器の構造部材の支持機能が喪失し，格納容器

破損に至る事象である。評価事故シーケンスとして，例えば「大破断ＬＯＣＡ時

注水機能喪失」が選定されている。 

この評価事故シーケンスの場合，事象発生後，炉心出力は直ちに崩壊熱レベルま

で低下するが，非常用炉心冷却系の機能が喪失することを想定するため，原子炉

水位は急速に低下し，炉心が露出し，炉心損傷に至る。炉心部では，溶融した炉

心は燃料棒を伝って下方へ流れ落ちていくが，低温領域まで降下すると一部が固

化して，閉塞領域を形成する。閉塞領域が形成されると，その領域にある溶融炉

心自身の発熱や上方から流下してきた溶融炉心によってプールが形成される。ク

ラストが保持されている間は溶融炉心プールが拡大するが，クラストの破損によ

って溶融炉心は原子炉圧力容器下部プレナムに落下する。下部プレナム内に残存

していた原子炉冷却材により，一時的に溶融炉心は冷却されるが，やがて下部プ

レナム内の原子炉冷却材が蒸発すると，溶融炉心が崩壊熱により再加熱されてい

く。溶融炉心が高温状態となると，原子炉圧力容器下部ヘッドの構造材温度も上

昇していき，やがて下部ヘッド貫通部の逸出等により破損に至る。原子炉圧力容

器の破損により，溶融炉心は格納容器下部に落下する。格納容器下部には格納容

器下部注水系による原子炉圧力容器破損前の注水操作により，冷却水が溜まって

おり，落下してきた溶融炉心の保有熱により急速に蒸発を開始し，溶融炉心温度

が低下した後も崩壊熱により継続的に蒸発していく。冷却水による溶融炉心から

の除熱が十分でない場合には，溶融炉心とコンクリートの境界温度がコンクリー

ト溶融温度以上となり，コンクリートからの脱水及びコンクリートの溶融が起き

ることになる。溶融炉心によるコンクリートの溶融侵食が継続すると，原子炉格

納容器の構造部材の支持機能が喪失し，格納容器破損に至る。 

この事象に対する格納容器破損防止対策として，原子炉圧力容器の下部から溶融

炉心が流れ出す時点で，格納容器下部において溶融炉心の冷却に寄与する十分な

水量及び水位を確保し，かつ，溶融炉心の落下後に崩壊熱を十分に上回る原子炉

注水及び格納容器下部注水系による注水を行うことによって，溶融炉心の冷却を

行う。 

本事象の場合，コンクリート侵食を抑制することが評価目的であることから，評

価指標は「コンクリート侵食量」である。 
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2.2 ランクの定義 

本資料の本文「2. 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物理現象

のうちＭＡＡＰで評価する事象において考慮すべき物理現象を対象に，表 2.2-1

の定義に従って「Ｈ」，「Ｍ」，「Ｌ」及び「Ｉ」のランクに分類し，「Ｈ」及び「Ｍ」

に分類された物理現象を重要現象として抽出する。 

なお，本資料の本文「2. 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物

理現象は，事故シーケンスグループ等に対して抽出されたものであり，具体的な

事故シーケンスでは生じない場合もあり，その場合は「Ｉ」に分類する。 



 

5-13 

表 2.2-1 ランクの定義 

ランク ランクの定義 本資料での取り扱い 

Ｈ 評価指標及び運転操作に

対する影響が大きいと考

えられる現象 

物理現象に対する不確かさを実験との比較

等により求め，実機評価における評価指標及

び運転操作への影響を評価する。 

Ｍ 評価指標及び運転操作に

対する影響が中程度と考

えられる現象 

事象推移を模擬する上で一定の役割を担う

が，評価指標に対する影響が「Ｈ」に比べて

顕著でない物理現象であるため，必ずしも不

確かさによる実機評価における評価指標及

び運転操作への影響を評価する必要はない

が，本資料では，実機評価への影響を感度解

析等により評価するか，「Ｈ」と同様に評価

することとする。 

Ｌ 評価指標及び運転操作に

対する影響が小さいと考

えられる現象 

事象推移を模擬するためにモデル化は必要

であるが，評価指標及び運転操作への影響が

明らかに小さい物理現象であるため，検証／

妥当性確認は記載しない。 

Ｉ 評価指標及び運転操作に

対し影響を与えないか，

又は重要でない現象 

評価指標及び運転操作へ影響を与えないか，

又は重要でない物理現象であるため，検証／

妥当性確認は記載しない。 
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2.3 物理現象に対するランク付け 

本資料の本文「2 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物理現象の

うちＭＡＡＰで評価する事象において考慮すべき物理現象を対象に，2.1 で述べた

事象進展を踏まえ，表 2.2-1 の定義に従って，評価指標及び運転操作への影響に応

じて表 2.3-1 及び表 2.3-2 のとおりランク付けを行い，「Ｈ」及び「Ｍ」に分類され

た物理現象を重要現象として抽出した。 

以下，物理現象ごとに考え方を示す。 

 

(1) 核分裂出力［炉心（核）］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に原子炉がスク

ラムし，未臨界となるため，炉心露出後の燃料被覆管温度上昇時の原子炉出力は崩

壊熱が支配的となる。したがって，核分裂出力は炉心損傷防止における評価指標で

ある原子炉格納容器圧力及び温度に対して重要度が低いと考えられる。また，核分

裂出力は溶融炉心の挙動への影響はなく，格納容器破損防止における各評価指標に

対して影響はない。 

 

(2) 出力分布変化［炉心（核）］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に原子炉がスク

ラムし，未臨界となるため，炉心露出後の燃料被覆管温度上昇時の原子炉出力は崩

壊熱が支配的となる。したがって，出力分布変化は炉心損傷防止における評価指標

である原子炉格納容器圧力及び温度に対して重要度が低いと考えられる。また，出

力分布変化は溶融炉心の挙動への影響はなく，格納容器破損防止における各評価指

標に対して影響はない。 

 

(3) 反応度フィードバック効果［炉心（核）］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に原子炉がスク

ラムし，未臨界となるため，炉心露出後の燃料被覆管温度上昇時の原子炉出力は崩

壊熱が支配的となる。したがって，反応度フィードバック効果は炉心損傷防止にお

ける評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度に対して重要度が低いと考えられ

る。また，反応度フィードバック効果は溶融炉心の挙動への影響はなく，格納容器

破損防止における各評価指標に対して影響はない。 

 

(4) 制御棒反応度効果［炉心（核）］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に原子炉がスク

ラムし，未臨界となるため，炉心露出後の燃料被覆管温度上昇時の原子炉出力は崩

壊熱が支配的となる。したがって，制御棒反応度効果は炉心損傷防止における評価
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指標である原子炉格納容器圧力及び温度に対して重要度が低いと考えられる。また，

制御棒反応度効果は溶融炉心の挙動への影響はなく，格納容器破損防止における各

評価指標に対して影響はない。 

 

(5) 崩壊熱［炉心（核）］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に原子炉がスク

ラムし，未臨界となるため，炉心露出後の燃料被覆管温度上昇時の原子炉出力は崩

壊熱が支配的となり，主な熱源として事象進展の速さに影響する。したがって，崩

壊熱は炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度並びに格

納容器破損防止における各評価指標に対して重要度が高いと考えられる。 

 

(6) 三次元効果［炉心（核）］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に原子炉がスク

ラムし，未臨界となるため，核熱水力不安定事象は発生しない。したがって，核的

な三次元効果は，炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧力及び温

度並びに格納容器破損防止における各評価指標に対して影響はない。 

 

(7) 燃料棒内温度変化［炉心（燃料）］ 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱伝導，燃料

棒表面熱伝達により冷却材へと放出される。ギャップ熱伝達を含む燃料棒内の伝熱

特性に基づく燃料棒内温度の変化は燃料被覆管温度に影響し，燃料被覆管温度が非

常に高温となった場合には，燃料被覆管の酸化反応による発熱及び水素ガスの発生

を考慮する必要がある。したがって，燃料棒内温度変化は，燃料被覆管温度が顕著

に上昇する以前の炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧力及び温

度に対して重要度が低く，格納容器破損防止における各評価指標に対しては重要度

が高いと考えられる。 

 

(8) 燃料棒表面熱伝達［炉心（燃料）］ 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱伝導，燃料

棒表面熱伝達により冷却材へと放出される。ギャップ熱伝達を含む燃料棒内の伝熱

特性に基づく燃料棒内温度の変化は燃料被覆管温度に影響し，燃料被覆管温度が非

常に高温となった場合には，燃料被覆管の酸化反応による発熱及び水素ガスの発生

を考慮する必要がある。したがって，格納容器破損防止における各評価指標に対し

ては，表面熱伝達の影響が大きくなり，重要度が高いと考えられる。燃料被覆管温

度が顕著に上昇しない炉心損傷防止の領域においては，一時的に炉心が露出しても

早期に再冠水し，冠水状態では熱伝達が十分大きくなることから，燃料棒表面の熱
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伝達変化による影響は小さく，崩壊熱による燃料棒からの発熱が支配的となる。し

たがって，燃料棒表面熱伝達は，炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納

容器圧力及び温度に対して重要度が低いと考えられる。 

 

(9) 沸騰遷移［炉心（燃料）］ 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱伝導，燃料

棒表面熱伝達により冷却材へと放出される。燃料棒表面において核沸騰から膜沸騰

へ沸騰遷移が生じた場合には，熱伝達の低下によって燃料被覆管温度が上昇するも

のの，事象初期の短期間における燃料被覆管温度に影響する現象であり，長期的な

挙動に着目した場合の影響は小さい。したがって，沸騰遷移は，炉心損傷防止にお

ける評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度に対して重要度が低いと考えられ

る。また，沸騰遷移は溶融炉心の挙動への影響はなく，格納容器破損防止における

各評価指標に対して影響はない。 

 

(10)  燃料被覆管酸化［炉心（燃料）］ 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱伝導，燃料

棒表面熱伝達により冷却材へと放出される。ギャップ熱伝達を含む燃料棒内の伝熱

特性に基づく燃料棒内温度の変化は燃料被覆管温度に影響し，燃料被覆管温度が非

常に高温となった場合には，燃料被覆管の酸化反応による発熱及び水素ガスの発生

を考慮する必要がある。したがって，燃料被覆管酸化は，燃料被覆管温度が顕著に

上昇する以前の炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度

に対して重要度が低く，格納容器破損防止における各評価指標に対して重要度が高

いと考えられる。 

 

(11)  燃料被覆管変形［炉心（燃料）］ 

燃料被覆管温度が非常に高温となった場合には，燃料被覆管の変形及び酸化反応

による発熱や水素ガスの発生，燃料被覆管の破損によるペレットと燃料被覆管の間

隙部に蓄積したＦＰの原子炉圧力容器内への放出を考慮する必要があり，格納容器

破損防止における各評価指標に対して重要度が高いと考えられる。炉心損傷防止に

おける評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度に対しては，燃料被覆管の変形

により炉心冷却性への影響が考えられるものの，長期的な挙動に着目した場合の影

響は小さいため，重要度が低いと考えられる。 

 

(12)  三次元効果［炉心（燃料）］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，水位が低下して炉心が露出して燃料棒表

面温度が高くなった場合には，円周方向及び軸方向からの三次元的な燃料棒間の輻
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射熱伝達（三次元効果）が生じる。燃料被覆管温度が顕著に上昇しない炉心損傷防

止の領域においては，一時的に炉心が露出しても再冠水することから，三次元効果

の影響は小さく，崩壊熱による燃料棒からの発熱が支配的となるため，重要度が低

いと考えられる。また，三次元効果は溶融炉心の挙動への影響はなく，格納容器破

損防止における各評価指標に対して影響はない。 

 

(13)  沸騰・ボイド率変化［炉心（熱流動）］ 

評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも炉心露出の可能性があり，二相水

位が有効燃料棒頂部を下回ると炉心が露出し，燃料被覆管の温度上昇が始まるため，

燃料被覆管温度が非常に高温となった場合には，燃料被覆管の酸化反応による発熱

及び水素ガス発生を考慮する必要がある。したがって，二相水位に影響する沸騰・

ボイド率変化は，炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧力及び温

度に対しては，燃料被覆管温度が顕著に上昇せず，長期的な挙動に着目した場合の

影響は小さいため，重要度が低く，格納容器破損防止における各評価指標に対して

は，炉心冷却状態への影響が大きく，溶融炉心の挙動への影響が考えられるため，

重要度が高いと考えられる。 

 

(14)  気液分離（水位変化）・対向流［炉心（熱流動）］ 

評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも炉心露出の可能性があり，二相水

位が有効燃料棒頂部を下回ると炉心が露出し，燃料被覆管の温度上昇が始まるため，

燃料被覆管温度が非常に高温となった場合には，燃料被覆管の酸化反応による発熱

及び水素ガス発生を考慮する必要がある。したがって，二相水位に影響する気液分

離（水位変化）・対向流は，炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧

力及び温度に対しては，被覆管温度が顕著に上昇せず，長期的な挙動へ着目した場

合に影響は小さいため，重要度が低く，格納容器破損防止における各評価指標に対

しては，炉心冷却状態への影響が大きく，溶融炉心の挙動への影響が考えられるた

め，重要度が高いと考えられる。 

 

(15)  気液熱非平衡［炉心（熱流動）］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，早期に再循環ポンプがトリップするため，

事象初期を除いて炉心領域に強制循環はないため，冷却材の注水による気液熱非平

衡状態が考えられるが，炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧力

及び温度に対しては，長期的な挙動に着目した場合の影響は小さく，格納容器破損

防止における各評価指標に対しては，溶融炉心の挙動への影響は小さいため，重要

度が低いと考えられる。 
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(16)  圧力損失［炉心（熱流動）］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，早期に再循環ポンプがトリップするため，

事象初期を除いて原子炉圧力容器内における流動は，炉心部とダウンカマ部の静水

頭が支配的であると考えられる。したがって，圧力損失は炉心損傷防止における評

価指標である原子炉格納容器圧力及び温度並びに格納容器破損防止における各評価

指標に対して重要度が低いと考えられる。 

 

(17)  三次元効果［炉心（熱流動）］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，ダウンカマに注水された冷却材が下部プ

レナムを経由して，又は，炉心バイパス部から燃料集合体の漏えい経路を経由して

炉心部へ流入する際，圧力損失が均一となるように熱出力に応じて燃料集合体間で

流量配分される三次元効果が発生する。ただし，長期的な挙動へ着目した場合に三

次元効果の影響は小さく，炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧

力及び温度に対して重要度が低いと考えられる。また，三次元効果は溶融炉心の挙

動への影響はなく，格納容器破損防止における各評価指標への影響はない。 

 

(18)  冷却材流量変化［原子炉圧力容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に再循環ポンプ

がトリップし，原子炉圧力容器内における冷却材流量変化は長期間に亘り自然循環

が支配的となる。長期的な挙動に着目した場合，炉心損傷防止における評価指標で

ある原子炉格納容器圧力及び温度に対しては，原子炉圧力容器内の自然循環による

冷却材の流量変化の影響は小さく，格納容器破損防止における各評価指標に対して

は，溶融炉心の挙動への影響は小さいため，重要度が低いと考えられる。 

 

(19)  冷却材放出（臨界流・差圧流）［原子炉圧力容器］ 

炉心損傷防止において評価する具体的な事故シーケンスでは，逃がし安全弁やＬ

ＯＣＡ破断口からの冷却材放出によって，原子炉格納容器圧力及び温度に影響を及

ぼすものの，長期的には崩壊熱によって発生した水蒸気等による影響が支配的であ

り，冷却材放出（臨界流・差圧流）は，評価指標である原子炉格納容器圧力及び温

度に対して重要度が低いと考えられる。格納容器破損防止における高圧溶融物放出

／格納容器雰囲気直接加熱の評価指標である原子炉圧力に対しては，逃がし安全弁

からの冷却材放出による原子炉圧力への影響があり，重要度が中程度であると考え

られる。格納容器破損防止のその他の評価指標に対しては，炉心損傷後において，

原子炉圧力容器からの流れの駆動力となる水蒸気の発生による影響は小さいため，

評価指標に対する影響は小さく，重要度は低いと考えられる。 
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(20)  沸騰・凝縮・ボイド率変化［原子炉圧力容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，逃がし安全弁を用いた原子炉の急速減圧

あるいはＬＯＣＡ発生後の冷却材流出による原子炉減圧があり，減圧沸騰による各

部の蒸気発生とボイド率変化によって二相水位が変化する。また，原子炉への注水

によって蒸気が凝縮する。しかしながら，炉心以外の領域の沸騰，凝縮及びボイド

率変化は炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度並びに

格納容器破損防止における各評価指標への影響は小さく，重要度は低いと考えられ

る。 

 

(21)  気液分離・対向流［原子炉圧力容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，いずれも炉心露出の可能性があり，二相

水位が有効燃料棒頂部を下回ると炉心が露出する。しかしながら，炉心以外の領域

の気液分離・対向流は炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧力及

び温度並びに格納容器破損防止における各評価指標への影響は小さく，重要度は低

いと考えられる。 

 

(22)  気液熱非平衡［原子炉圧力容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，炉心が露出した場合に，露出部周囲の蒸

気が過熱蒸気となり，気液熱非平衡状態が考えられるものの，原子炉圧力容器外へ

流出するまでに，ダウンカマから発生した飽和蒸気や構造材の熱伝達によって，ほ

ぼ飽和状態となるため，炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧力

及び温度に対する影響はない。また，溶融炉心の挙動への影響は小さく，格納容器

破損防止における各評価指標に対しては，重要度が低いと考えられる。 

 

(23)  圧力損失［原子炉圧力容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，早期に再循環ポンプがトリップするため，

事象初期を除いて原子炉圧力容器内における流動は，炉心部とダウンカマ部の静水

頭が支配的であると考えられる。したがって，圧力損失は炉心損傷防止における評

価指標である原子炉格納容器圧力及び温度並びに格納容器破損防止における各評価

指標に対して重要度が低いと考えられる。 

 

(24)  構造材との熱伝達［原子炉圧力容器］ 

炉心損傷以前において，原子炉圧力容器等の構造材の保有熱は，原子炉冷却材との

熱伝達（構造材との熱伝達）を通じて原子炉格納容器圧力及び温度に影響を与える

ものの，長期的には崩壊熱によって発生した水蒸気等による影響が支配的である。

したがって，構造材との熱伝達は炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納
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容器圧力及び温度並びに格納容器破損防止における各評価指標に対して重要度が低

いと考えられる。 

なお，溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達は，物理現象「下部プレナムでの溶融

炉心の熱伝達」において考慮する。 

 

(25)  ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）［原子炉圧力容器］ 

炉心損傷防止及び格納容器破損防止における格納容器過圧・過温破損及び水素燃

焼において評価する具体的な事故シーケンスでは，非常用炉心冷却系(ＥＣＣＳ)及

び代替注水設備を使用して炉心の冷却を行う。原子炉圧力容器への注水は，原子炉

格納容器への放出エネルギに影響を与え，格納容器圧力変化に影響を及ぼすため，

ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）は，炉心損傷防止及び格納容器破損防

止における格納容器過圧・過温破損の評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度

に対して重要度が中程度であると考えられる。格納容器破損防止における水素燃焼

の評価指標である酸素濃度に対しては，注水による水蒸気や水素ガスの発生量への

影響が考えられ，水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対して重要度が中程度であ

ると考えられる。また，格納容器破損防止における溶融炉心・コンクリート相互作

用の評価指標であるコンクリート侵食量については，注水された水が原子炉圧力容

器破損口から流れ出ることによる溶融炉心の冷却が考えられるため，重要度が高い

と考えられる。格納容器破損防止におけるその他の格納容器破損モードにおける事

故シーケンスにおいては，ＥＣＣＳ（給水系・代替注水設備含む）の作動は考慮し

ておらず，評価指標に対する影響はない。 

 

(26)  ほう酸水の拡散［原子炉圧力容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，いずれもほう酸水の注入を考慮していな

い。したがって，ほう酸水の拡散は炉心損傷防止における評価指標である原子炉格

納容器圧力及び温度並びに格納容器破損防止における各評価指標への影響はない。 

 

(27)  三次元効果［原子炉圧力容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，いずれも事故後長期において炉心が露出す

る場合に，燃料被覆管温度が上昇する事象であり，炉心流量急減過程において，下

部プレナム内の流量配分が不均等になる可能性があるが，事故直後に再循環ポンプ

がトリップするため影響は小さい。したがって，三次元効果は炉心損傷防止におけ

る評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度に対して重要度が低いと考えられる。

また，三次元効果は溶融炉心の挙動への影響はなく，格納容器破損防止における各

評価指標に対して影響はない。 
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(28)  冷却材放出［原子炉格納容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，逃がし安全弁やＬＯＣＡ破断口からの冷

却材放出によって，原子炉格納容器圧力及び温度に影響を及ぼすものの，長期的に

は崩壊熱によって発生した水蒸気等による影響が支配的であり，冷却材放出は，炉

心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度並びに格納容器破

損防止における各評価指標に対して重要度が低いと考えられる。 

 

(29)  格納容器各領域間の流動［原子炉格納容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，崩壊熱によって発生した水蒸気及びジル

コニウム－水反応によって発生した非凝縮性ガス（含む水素ガス）は，ＬＯＣＡ破

断口からドライウェルを経由し，又は逃がし安全弁を介してウェットウェルへ流入

し，サプレッション・プール水温度を上昇させる。ウェットウェルにおける気液界

面の熱伝達によって，気相部の圧力・温度が上昇し，原子炉格納容器圧力及び温度

に影響を与える。したがって，格納容器各領域間の流動は，炉心損傷防止及び格納

容器破損防止における格納容器過圧・過温破損の評価指標である原子炉格納容器圧

力及び温度に対して重要度が高いと考えられる。格納容器破損防止におけるその他

の評価指標については，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の評価指標であ

る原子炉圧力に対しては，現象の発生防止として，原子炉圧力の低下が評価の主体

となっており，重要度は低いと考えられる。溶融燃料－冷却材相互作用の評価指標

である原子炉格納容器圧力に対しては，溶融炉心と冷却材の相互作用に伴う圧力ス

パイクによる原子炉格納容器圧力の上昇が評価指標となっており，重要度は高いと

考えられる。ウェットウェル空間部に蓄積された水素ガス及び酸素ガスの一部は真

空破壊弁を通じてドライウェルに流入するため，原子炉格納容器内における非凝縮

性ガスの濃度分布に影響があり，水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対して重要

度が高いと考えられる。また，溶融炉心・コンクリート相互作用の評価指標である

コンクリート侵食量については，溶融炉心から上面水プール及びコンクリートへの

熱伝達が支配的であり，格納容器各領域間の流動の影響は小さいため，重要度は低

いと考えられる。 

 

(30)  サプレッション・プール冷却［原子炉格納容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，残留熱除去系等を用いて原子炉格納容器

からの除熱が可能であり，サプレッション・プール冷却は，炉心損傷防止及び格納

容器破損防止における格納容器過圧・過温破損の評価指標である原子炉格納容器圧

力及び温度に対して重要度が高いと考えられる。ただし，炉心損傷防止における高

圧・低圧注水機能喪失及びＬＯＣＡ時注水機能喪失の事故シーケンスにおいては，

サプレッション・プール冷却は考慮しておらず，評価指標に対する影響はない。ま
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た，サプレッション・プールの冷却によって水蒸気が凝縮し，非凝縮性ガスの濃度

が上昇するため，水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対して重要度が高いと考え

られる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標に対する影響はない。 

 

(31)  気液界面の熱伝達［原子炉格納容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，ウェットウェルにおける気液界面の熱伝

達によって，気相部の圧力・温度が上昇し，原子炉格納容器圧力及び温度に影響を

与える。したがって，気液界面の熱伝達は，炉心損傷防止及び格納容器破損防止に

おける格納容器過圧・過温破損の評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度に対

して重要度が中程度であると考えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価

指標に対しては影響が小さく，重要度が低いと考えられる。 

 

(32)  構造材との熱伝達及び内部熱伝導［原子炉格納容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉格納容器内温度の上昇により，原

子炉格納容器本体をはじめとする原子炉格納容器内の構造材との熱伝達が生じる。

構造材との伝熱は，その熱容量により原子炉格納容器内温度の変化を抑制する方

向に作用し，短期的には影響が大きい。また，材料により伝熱特性が異なり，熱

伝導率の高い金属では表面熱伝達の影響が大きいのに対し，熱伝導率の低いコン

クリートでは，コンクリート内部の熱伝導の影響が大きくなる。したがって，炉

心損傷防止及び格納容器破損防止における格納容器過圧・過温破損の評価指標で

ある原子炉格納容器圧力及び温度に対して重要度が中程度であると考えられる。

格納容器破損防止におけるその他の評価指標に対しては影響が小さく，重要度が

低いと考えられる。 

なお，溶融炉心と構造材間の熱伝達は，物理現象「溶融炉心とコンクリートの伝熱」

において考慮する。 

 

(33)  スプレイ冷却［原子炉格納容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，格納容器スプレイにて，原子炉格納容器

圧力及び温度の抑制が可能である。したがって，スプレイ冷却は，炉心損傷防止及

び格納容器破損防止における格納容器過圧・過温破損の評価指標である原子炉格納

容器圧力及び温度に対して重要度が高いと考えられる。ただし，炉心損傷防止にお

ける高圧注水・減圧機能喪失の事故シーケンスにおいては，スプレイ冷却は考慮し

ておらず，評価指標に対する影響はない。また，スプレイの作動によって水蒸気が

凝縮し，非凝縮性ガスの濃度が上昇するため，水素燃焼の評価指標である酸素濃度

に対する重要度は高いと考えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標

に対する影響はない。 
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(34)  放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生［原子炉格納容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，炉心損傷後，放射線水分解，ジルコニウ

ム－水反応等によって水素ガス及び酸素ガスが発生し，原子炉格納容器圧力に影響

を与える可能性があり，格納容器破損防止における格納容器過圧・過温破損の評価

指標である原子炉格納容器圧力及び温度に対して重要度が中程度であると考えられ

る。ただし，炉心損傷防止における評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度に

対しては，炉心損傷に至ることはないため，影響はない。水素燃焼の評価指標であ

る酸素濃度に対しては，濃度を可燃限界以下に抑制することそのものが評価指標と

なり，重要度が高いと考えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標へ

の影響は小さく，重要度が低いと考えられる。 

 

(35)  格納容器ベント［原子炉格納容器］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，格納容器圧力逃がし装置にて，原子炉格

納容器圧力及び温度の抑制が可能であり，格納容器ベントは，炉心損傷防止及び格

納容器破損防止における格納容器過圧・過温破損の評価指標である原子炉格納容器

圧力及び温度に対して重要度が高いと考えられる。ただし，炉心損傷防止における

高圧注水・減圧機能喪失の事故シーケンスにおいては，格納容器ベントは考慮して

おらず，評価指標に対する影響はない。また，格納容器ベントによって，原子炉格

納容器内の雰囲気組成が変化するため，水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対し

て重要度が高いと考えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標に対す

る影響はない。 

 

(36)  リロケーション［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器内の炉心燃料は，原子炉

冷却材の減少によりヒートアップし，炉心溶融を伴い徐々にリロケーションする。

炉心のリロケーションは，溶融炉心の冷却性，原子炉圧力容器の破損挙動等，炉心

溶融後の事象進展に与える影響が大きい。リロケーションの過程における，炉心の

流路閉塞挙動によって，水素ガスの発生量への影響が考えられ，格納容器過圧・過

温破損の評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度に対して，重要度が高いと考

えられる。さらに，水素濃度の上昇に伴って原子炉格納容器内の酸素濃度は相対的

に低下するため，水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対して，重要度が高いと考

えられる。また，リロケーションは溶融炉心の下部プレナムへの移行挙動に関係し，

原子炉圧力容器の破損タイミングにおいて溶融炉心の持つ崩壊熱や格納容器下部へ

落下する溶融炉心の量への影響が考えられるため，高圧溶融物放出／格納容器雰囲

気直接加熱の評価指標である原子炉圧力，溶融燃料－冷却材相互作用の評価指標で
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ある原子炉格納容器圧力及び溶融炉心・コンクリート相互作用の評価指標であるコ

ンクリート侵食量に対して，重要度が高いと考えられる。 

なお，本物理現象以降の物理現象については，炉心損傷後の物理現象であり，炉

心損傷以前の現象を扱う炉心損傷防止における評価指標に対する影響はない。 

 

(37)  原子炉圧力容器内ＦＣＩ(溶融炉心細粒化)［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器内の炉心燃料は，原子炉

冷却材の減少によりヒートアップし，炉心溶融を伴い徐々にリロケーションする。

溶融炉心が原子炉圧力容器下部プレナムへ移行する際に，原子炉圧力容器下部プレ

ナムに冷却材が残存する場合，溶融炉心と冷却材との相互作用が生じ，溶融炉心が

細粒化し，水との熱伝達により水蒸気を発生させつつ冷却される。急速な水蒸気の

発生によって発生する圧力スパイクは，原子炉圧力容器破損のタイミングにおける

原子炉圧力に影響を与える可能性がある。したがって，原子炉圧力容器内ＦＣＩ(溶

融炉心細粒化)は，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の評価指標である原子

炉圧力に対して，重要度が中程度であると考えられる。水素燃焼の評価指標である

酸素濃度に対する影響はない。格納容器破損防止におけるその他の評価指標への影

響は小さく，重要度が低いと考えられる。 

 

(38)  原子炉圧力容器内ＦＣＩ(デブリ粒子熱伝達)［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器内の炉心燃料は，原子炉

冷却材の減少によりヒートアップし，炉心溶融を伴い徐々にリロケーションする。

溶融炉心が原子炉圧力容器下部プレナムへ移行する際に，原子炉圧力容器下部プレ

ナムに冷却材が残存する場合，溶融炉心と冷却材との相互作用が生じ，溶融炉心が

細粒化し，水との熱伝達により水蒸気を発生させつつ冷却される。急速な水蒸気の

発生によって発生する圧力スパイクは，原子炉圧力容器破損のタイミングにおける

原子炉圧力に影響を与える可能性がある。したがって，原子炉圧力容器内ＦＣＩ(デ

ブリ粒子熱伝達)は，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の評価指標である原

子炉圧力に対して，重要度が中程度であると考えられる。水素燃焼の評価指標であ

る酸素濃度に対する影響はない。格納容器破損防止におけるその他の評価指標への

影響は小さく，重要度が低いと考えられる。 

 

(39)  溶融炉心の再臨界［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，制御棒溶融開始から炉心溶融に至る間に

原子炉圧力容器内に注水される可能性があるが，事象進展に伴い流路が閉塞し，溶

融プールが形成されるため，溶融炉心が再臨界する可能性は十分小さい。したがっ

て，溶融炉心の再臨界は格納容器破損防止における各評価指標への影響はない。 
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(40)  構造材との熱伝達［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器内の炉心燃料は，原子炉

冷却材の減少によりヒートアップし，炉心溶融を伴い徐々にリロケーションする。

この過程において，制御棒等の原子炉内構造物も，溶融燃料からの輻射熱伝達等に

より溶融し，炉心下部に移行する。構造材との熱伝達によって，溶融炉心の移行挙

動，溶融炉心の量や組成等の炉心溶融後の事象進展に与える影響が考えられる。溶

融炉心の移行挙動については，炉心の流路閉塞挙動による水素ガスの発生量への影

響から，格納容器過圧・過温破損の評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度に

対して，重要度が高いと考えられる。また，水素濃度の上昇に伴って原子炉格納容

器内の酸素濃度は相対的に低下するため，水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対

して，重要度が高いと考えられる。構造材の溶融による溶融炉心の量や組成への影

響からは，原子炉圧力容器の破損タイミング，破損後の溶融炉心の放出量や放出さ

れた溶融炉心と水蒸気の反応による発熱等の影響が考えられるため，高圧溶融物放

出／格納容器雰囲気直接加熱の評価指標である原子炉圧力，溶融燃料－冷却材相互

作用の評価指標である原子炉格納容器圧力及び溶融炉心・コンクリート相互作用の

評価指標であるコンクリート侵食量に対して，重要度が高いと考えられる。 

 

(41)  下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，炉心のリロケーションによって下部プレ

ナムに溶融炉心が堆積し，原子炉圧力容器へ熱的負荷を与える。したがって，下部

プレナムでの溶融炉心の熱伝達は，格納容器過圧・過温破損の評価指標である原子

炉格納容器圧力及び温度に対して，原子炉圧力容器壁を介した格納容器雰囲気への

伝熱の影響が考えられ，重要度が中程度であると考えられる。また，原子炉圧力容

器下部プレナムに冷却材が残存する場合には，溶融炉心と冷却材との熱伝達による

水蒸気発生によって原子炉圧力が上昇するため，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気

直接加熱の評価指標である原子炉圧力に対して，重要度が高いと考えられる。溶融

炉心・コンクリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対しては，格

納容器下部への注水開始の判断基準を原子炉圧力容器下鏡温度とした場合に，運転

操作に対する影響が考えられ，重要度が高いと考えられる。水素燃焼の評価指標で

ある酸素濃度に対する影響はない。溶融燃料－冷却材相互作用の評価指標である原

子炉格納容器圧力に対する直接的な影響はなく，重要度が低いと考えられる。 

 

(42)  原子炉圧力容器破損［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器は，下部プレナムに堆積

した溶融炉心との熱伝達による熱的負荷によって破損に至る。原子炉圧力容器破損
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の破損時期と破損形態（破損口の口径）は，原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器

内での溶融炉心の挙動に影響を与える。水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対し

ては，原子炉圧力容器の破損時期における核分裂生成物の移行挙動への影響や，放

出された溶融炉心の反応による非凝縮性ガスの発生による影響が考えられ，重要度

が高いと考えられる。高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の評価指標である

原子炉圧力に対しては，原子炉圧力容器破損までに低減することが目的であり，重

要度が高いと考えられる。格納容器過圧・過温破損の評価指標である原子炉格納容

器圧力及び温度，溶融燃料－冷却材相互作用の評価指標である原子炉格納容器圧力

及び溶融炉心・コンクリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対し

ては，原子炉圧力容器の破損形態による溶融炉心落下時の冷却による蒸気の発生挙

動や溶融炉心の拡がり挙動への影響，破損時期による放出された溶融炉心の崩壊熱

による影響が考えられ，重要度が高いと考えられる。 

 

(43)  放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，崩壊熱による炉心ヒートアップに伴い，

ジルコニウム－水反応によって水素ガスが発生し，水蒸気とともに原子炉格納容器

内に移動した後，原子炉格納容器圧力に影響を与える可能性がある。したがって，

放射線水分解等による水素ガス及び酸素ガス発生は，格納容器過圧・過温破損の評

価指標である原子炉格納容器圧力及び温度に対して重要度が中程度であると考えら

れる。水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対しては，濃度を可燃限界以下に抑制

することそのものが評価指標となり，重要度が高いと考えられる。格納容器破損防

止におけるその他の評価指標への影響は小さく，重要度が低いと考えられる。 

 

(44)  原子炉圧力容器内ＦＰ挙動［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，燃料被覆管の破損や炉心の溶融によって，

核分裂生成物（ＦＰ）が原子炉圧力容器内に放出される。放出されたＦＰは，原子

炉圧力容器内の気相や液相の流れに伴って輸送され，炉心あるいは溶融炉心中に残

存したＦＰは，溶融炉心の移動に伴って輸送される。気相中に浮遊するエアロゾル

状のＦＰは，原子炉圧力容器壁面や内部構造物等の構造材表面へ付着し，崩壊熱に

よって構造材の温度上昇に寄与する。原子炉圧力容器の外面が非常に高温となった

場合には，自然対流及び輻射熱伝達により格納容器内温度に影響を与える可能性が

あるが，原子炉圧力容器からの輻射は保温材を介していることから影響は小さく，

自然対流による影響が支配的となる。ＦＰの移行挙動による影響として，ＦＰによ

る水の放射線分解に伴う水素ガス及び酸素ガス発生，溶融炉心の持つ崩壊熱を始め

とした各物理領域において熱源となる崩壊熱分布に影響が考えられる。したがって，

原子炉圧力容器内ＦＰ挙動は，格納容器過圧・過温破損の評価指標である原子炉格
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納容器圧力及び温度，水素燃焼の評価指標である酸素濃度及び溶融炉心・コンクリ

ート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対して，重要度が中程度であ

ると考えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標に対する影響はない。 

 

(45)  原子炉圧力容器破損後の高圧溶融炉心放出［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，高圧溶融物放出及びそれに続く格納容器

雰囲気直接加熱の発生防止を評価しており，現象モデルとしては考慮しない。 

 

(46)  格納容器雰囲気直接加熱［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，高圧溶融物放出及びそれに続く格納容器

雰囲気直接加熱の発生防止を評価しており，現象モデルとしては考慮しない。 

 

(47)  格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり［原子炉格納容器(炉心損傷後) ］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下部に

落下した溶融炉心が床面に堆積し，格納容器下部に事前に注水されたプール水によ

る冷却を伴いつつ，格納容器下部のコンクリートを加熱する。このとき，コンクリ

ート温度の上昇により熱分解が起こり，水蒸気と二酸化炭素が発生する。発生した

水蒸気，二酸化炭素と溶融炉心内の未酸化金属成分が反応して水素や一酸化炭素の

非凝縮性ガスが発生する。さらに，コンクリート溶融温度に到達するとコンクリー

ト侵食が起こる。溶融炉心の堆積状態は，落下後の溶融炉心の堆積高さ，水プール

への伝熱面積に影響を与える。したがって，格納容器下部床面での溶融炉心の拡が

りは，溶融炉心・コンクリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対

して，重要度が高いと考えられる。また，格納容器過圧・過温破損の評価指標であ

る原子炉格納容器圧力及び温度に対する影響は小さく，重要度が低いと考えられる。

格納容器破損防止におけるその他の評価指標に対する影響はない。 

 

(48)  内部構造物の溶融，破損［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下部に

溶融炉心が落下し，格納容器下部区画内に存在する制御棒駆動装置等の構造物を溶

融，破損させる可能性がある。しかしながら，溶融炉心の落下時に溶融炉心との接

触によって溶融，破損する構造物は限定的であり，影響は小さく，内部構造物の溶

融，破損は溶融燃料－冷却材相互作用の評価指標である原子炉格納容器圧力，溶融

炉心・コンクリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対して，重要

度が低いと考えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標に対する影響

はない。 
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(49)  原子炉圧力容器外ＦＣＩ (溶融炉心細粒化)［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下部に

水プールが存在する場合，落下する溶融炉心が水プールに接触する際の液－液混

合に伴って，溶融炉心が細粒化して水中に分散し，分散した粒子状デブリからの

熱伝達によって急速な水蒸気発生が起こり，圧力スパイクが発生する可能性があ

る。したがって，原子炉圧力容器外ＦＣＩ(溶融炉心細粒化)は，格納容器過圧・

過温破損の評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度に対して重要度が中程度

であると考えられる。また，格納容器下部における溶融炉心から水への熱伝達及

び溶融炉心の形態は格納容器下部における溶融炉心の冷却性に影響を与える可能

性があり，溶融燃料－冷却材相互作用の評価指標である原子炉格納容器圧力，溶

融炉心・コンクリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対して，

重要度が高いと考えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標に対す

る影響はない。 

 

(50)  原子炉圧力容器外ＦＣＩ(デブリ粒子熱伝達)［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下部に

水プールが存在する場合，落下する溶融炉心が水プールに接触する際の液－液混合

に伴って，溶融炉心が細粒化して水中に分散し，分散した粒子状デブリからの熱伝

達によって急速な水蒸気発生が起こり，圧力スパイクが発生する可能性がある。し

たがって，原子炉圧力容器外ＦＣＩ(デブリ粒子熱伝達)は，格納容器過圧・過温破

損の評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度に対して重要度が中程度であると

考えられる。また，格納容器下部における溶融炉心から水への熱伝達及び溶融炉心

の形態は格納容器下部における溶融炉心の冷却性に影響を与える可能性があり，溶

融燃料－冷却材相互作用の評価指標である原子炉格納容器圧力，溶融炉心・コンク

リート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対して，重要度が高いと考

えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標に対する影響はない。 

 

(51)  格納容器直接接触［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器の破損によって，下部プ

レナムに蓄積していた溶融炉心が格納容器下部に放出される可能性があるが，原子

炉格納容器バウンダリは，溶融炉心と直接接触することがない構造となっており，

格納容器直接接触は，格納容器破損防止における各評価指標への影響はない。 

 

(52)  溶融炉心と格納容器下部プール水との伝熱［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下部に

落下した溶融炉心が床面に堆積し，格納容器下部に事前に注水されたプール水によ
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る冷却を伴いつつ，格納容器下部のコンクリートを加熱する。このとき，コンクリ

ート温度の上昇により熱分解が起こり，水蒸気と二酸化炭素が発生する。発生した

水蒸気，二酸化炭素と溶融炉心内の未酸化金属成分が反応して水素や一酸化炭素の

非凝縮性ガスが発生する。さらに，コンクリート溶融温度に到達するとコンクリー

ト侵食が起こる。したがって，溶融炉心と格納容器下部プール水との伝熱は，格納

容器破損防止における溶融炉心・コンクリート相互作用に対する評価指標であるコ

ンクリート侵食量に対して，重要度が高いと考えられる。また，非凝縮性ガスの発

生により，格納容器過圧・過温破損における評価指標である原子炉格納容器圧力及

び温度に対する影響があり，重要度が中程度であると考えられる。格納容器破損防

止におけるその他の評価指標に対する影響はない。 

 

(53)  溶融炉心とコンクリートの伝熱［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下部に

落下した溶融炉心が床面に堆積し，格納容器下部に事前に注水されたプール水によ

る冷却を伴いつつ，格納容器下部のコンクリートを加熱する。このとき，コンクリ

ート温度の上昇により熱分解が起こり，水蒸気と二酸化炭素が発生する。発生した

水蒸気，二酸化炭素と溶融炉心内の未酸化金属成分が反応して水素や一酸化炭素の

非凝縮性ガスが発生する。さらに，コンクリート溶融温度に到達するとコンクリー

ト侵食が起こる。したがって，溶融炉心とコンクリートの伝熱は，溶融炉心・コン

クリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対して，重要度が高いと

考えられる。また，非凝縮性ガスの発生により，格納容器過圧・過温破損の評価指

標である原子炉格納容器圧力及び温度に対する影響があり，重要度が中程度である

と考えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標に対する影響はない。 

 

(54)  コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下部に

落下した溶融炉心が床面に堆積し，格納容器下部に事前に注水されたプール水によ

る冷却を伴いつつ，格納容器下部のコンクリートを加熱する。このとき，コンクリ

ート温度の上昇により熱分解が起こり，水蒸気と二酸化炭素が発生する。発生した

水蒸気，二酸化炭素と溶融炉心内の未酸化金属成分が反応して水素や一酸化炭素の

非凝縮性ガスが発生する。さらに，コンクリート溶融温度に到達するとコンクリー

ト侵食が起こる。したがって，コンクリートの分解及び非凝縮性ガスの発生は，溶

融炉心・コンクリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対して，重

要度が高いと考えられる。また，非凝縮性ガスの発生により，格納容器過圧・過温

破損の評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度並びに水素燃焼の評価指標であ
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る酸素濃度に対する影響があり，重要度が中程度であると考えられる。格納容器破

損防止におけるその他の評価指標に対する影響はない。 

 

(55)  溶融炉心の再臨界［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な事故シーケンスでは，原子炉圧力容器の破損によって，下部プレ

ナムに蓄積していた溶融炉心が格納容器下部に放出される可能性があるが，この時，

溶融燃料は炉心形状を維持しておらず，落下時において，制御棒等の中性子吸収材

も溶融炉心内に取り込んでいると考えられることから，溶融炉心の再臨界は発生し

ないと考えられる。したがって，溶融炉心の再臨界は格納容器破損防止における各

評価指標への影響はない。 

 

(56)  原子炉格納容器内ＦＰ挙動［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 
評価する具体的な事故シーケンスでは，燃料被覆管破損や炉心溶融が発生すると，

核分裂生成物（ＦＰ）が原子炉圧力容器内に放出される。放出されたＦＰは，原子

炉圧力容器内の気相や液相の流れに伴って輸送され，ＬＯＣＡ破断口や逃がし安全

弁を経由して原子炉格納容器内に移動し，各物理領域において熱源となる崩壊熱分

布に影響する。したがって，原子炉格納容器内ＦＰ挙動は，格納容器過圧・過温破

損の評価指標である原子炉格納容器圧力及び温度に対して，重要度が中程度である

と考えられる。また，ウェットウェルに放出された一部のＦＰによる水の放射線分

解に伴って水素ガス及び酸素ガスが発生し，ウェットウェル空間部の非凝縮性ガス

の濃度分布に影響を与えるため，水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対して，重

要度が中程度であると考えられる。溶融炉心・コンクリート相互作用における評価

指標であるコンクリート侵食量については，溶融炉心の持つ崩壊熱に影響があるも

のの，評価指標への影響は小さく，重要度が低いと考えられる。格納容器破損防止

におけるその他の評価指標に対する影響はない。 
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表 2.3-1 有効性評価の物理現象のランク (炉心損傷防止) (1/3) 

 評価事象 炉心損傷防止 

高圧・低圧注水機

能喪失 

高圧注水・減圧機

能喪失 

全交流動力電源喪

失 

崩壊熱除去機能喪

失 

ＬＯＣＡ時注水機

能喪失 

分類 
評価指標 

物理現象 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

炉
心 

核 

(1) 核分裂出力 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(2) 出力分布変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(3) 反応度フィードバック効果 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(4) 制御棒反応度効果 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(5) 崩壊熱 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(6) 三次元効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

燃
料 

(7) 燃料棒内温度変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(8) 燃料棒表面熱伝達 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(9) 沸騰遷移 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(10) 燃料被覆管酸化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(11) 燃料被覆管変形 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(12) 三次元効果 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

熱
流
動 

(13) 沸騰・ボイド率変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(14) 気液分離（水位変化）・対向流 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(15) 気液熱非平衡 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(16) 圧力損失 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(17) 三次元効果 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ  
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表 2.3-1 有効性評価の物理現象のランク (炉心損傷防止) (2/3) 

 評価事象 炉心損傷防止 

高圧・低圧注水機

能喪失 

高圧注水・減圧機

能喪失 

全交流動力電源喪

失 

崩壊熱除去機能喪

失 

ＬＯＣＡ時注水機

能喪失 

分類 
評価指標 

物理現象 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器 

(18) 冷却材流量変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(19) 冷却材放出（臨界流・差圧流） Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(20) 沸騰・凝縮・ボイド率変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(21) 気液分離・対向流 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(22) 気液熱非平衡 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(23) 圧力損失 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(24) 構造材との熱伝達 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(25) ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む） Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ 

(26) ほう酸水の拡散 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(27) 三次元効果 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 
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表 2.3-1 有効性評価の物理現象のランク (炉心損傷防止) (3/3) 

 評価事象 炉心損傷防止 

高圧・低圧注水機

能喪失 

高圧注水・減圧機

能喪失 

全交流動力電源喪

失 

崩壊熱除去機能喪

失 

ＬＯＣＡ時注水機

能喪失 

分類 
評価指標 

物理現象 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原
子
炉
格
納
容
器 

(28) 冷却材放出 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(29) 格納容器各領域間の流動 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(30) サプレッション・プール冷却 Ｉ Ｈ Ｈ Ｈ Ｉ 

(31) 気液界面の熱伝達 Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ 

(32) 構造材との熱伝達及び内部熱伝導 Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ 

(33) スプレイ冷却 Ｈ Ｉ Ｈ Ｈ Ｈ 

(34) 
放射線水分解等による水素ガス・酸素ガ

ス発生 

Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(35) 格納容器ベント Ｈ Ｉ Ｈ Ｈ Ｈ 

  



 

 

5
-
3
4 

表 2.3-2 有効性評価の物理現象のランク (格納容器破損防止) (1/5) 

 評価事象 格納容器破損防止 

格納容器過圧・過

温破損 

高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱 

溶融燃料－冷却材

相互作用 

水素燃焼 溶融炉心・コンク

リート相互作用 

分類 
評価指標 

物理現象 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉圧力 原子炉格納容器圧

力 

酸素濃度 コンクリート侵食

量 

炉
心 

核 

(1) 核分裂出力 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(2) 出力分布変化 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(3) 反応度フィードバック効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(4) 制御棒反応度効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(5) 崩壊熱 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(6) 三次元効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

燃
料 

(7) 燃料棒内温度変化 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(8) 燃料棒表面熱伝達 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(9) 沸騰遷移 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(10) 燃料被覆管酸化 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(11) 燃料被覆管変形 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(12) 三次元効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

熱
流
動 

(13) 沸騰・ボイド率変化 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(14) 気液分離（水位変化）・対向流 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(15) 気液熱非平衡 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(16) 圧力損失 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(17) 三次元効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ   
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表 2.3-2 有効性評価の物理現象のランク (格納容器破損防止) (2/5) 

 評価事象 格納容器破損防止 

格納容器過圧・過

温破損 

高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱 

溶融燃料－冷却材

相互作用 

水素燃焼 溶融炉心・コンク

リート相互作用 

分類 
評価指標 

物理現象 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉圧力 原子炉格納容器圧

力 

酸素濃度 コンクリート侵食

量 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器 

(18) 冷却材流量変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(19) 冷却材放出（臨界流・差圧流） Ｌ Ｍ Ｌ Ｌ Ｌ 

(20) 沸騰・凝縮・ボイド率変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(21) 気液分離・対向流 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(22) 気液熱非平衡 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(23) 圧力損失 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(24) 構造材との熱伝達 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(25) ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む） Ｍ Ｉ Ｉ Ｍ Ｈ 

(26) ほう酸水の拡散 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(27) 三次元効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 
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表 2.3-2 有効性評価の物理現象のランク (格納容器破損防止) (3/5) 

 評価事象 格納容器破損防止 

格納容器過圧・過

温破損 

高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱 

溶融燃料－冷却材

相互作用 

水素燃焼 溶融炉心・コンク

リート相互作用 

分類 
評価指標 

物理現象 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉圧力 原子炉格納容器圧

力 

酸素濃度 コンクリート侵食

量 

原
子
炉
格
納
容
器 

(28) 冷却材放出 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(29) 格納容器各領域間の流動 Ｈ Ｌ Ｈ Ｈ Ｌ 

(30) サプレッション・プール冷却 Ｈ Ｉ Ｉ Ｈ Ｉ 

(31) 気液界面の熱伝達 Ｍ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(32) 構造材との熱伝達及び内部熱伝導 Ｍ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(33) スプレイ冷却 Ｈ Ｉ Ｉ Ｈ Ｉ 

(34) 
放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス

発生 

Ｍ Ｌ Ｌ Ｈ Ｌ 

(35) 格納容器ベント Ｈ Ｉ Ｉ Ｈ Ｉ 
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表 2.3-2 有効性評価の物理現象のランク (格納容器破損防止) (4/5) 

 評価事象 格納容器破損防止 

格納容器過圧・過

温破損 

高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱 

溶融燃料－冷却材

相互作用 

水素燃焼 溶融炉心・コンク

リート相互作用 

分類 
評価指標 

物理現象 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉圧力 原子炉格納容器圧

力 

酸素濃度 コンクリート侵食

量 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

（
炉
心
損
傷
後
） 

原
子
炉
圧
力
容
器 

(36) リロケーション Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(37) 原子炉圧力容器内ＦＣＩ(溶融炉心細粒化) Ｌ Ｍ Ｌ Ｉ Ｌ 

(38) 原子炉圧力容器内ＦＣＩ(デブリ粒子熱伝達) Ｌ Ｍ Ｌ Ｉ Ｌ 

(39) 溶融炉心の再臨界 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(40) 構造材との熱伝達 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(41) 下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達 Ｍ Ｈ Ｌ Ｉ Ｈ 

(42) 原子炉圧力容器破損 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(43) 
放射線水分解等による水素ガス・酸素ガ

ス発生 

Ｍ Ｌ Ｌ Ｈ Ｌ 

(44) 原子炉圧力容器内ＦＰ挙動 Ｍ Ｉ Ｉ Ｍ Ｍ 
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表 2.3-2 有効性評価の物理現象のランク (格納容器破損防止) (5/5) 

 評価事象 格納容器破損防止 

格納容器過圧・過

温破損 

高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱 

溶融燃料－冷却材

相互作用 

水素燃焼 溶融炉心・コンク

リート相互作用 

分類 
評価指標 

物理現象 

原子炉格納容器圧

力及び温度 

原子炉圧力 原子炉格納容器圧

力 

酸素濃度 コンクリート侵食

量 

（
炉
心
損
傷
後
） 

原
子
炉
格
納
容
器 

(45) 原子炉圧力容器破損後の高圧溶融炉心放出 － － － － － 

(46) 格納容器雰囲気直接加熱 － － － － － 

(47) 格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり Ｌ Ｉ Ｉ Ｉ Ｈ 

(48) 内部構造物の溶融，破損 Ｉ Ｉ Ｌ Ｉ Ｌ 

(49) 原子炉圧力容器外ＦＣＩ(溶融炉心細粒化) Ｍ Ｉ Ｈ Ｉ Ｈ 

(50) 原子炉圧力容器外ＦＣＩ(デブリ粒子熱伝達) Ｍ Ｉ Ｈ Ｉ Ｈ 

(51) 格納容器直接接触 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(52) 溶融炉心と格納容器下部プール水との伝熱 Ｍ Ｉ Ｉ Ｉ Ｈ 

(53) 溶融炉心とコンクリートの伝熱 Ｍ Ｉ Ｉ Ｉ Ｈ 

(54) ｺﾝｸﾘｰﾄ分解及び非凝縮性ｶﾞｽ発生 Ｍ Ｉ Ｉ Ｍ Ｈ 

(55) 溶融炉心の再臨界 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(56) 原子炉格納容器内ＦＰ挙動 Ｍ Ｉ Ｉ Ｍ Ｌ 

「－」：現象の発生防止を評価しており，現象モデルとしては考慮していないため，ランクの分類の対象としない。 
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3. 解析モデルについて 

3.1 コード概要 

ＭＡＡＰ（Modular Accident Analysis Program）コードは，米国産業界が実施し

たＩＤＣＯＲ（Industry Degraded Core Rulemaking）プログラムにおいて，1980

年代の初めに米国ＦＡＩ社（Fauske & Associates, LLC.）によって開発されたコー

ドであり，プログラムの完了に伴い，所有権が米国ＥＰＲＩ（Electric Power Research 

Institute）に移管され，ＥＰＲＩを中心としたＭＵＧ（MAAP User's Group）のも

とで保守及び改良が進められている。ＭＡＡＰコードは，軽水炉のシビアアクシデ

ント時の原子炉圧力容器，原子炉格納容器及び原子炉建屋内の熱水力／核分裂生成

物（ＦＰ）の放出・移行挙動を同時に一貫して解析できることに特徴があり，ＰＲ

Ａやシビアアクシデントマネジメントの策定等において，米国を始め，世界的に広

く利用されている。 

ＭＡＡＰは，シビアアクシデントの事象進展の各段階を網羅し，炉心，原子炉圧

力容器，原子炉格納容器内で起こると考えられる重要な事故時の物理現象をモデル

化するとともに，工学的安全施設や炉心損傷防止対策あるいは格納容器破損防止対

策で想定する各種の機器についてのモデルを備えている。また，ＦＰに関する物理

現象をモデル化しており，事故時に炉心溶融に伴って原子炉圧力容器や原子炉格納

容器内に放出されるＦＰの挙動についても取り扱うことが可能である。このように，

広範囲の物理現象を取り扱うことが可能な総合解析コードであり，シビアアクシデ

ントで想定される種々の事故シーケンスについて，起因事象から安定した状態，あ

るいは過圧・過温により格納容器健全性が失われる状態まで計算が可能であること

が特徴である。 
また，ＭＡＡＰのＢＷＲプラント用解析モデルは，原子炉型式及び格納容器型式

の違いを考慮してプラントタイプごとに適用可能なように開発されたものであり，

プラント設計や運転状態に基づいて設定される入力条件及びそれらに基づく過渡計

算中のプロセスの値の変動範囲を考慮したものである。 
ＭＡＡＰの熱水力モデルでは，質量・エネルギ保存則を解く一方，運動量方程式

を準静的な取扱いとしているが，系内の質量・エネルギの収支を適切に取り扱って

おり，長期的な原子炉及び原子炉格納容器の応答の評価に対し，適用性を有する。 
なお，事故シーケンスの解析においては，溶融炉心とコンクリートの相互作用の

ようなシビアアクシデント特有の現象等，現時点でも研究段階のものがあり，実機

規模での現象が必ずしも解明しきれていない現象も含まれている。 
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3.2 重要現象に対する解析モデル 

2 章において，重要現象に分類された物理現象（表 2.3-1 及び表 2.3-2 における各

事故シーケンスグループ等に対して，1つでも「Ｈ」又は「Ｍ」に分類された物理

現象）について，その物理現象を評価するために必要となる解析モデルを表 3.2-1

に示す。 
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表 3.2-1 重要現象に対する解析モデル (1/2) 

分類 重要現象 解析モデル 

炉心（核） 崩壊熱 
炉心モデル（原子炉出力及び崩壊熱）(3.3.2(2)) 

核分裂生成物（ＦＰ）挙動モデル（ＦＰの移動に伴う崩壊熱分配モデル）

(3.3.7(3)) 

炉心（燃料） 

燃料棒内温度変化 
炉心モデル（炉心熱水力モデル）(3.3.2(3)) 

溶融炉心の挙動モデル（炉心ヒートアップ）(3.3.6(1)) 

燃料棒表面熱伝達 
燃料被覆管酸化 
燃料被覆管変形 

炉心（熱流動） 
沸騰・ボイド率変化 

炉心モデル（炉心水位計算モデル）(3.3.2(4)) 
気液分離（水位変化）・対向流 

原子炉圧力容器 
（逃がし安全弁含む） 

冷却材放出（臨界流・差圧流） 原子炉圧力容器モデル（破断流モデル）(3.3.3(3)) 

ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む） 
安全系モデル（非常用炉心冷却系）(3.3.5(1)) 

安全系モデル（代替注水設備）(3.3.5(4)) 

原子炉格納容器 

格納容器各領域間の流動 格納容器モデル（原子炉格納容器の熱水力モデル）(3.3.4(2)) 

サプレッション・プール冷却 安全系モデル（非常用炉心冷却系）(3.3.5(1)) 

気液界面の熱伝達 
格納容器モデル（原子炉格納容器の熱水力モデル）(3.3.4(2)) 

構造材との熱伝達及び内部熱伝導 

スプレイ冷却 
安全系モデル（格納容器スプレイ）(3.3.5(2)) 

安全系モデル（代替注水設備）(3.3.5(4)) 

放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス

発生 
格納容器モデル（水素ガス発生）(3.3.4(3)) 

格納容器ベント 格納容器モデル（原子炉格納容器の熱水力モデル）(3.3.4(2)) 
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表 3.2-1 重要現象に対する解析モデル (2/2) 

分類 重要現象 解析モデル 

原子炉圧力容器 

（炉心損傷後）

（逃がし安全弁含む） 

リロケーション 溶融炉心の挙動モデル（リロケーション）(3.3.6(2)) 

原子炉圧力容器内ＦＣＩ(溶融炉心細粒化) 

溶融炉心の挙動モデル（下部プレナムでの溶融炉心の挙動）(3.3.6(3)) 

原子炉圧力容器内ＦＣＩ(デブリ粒子熱伝

達) 

構造材との熱伝達 

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達 

原子炉圧力容器破損 溶融炉心の挙動モデル（原子炉圧力容器破損モデル）(3.3.6(4)) 

放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス

発生 
格納容器モデル（水素ガス発生）(3.3.4(3)) 

原子炉圧力容器内ＦＰ挙動 核分裂生成物（ＦＰ）挙動モデル(3.3.7) 

原子炉格納容器 

（炉心損傷後） 

格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり 

溶融炉心の挙動モデル（格納容器下部での溶融炉心の挙動）(3.3.6(5)) 

原子炉圧力容器外ＦＣＩ(溶融炉心細粒化) 

原子炉圧力容器外ＦＣＩ(デブリ粒子熱伝

達) 

溶融炉心と格納容器下部プール水との伝熱 

溶融炉心とコンクリートの伝熱 

コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生 

原子炉格納容器内ＦＰ挙動 核分裂生成物（ＦＰ）挙動モデル(3.3.7) 
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3.3 解析モデル 

3.3.1 熱水力挙動に関する基礎方程式 

ＭＡＡＰの炉心，原子炉圧力容器，格納容器モデルは，ノードとジャンクション

により構成されており，各ノードにおいて，水，水蒸気，非凝縮性ガスの質量とエ

ネルギから状態方程式により圧力及び温度を計算し，ジャンクションにおいては流

量を計算する。運動量バランスは準定常として扱われ，代数方程式で表されるため，

運動量に関する微分方程式はない。 

質量とエネルギの変化率は，各ノード（領域）における物質ごとの質量及びエネ

ルギバランスより求められる。図 3.3-1 に概念図を示す。領域 iにおける物質 j の

質量変化率 jiM )( は， 

jj
joutjinji WWM )()()(  

(3.3.1-1) 

により求める。ここで，質量変化率 jinW )( は物質 j の対象領域 iへの流入量， joutW )(
は物質 j の領域 iからの流出量である。 

領域 iのエネルギ変化率 ̇ は，各物質の入出熱の合計であり， 

̇ = ( ℎ ) − ( ℎ ) ± 相変化

割合
× 潜熱

± 化学

反応熱
− 機器・壁への

熱伝達
± 物質間

熱伝達
+ 崩壊熱  

(3.3.1-2) 

により求める。 jinh )( は対象領域 iの上流側領域の物質 j の比エンタルピ， jih )( は

対象領域 iの物質 j の比エンタルピである。上式の化学反応熱とは，ジルコニウム

の酸化反応熱等である。崩壊熱については，ＦＰの気体中での浮遊，水中での沈着，

ヒートシンクへの沈着，溶融炉心での沈着等の状態も含み，各ノードでの熱源とし

て取り扱う。 

領域間はジャンクションで結合されるが，ジャンクション j の流量 は運動量の

定常のバランス式から評価される。 

ＭＡＡＰコードは，事故直後の原子炉圧力容器から原子炉格納容器へのブローダ

ウン過程については，そのダイナミックな挙動の模擬には不確かさが大きいものの，

冷却材流出を臨界流モデルで評価し，原子炉圧力容器や原子炉格納容器内の質量・

エネルギ保存則を適切に考慮しており，冷却材流出に伴う炉心ヒートアップや原子

炉格納容器内熱水力挙動を模擬できる。また，冷却材の流出が減少し，原子炉格納

相変化による 

質量変化 

化学反応による 

質量変化 



 

5-44 

容器内の流動が緩やかになり，崩壊熱による静的な加圧・加熱が支配的となった以

降は，諸現象を適切にモデル化しているため，長期間の格納容器圧力・温度応答評

価に適用性を有する。 

 

3.3.2 炉心モデル 

炉心モデルは，あらゆる事故フェーズにおける熱水力的な挙動，原子炉内構造物

の応答を考慮したモデルである。以下，炉心モデルに関して述べる。 

 

(1) ノード分割 

炉心モデルは，径方向及び高さ方向にノード分割した，Ｒ－Ｚの 2次元モデルで

ある。ノード分割の例を図 3.3-2に示す。ノードごとに燃料，燃料被覆管，制御棒，

ウォータロッド，チャンネルボックス，冷却材を模擬し，それぞれの間の熱伝達，

冷却材の減少と回復，水素ガス発生，自然対流，燃料被覆管の変形・膨れ，溶融プ

ールの形成といった重要なプロセスについて計算している。 

入力条件としては，燃料（ＦＰ組成含む），燃料被覆管，制御棒，ウォータロッド，

チャンネルボックスの質量や形状，流体の流路として炉心の流路面積及び炉心バイ

パス領域の流路面積を与え，これらに基づき熱水力挙動，原子炉内構造物応答を計

算する。なお，ＦＰ組成については，元素ごとに質量を入力値で与える。 

ノードの分割数は，入力値により与え，例えば，径方向に         ，高さ方向に

としている。径方向は輻射熱伝達により温度勾配が小さく，分割数の影

響は小さいが，軸方向の分割数は高さ方向の温度勾配がジルコニウム－水反応の速

度や炉心溶融挙動に影響するため 10以上としている。なお，径方法の分割は任意で

あるが，各ノードの体積割合はノードに含まれる燃料集合体数を考慮して設定し，

解析の安定性のため，各分割要素の差があまり大きくならないように設定している。 

 

(2) 原子炉出力及び崩壊熱 

初期の原子炉出力分布は入力値として与える。Ｒ－Ｚ体系にノード分割された炉

心に対して，個々のプラントの燃料特性を反映させた径方向・軸方向の炉心出力分

布を入力値として与える。その炉心出力分布は各ノードの崩壊熱割合（熱出力割合）

として表現され，炉心全出力が各ノードの崩壊熱割合に応じて分配される。炉心の

溶融により炉心内の物質が移動しても，移動した質量に応じて崩壊熱割合も移動す

るため炉心溶融後の発熱分布を評価することができる。 

事象初期から原子炉スクラムに至るまでの期間，原子炉出力は初期出力を維持し，

原子炉がスクラムすると出力は崩壊熱レベルまで低下するとしている。この出力変

化の模擬については，ＭＡＡＰが適用される事故シーケンスでは原子炉出力及び出

力分布の時間変化が顕著ではない，又は早期に原子炉スクラムに至るため，評価結

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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表 3.3-1 ＭＡＡＰコードのモデル一覧 (2/5) 

項目 計算モデル 
原子炉格納

容器モデル 

熱水力モデ

ル（流動） 

・ノード及び物質ごとに以下を適用 

－ 質量保存則 

－ エネルギ保存則 

－ 流量は圧損，静水頭バランス及び圧力差により計算 

・原子炉圧力容器破断口からの水と蒸気の放出，放出され 

た水のフラッシングを考慮 

・気液界面の水のフラッシング，蒸気の凝縮を考慮 

熱水力モデ

ル（伝熱） 

・格納容器ヒートシンクとして，格納容器壁及び床，金属 

機器を考慮 

・水と格納容器ヒートシンク：強制対流熱伝達及び自然対 

流熱伝達 

・水蒸気と格納容器ヒートシンク：強制対流熱伝達，自然

対流熱伝達，凝縮熱伝達及び輻射熱伝達 

水素ガス発

生 

水素ガス発生源として以下を考慮： 

・炉心ヒートアップ及び溶融炉心のジルコニウム－水反応 

（Baker-Just 相関式（高温時）及び Cathcart 

相関式（低温）） 

・溶融炉心とコンクリートの相互作用 

格納容器破

損モデル 

・格納容器内圧力と限界圧力あるいは格納容器温度と 

限界温度との比較等により格納容器の破損を判定 

安全系モデ

ル 

 

非常用炉心

冷却系 
・注入特性を入力し，原子炉圧力に応じて注入流量を計算 

格納容器ス

プレイ 

・注入特性を入力し格納容器圧力に応じて注入流量を計算 

・スプレイ水による凝縮熱伝達により気相部冷却を計算 

逃がし安全

弁 

・設計値に基づいて流量を計算 
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表 3.3-1 ＭＡＡＰコードのモデル一覧 (3/5) 

項目 計算モデル 
溶融炉心の

挙動モデル 

 

ヒートアッ

プ 

（炉心モデル（熱水力モデル（伝熱））に記載） 

リロケーシ

ョン 

・軸方向及び径方向に質量及びエネルギの移動を考慮 

・炉心ノード内の状態として，「燃料が自立した状態」，「燃 

料が崩壊した状態」，「流路が減少した状態」，「流路が閉 

塞した状態」及び「溶融プール状態」を考慮 

・軸方向のリロケーションは燃料の溶融状態に応じて定常 

を仮定した液膜流あるいは管内流の速度で移動 

・径方向のリロケーションは下部ノードが閉塞し，隣接ノ 

ードに空隙があり，かつ溶融物の液面に差がある場合に 

適用され，水頭差と流動抵抗がバランスした速度で流動 

・流路減少の進展，流路閉塞及び溶融プールの各状態にお 

いて蒸気及びガスの流路の閉塞を模擬 

・クラストのクリープ破損を考慮 

下部プレナ

ムでの溶融

炉心の挙動 

・下部プレナムからの溶融炉心の落下速度は，デブリジェ

ットの密度，冷却材の密度，差圧，重力加速度により計

算 

・デブリジェットと水のエントレインを計算 

・エントレイン量：Ricou-Spalding モデル 

・水との熱伝達：膜沸騰及び輻射熱伝達 

・成層化したデブリベッドを模擬 

・上部の水による熱除去は Henry-Epstein-Fauske 相関式 

・デブリベッドに浸入した水による熱除去は，水の浸入を 

考慮した CHF 相関式 

・下部ヘッドと溶融炉心のギャップでの沸騰水による熱除 

去については，門出らの相関式 

原子炉圧力

容器破損 

・制御棒駆動機構ハウジング溶接部等の貫通部の破損とし 

て，せん断応力あるいはひずみがしきい値を超える場合 

に破損を判定 

・原子炉圧力容器下部ヘッドの破損として，Larson-Miller 

パラメータ手法によるクリープ破損を考慮 

・破損後，溶融炉心からの加熱による破損口拡大を模擬 
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表 3.3-1 ＭＡＡＰコードのモデル一覧 (4/5) 

項目 計算モデル 
溶融炉心の

挙動モデル 

（つづき） 

原子炉圧力

容器破損後

の高圧溶融

炉心放出 

・高圧溶融物放出の防止が評価目的であり，高圧溶融物放 

出及びそれに引き続き発生する格納容器雰囲気直接加熱 

についてはモデル上考慮しない 

格納容器雰

囲気直接加

熱 

・高圧溶融物放出の防止が評価目的であり，高圧溶融物放 

出及びそれに引き続き発生する格納容器雰囲気直接加熱 

についてはモデル上考慮しない 

格納容器下

部での溶融

炉心の挙動

（落下及び

溶融プール） 

・デブリジェットと水のエントレインを計算 

エントレイン量：Ricou-Spalding モデル 

水との熱伝達：膜沸騰及び輻射熱伝達 

・格納容器下部床上に落下した溶融炉心（連続体及び粒子

状）の質量とエネルギは溶融プールに加算され瞬時に均

質化すると仮定 

・格納容器下部床全面に均一に広がると仮定 

・溶融プールは厚さ均一の平板を仮定，内部温度は１点で 

模擬 

・上部・下部・側部クラストを考慮し，下方及び側方への 

侵食を考慮 

・クラスト内の温度分布は崩壊熱を考慮して２次式で近似 

・侵食したコンクリートと炉心溶融物との混合割合から液 

化・固化温度を評価 

・炉心材及びコンクリートの化学組成の化学平衡計算に基 

づき非凝縮性ガス（水素，一酸化炭素，二酸化炭素）の 

発生を評価 

原子炉格納

容器下部で

の溶融炉心

の挙動（溶融

プールの伝

熱） 

・上部クラストから上部水プールへは Kutateladze の熱伝 

達相関式を考慮 

・内部の溶融物から下部・側部クラストへは対流熱伝達を

考慮 
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表 3.3-1 ＭＡＡＰコードのモデル一覧 (5/5) 

項目 計算モデル 
溶融炉心の

挙動モデル 

（つづき） 

原子炉格納

容器下部で

の溶融炉心

の挙動（コン

クリート侵

食） 

・コンクリート温度は，深さ方向に準定常の 1次元の熱伝

導方程式により温度分布を持つと仮定 

・コンクリート温度がコンクリート溶融温度を超えると侵

食開始。その際，コンクリート溶融潜熱及び化学反応熱

の発生を考慮 

・コンクリートから放出されるガス（水蒸気及び二酸化炭

素）は直ちに溶融プールに侵入すると仮定し，溶融プー

ル中の金属との酸化反応を考慮 

・コンクリートのスラグも溶融プールに侵入し，ウラン・

ジルコニウム等と混合すると仮定 

ＦＰ挙動モ

デル 

ＦＰ放出 ・ＦＰは炉心温度に対する放出速度の相違に基づき 12グル

ープに分類し，各ＦＰグループの質量保存を考慮 

・溶融炉心・コンクリート相互作用に伴うＦＰ放出を模擬 

遷移・輸送 ・原子炉圧力容器及び格納容器内のＦＰ形態は各グループ

に対し，ガス状，エアロゾル状，沈着を考慮（希ガスは

ガス状のみ）。また，水中及び溶融炉心内のＦＰを考慮 

・気相及び液相中のＦＰの輸送は，熱水力計算から求めら

れる体積流量からＦＰ輸送量を計算 

・ＦＰがガスとエアロゾルの場合は，気体の流れに乗って

移動 

・溶融炉心内に残存するＦＰは溶融炉心とともに移動 

・水中のＦＰは区画間の水の流れとともに移動 

・格納容器及び原子炉圧力容器内での気体，エアロゾル及

び構造表面上（沈着）の状態間の遷移を模擬 

・エアロゾルの沈着は，重力沈降，拡散泳動，熱泳動，慣

性衝突，ＦＰガス凝縮，ＦＰガス再蒸発を模擬。沈着し

たエアロゾルの再浮遊は考慮していない 

崩壊熱 ・崩壊熱は各位置のＦＰ量に応じて分配され，各エネルギ

保存式に考慮 

・ＦＰ崩壊による発生エネルギは崩壊熱データで考慮 
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表 3.3-2 ＭＡＡＰコードのＦＰの核種グループ 

グループ 代表核種 説明 

1 希ガス 希ガス（Xe，Kr） 

2 CsI CsI 及び RbI。よう素は全てアルカリＦＰと結合すると仮定。
また，セシウムがほとんどであるため，CsI の物性を用いる。 

3 TeO2 酸化テルル（TeO2）。炉心内に放出されたテルルは直接 TeO2と
なると仮定。原子炉圧力容器外で放出されたテルルは元素状態
にあると仮定するが，蒸気や酸素ガスが存在する場合には酸化
されて TeO2になるものと仮定。 

4 SrO ストロンチウムは主として原子炉圧力容器外から元素状態で
放出されるが，原子炉格納容器内で酸化されて SrO になるもの
と仮定。原子炉圧力容器内放出についても，酸化されて SrO に
なると仮定。 

5 MoO2 二酸化モリブデン（MoO2）。モリブデンが主にコンクリート接
触時に放出されると考えられるためである。 

6 CsOH CsOH 及び RbOH を表す。これは，よう素と結合した後に放出さ
れる Cs と Rb を表す。 

7 BaO 酸化バリウム（BaO）を表す。Baは化学的周期性から，Srと同
じような挙動を示す。 

8 La2O3 La を表す。La類の全三二酸化物の化学的挙動は同様であるの
で一つのグループとする。これらは不揮発性であるが，原子炉
圧力容器内放出が許容されている。主として一酸化物の状態で
原子炉圧力容器外に放出されるが，原子炉格納容器内で更に酸
化する。 

9 CeO2 Ce の挙動は Laと同様であるが，化学量及びガス分圧が異なる
ため，違うグループとしている。 

10 Sb アンチモンは元素の形態のまま原子炉圧力容器内及び原子炉
圧力容器外へ放出される。 

11 Te2 原子炉圧力容器外に放出されたTeのうち酸化しないものはTe2
のままとする。 

12 UO2 ウラン及び超ウラン元素は特性が異なるため他のＦＰとは区
別してグループ化する。これらは原子炉圧力容器外のみに放出
され，原子炉格納容器内で二酸化物になるものと仮定。 
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図 3.3-1 各ノード（領域）における物質ごとの質量及びエネルギバランス 

  

 
領域 i  

 物質 j  

質量: ( )  
エネルギ: ( )  

他の物質 

流入：( ) , (ℎ )  流出：( ) , (ℎ )  

熱伝達 
相変化 
化学反応 

機器・壁 

熱伝達 

崩壊熱 

入熱  
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図 3.3-2 ＭＡＡＰノード分割例（炉心モデル） 

  

シュラウド 

径方向 

炉心支持板 

下部タイプレート 

上部タイプレート 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

高
さ

方
向
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図 3.3-3 炉心水位モデル 

  

水蒸気 及び 水素ガス 

水位 

燃料棒 

溶融炉心 

二相水位 

下部プレナム 

ZrO2 

Zr 

燃料ペレット 

チャンネルボックス 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

シ
ュ

ラ
ウ
ド
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図 3.3-4 ＭＡＡＰ原子炉圧力容器モデルの概要（ＢＷＲ５の例） 

  

スタンドパイプ
と気水分離器

上部プレナム

下部プレナム

ＳＬＣ流

下部ダウンカマ

ＬＰＣＩ

ＨＰＣＳ
ＬＰＣＳ

上部ダウンカマ

炉心

ジェット
ポンプ

再循環
ループ

再循環ポンプ

ＦＷ，ＲＣＩＣ
代替注水系

ＲＣＩＣ
タービンへ

蒸気ドーム

Ｓ／Ｒ弁

主蒸気

ＣＲＤ流

ＣＲＤ 制御棒駆動装置
ＦＷ 給水系
ＬＰＣＩ 低圧注入系
ＬＰＣＳ 低圧炉心スプレイ
ＨＰＣＳ 高圧炉心スプレイ
ＲＣＩＣ 原子炉隔離冷却系
ＳＬＣ ほう酸水注入系
Ｓ／Ｒ弁 逃がし安全弁

スタンドパイプ 
／セパレータ 

制御棒駆動機構 
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図 3.3-5 ＭＡＡＰ原子炉圧力容器ノード分割図 

  

SRV 

蒸気 
ﾄﾞｰﾑ 

ｽﾀﾝﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ 
/ｾﾊﾟﾚｰﾀ 

上部 
ﾀﾞｳﾝｶﾏ 

上部 
ﾌﾟﾚﾅﾑ 

炉心 

下部ﾌﾟﾚﾅﾑ 

下部 
ﾀﾞｳﾝｶﾏ 

再循環 
ﾙｰﾌﾟ 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

記号 

気体流路番号 

ﾋｰﾄｼﾝｸ表面番号 

ﾋｰﾄｼﾝｸ 

気体流路 

ﾋｰﾄｼﾝｸ－ﾉｰﾄﾞ 

間での熱伝達 
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図 3.3-6 ＭＡＡＰノード分割図（格納容器モデル：Mark-I 改の例） 

 

 

図 3.3-7 ジャンクションの接続関係 

Reactor Well

Pedestal
D/WD/W

Torus Room

R/B

W/Wベント

RPV
破損時の流路

V/B

                            ノード１ 
   

      ジャンクション   

  

 

 
                               ノード２ 
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図 3.3-8 炉心ヒートアップ・燃料溶融の模式図 
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炉心溶融開始直後の状態。炉心溶融は炉心径方向中心

から開始し，シュラウド側（径方向外側）の溶融は炉

心中央に比べて進展が遅い。 
 

   

 
 
代替注水系による損傷炉心冷却後の状態。損傷炉心の

冷却が行われているため，溶融プール状態のノードの

周囲に流路が閉塞した状態のノードが形成され，シュ

ラウド側（径方向外側）においても冷却されている。 
 

 
 
原子炉圧力容器破損後の状態。炉心支持板より上部に

燃料は存在せず，空洞となっている。 
 

 
図 3.3-9 炉心溶融進展における損傷炉心の形状の変化（例） 
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図 3.3-10 下部プレナムでの溶融炉心の概念 

 
 

 
 
図 3.3-11 格納容器下部への溶融炉心の落下の例（格納容器モデル：Mark-I 改の例） 

 
 

冷却水 

金属層 

クラスト 

ヒートシンク 

溶融プール 

粒子ベッド 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

① 炉心からのリロケーション

により下部プレナムに移

行。冷却水との接触によ

り，エントレイン及び冷却

水の蒸発 

② 制御棒駆動機構ハウジン

グ溶接部の破損により，格

納容器下部への落下を開

始。破損口はアブレーショ

ンにより拡大 

③ 格納容器下部プール水と

の接触によりエントレイン 

④ 溶融炉心は格納容器下部

へ落下 

① 

② 

③ 

④ 
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図 3.3-12 原子炉格納容器下部における溶融炉心の挙動の概念 

 
 
 

 
 

図 3.3-13 溶融炉心の伝熱の概念 

 
 

溶融プール

クラスト

コンクリート

プール温度

プール融点

(放物分布)

境界温度

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 



 

5-84 

 

混合割合 
 
 

図 3.3-14 溶融プールの相変化の概念 

 
FP 輸送パス： 

１． 蒸気－エアロゾル（蒸発／凝縮） 

２． 蒸気－ドライ壁（蒸発／凝縮） 

３． エアロゾル－水（拡散泳動，重力沈降，熱泳動） 

４． エアロゾル－ドライ水平壁（重力沈降，熱泳動） 

５． エアロゾル－ドライ垂直壁（慣性衝突，熱泳動） 

６． 水－水没水平壁（溶解／沈着） 

 
 

図 3.3-15 格納容器内 FP 遷移モデル  

液体 

二相 

固体 
100％ 

ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗｸﾞ 
100％ 

UOx，ZrOx 

温 

度 

液化温度 TL 

固化温度 TS 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

水没壁 
水没水平壁 

ドライ水平壁 

ドライ 
垂直壁 

エアロ 
ゾル 蒸気 

ドライ 
垂直壁 

水 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 
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3.4 ノード分割 

実機解析に用いるノード分割の考え方を表 3.4-1 に示す。 

炉心モデルは，Ｒ－Ｚの 2次元モデルであり，各ノードの体積割合は燃料集合体

単位で設定している。径方向は輻射熱伝達により温度勾配が小さく分割数の影響は

小さいが，解析の安定性のため，各分割要素で断面積（体積）の差があまり大きく

ならないよう考慮している。軸方向の分割数は高さ方向の温度勾配がジルコニウム

－水反応の速度や炉心溶融挙動に影響するため 10以上としている。 

原子炉圧力容器のノードは，蒸気ドーム，スタンドパイプ／セパレータ，上部プ

レナム，ダウンカマ，下部プレナム等の原子炉圧力容器の構成要素ごとに分割され

た，コードプリセットの分割を用いている。 

原子炉格納容器は，壁等の物理区画を模擬したノードと吹き抜けや扉等の開口部

を模擬したジャンクションを組み合わせてモデル化し，同じ特徴を有する空間を集

約することを基本にして設定している。 

ノード分割の考え方は，ＢＷＲプラントに共通して適用するものである。 
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表 3.4-1 ＭＡＡＰコードのノード分割の考え方 

項目 ノード分割の考え方 

炉心 径方向及び高さ方向にノード分割した，Ｒ－Ｚの 2次元モデルである。径方

向は輻射熱伝達により温度勾配が小さく分割数の影響は小さいが，軸方向の

分割数は高さ方向の温度勾配がジルコニウム－水反応の速度や炉心溶融挙

動に影響するため 10 以上が推奨される。径方法の分割は任意であるが，各

ノードの体積割合は燃料集合体単位で設定し，解析の安定性のため，各分割

要素で断面積（体積）の差があまり大きくならないように設定することが推

奨されている。 

原子炉圧力

容器 

蒸気ドーム，スタンドパイプ／セパレータ，上部プレナム，ダウンカマ，下

部プレナム等の原子炉圧力容器の構成要素ごとにノード分割される（コード

のプリセット）。このノード分割は，国内外の典型的なＢＷＲプラントの原

子炉圧力容器を模擬したもので，コード内に設定されたプリセットのものと

なっており，各炉型に対して適用性を有する。 

原子炉格納

容器 

壁等の物理区画を模擬したノードと吹き抜けや扉等の開口部を模擬したジ

ャンクションを組み合わせ，標準的には，格納容器内部を格納容器下部（下

部ドライウェル，ペデスタル），ドライウェル，ベント管，ウェットウェル

に分割する。 

このノード分割は，同じ特徴を有する空間を集約することを基本として，壁

や床によって囲われた領域をノード（区画）として設定し，同じ特徴を有す

る空間では物理パラメータも同等となるため，緩やか又は長期的な応答を模

擬することができ，各ノード間の接続条件を適切に与えることによって，格

納容器の型式によらず適用性を有する。 
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3.5 入出力 

ＭＡＡＰコードへの入力情報は，別紙１に示すとおりである。 

主要な入出力は，図 3.5-1 に示すとおりであり，入力は， 

① 燃料質量，被覆管質量等 

② 核分裂生成物質量等 

③ 原子炉圧力容器圧力・温度，格納容器圧力・温度等の初期条件 

④ 原子炉圧力容器内の形状等 

⑤ 工学的安全設備，格納容器スプレイの特性等 

⑥ 原子炉格納容器内の区画形状，原子炉格納容器内の区画間の形状等 

⑦ 原子炉格納容器内のヒートシンクの材質・形状等 

⑧ 起因事象，緩和設備等の情報等 

を与え，これらに基づきプラント全体の過渡解析を実施し，以下の出力を得る。 

① 原子炉圧力容器圧力 

② 原子炉圧力容器水位 

③ 格納容器内圧力 

④ 格納容器温度 

⑤ 格納容器内水素濃度 

⑥ 格納容器内水量 

⑦ コンクリート侵食深さ等 

なお，上に示した入力情報のうち，核分裂生成物質量については核種生成崩壊計

算コードにより求められたデータを初期値として用いる。この値は，炉心内蔵量を

保守的に与えるため，1サイクル 13 ヶ月(395 日)に余裕をみて 1サイクル 1万時間

(416 日)の燃焼期間を仮定し，平衡炉心の燃料装荷体数の割合に基づいた条件で評

価されたものである。 

これらの入力作成の流れを図 3.5-2 に示す。 
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図 3.5-1 ＭＡＡＰの入出力 

  

 
ＭＡＡＰコード 

(シビアアクシデント時の 
プラント挙動解析) 

主要な入力 
 燃料質量，被覆管質量

等 
 核分裂生成物質量等 
 原子炉圧力容器圧力・

温度，格納容器圧力・

温度等の初期条件 
 原子炉圧力容器内の形

状等 
 工学的安全設備，格納

容器スプレイの特性等 
 原子炉格納容器内の区

画形状，原子炉格納容

器内の区画間の形状等 
 原子炉格納容器内のヒ

ートシンクの材質・形

状等 
 起因事象，緩和設備等

の情報等 

主要な出力 
 原子炉圧力容器圧力 
 原子炉圧力容器水位 
 格納容器内圧力 
 格納容器温度 
 格納容器内水素濃度 
 格納容器内水量 
 コンクリート侵食深

さ等 
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図 3.5-2 前処理コードによるＭＡＡＰ入力作成の流れ 

 

核種生成崩壊計算コード 
（ＯＲＩＧＥＮ） 

（ＦＰデータ） 
核分裂生成物質量 

 
ＭＡＡＰ 

原子炉圧力容器圧力 
原子炉圧力容器水位 
格納容器内圧力 
格納容器温度 
格納容器内水素濃度 
格納容器内水量 
コンクリート侵食深さ等 

（燃料質量，被覆管質量等） 
（原子炉圧力容器圧力・温度， 
格納容器圧力・温度等の初期条件） 

（原子炉圧力容器内の形状等） 
（工学的安全設備， 
格納容器スプレイの特性等） 

（原子炉格納容器内の区画形状， 
原子炉格納容器内の区画間の形状

等） 
（原子炉格納容器内のヒートシンク

の材質・形状等） 
（起因事象，緩和設備等の情報等） 
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4. 妥当性確認 

4.1 妥当性確認方法 

2.3 において分類した重要現象の妥当性確認方法を以下に記載する。各重要現象の

妥当性確認においては，事故解析あるいは実験解析によって確認することを基本と

するが，機器や設備の性能に基づいて物理現象の特性を与えているため，妥当性確

認が不要となるものがある。 

 
2 章では「原子炉圧力容器破損後の高圧溶融炉心放出」及び「格納容器雰囲気直接

加熱」を重要現象として抽出していないものの，その発生を防止するという観点か

らは，事象進展に影響する各モデルの不確かさに基づいた総合的な判断が必要なこ

とから，添付１において不確かさの分析及び感度解析による影響評価をまとめる。 

また，「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（ＦＣＩ）」及び「溶融炉

心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）」については，国内外において現象の解明や

評価に関する多くの活動が行われてきているが，現在においても研究段階にあり，

不確かさが大きい現象であると言えることから，添付２及び添付３において，知見

の整理，不確かさの分析及び感度解析による影響評価をまとめる。 

 
4.1.1 崩壊熱［炉心（核）］ 

重要現象に分類された物理現象のうち崩壊熱は，信頼性の高いモデルと現実的な

条件を用いて評価された最確値をもとに，事象発生後の原子炉出力変化として計算

される。このため，ＭＡＡＰコードにおける崩壊熱の妥当性確認は不要であると考

えられる。 

 

4.1.2 沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流［炉心（熱流動）］ 

炉心の「沸騰・ボイド率変化」及び「気液分離（水位変化）・対向流」については，

原子炉圧力容器内水位に関係する現象である。ＭＡＡＰコードの炉心水位（二相水

位）は，3.3.2(4)で述べたモデルによって計算される。上部プレナム領域について

も同様にドリフトフラックスモデルによるボイド率から二相水位が計算され，炉心

水位と併せて原子炉圧力容器内水位として計算される。 

炉心損傷防止対策の事故シーケンスにおいては，対象とする原子炉水位といった

原子炉圧力容器内挙動はＳＡＦＥＲコードによって評価されており，ＭＡＡＰコー

ドは原子炉格納容器内挙動の評価のみに用いられているが，格納容器破損防止対策

の事故シーケンスにおいては，ＭＡＡＰコードによって，原子炉圧力容器内挙動を

含めた全体挙動を評価している。原子炉水位は炉心冷却状態及び炉心溶融進展への

影響が考えられるため，原子炉水位についてＳＡＦＥＲコードと比較を行い，不確

かさを確認する（4.3.1 参照）。 
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4.1.3 冷却材放出（臨界流・差圧流）［原子炉圧力容器］ 

原子炉圧力容器と原子炉格納容器との間の流れとなる，ＬＯＣＡ破断口からの臨

界流による流量については，3.3.3(3)で述べたとおり，保守的なモデルを用いてい

る。逃がし安全弁からの流量については，3.3.5(3)で述べたとおり，設計値に基づ

いて流量が計算される。差圧流については一般的なモデルが用いられていることか

ら解析モデルとしての不確かさは小さく，ＭＡＡＰコードにおける「冷却材放出（臨

界流・差圧流）」の妥当性確認は不要であると考えられる。 

 
4.1.4 格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達，

格納容器ベント［原子炉格納容器］ 

「格納容器各領域間の流動」，「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」，「気液界面の

熱伝達」は，HDR実験に対するベンチマーク解析により妥当性の確認を行う。あわせ

て，「格納容器各領域間の流動」，「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」は，CSTF実験

に対するベンチマーク解析によって妥当性の確認を行う。「格納容器ベント」に関し

ては，3.3.4(2)で述べたとおり，「格納容器各領域間の流動」と同様の計算方法が用

いられており，「格納容器各領域間の流動」の妥当性の確認に含まれる。なお，「構

造材との熱伝達及び内部熱伝導」に関しては，直接的なデータが得られていないた

め，格納容器圧力や温度の過渡挙動を模擬した実験との比較から，所定の入熱があ

った場合の構造材への熱伝達及び内部熱伝導による放熱計算に関する考察を行うも

のとする（4.2.3及び4.2.4参照）。 

 
4.1.5 ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）［原子炉圧力容器］，スプレイ冷却，

サプレッション・プール冷却［原子炉格納容器］ 

ＥＣＣＳ及びスプレイ注入特性は，設計値に基づいて，作動圧力及びポンプの圧

力－流量特性を入力値として与えている。スプレイによる格納容器気相部の冷却に

関しては，液滴径を入力し，液滴と気相部の界面熱伝達により気相部が冷却される

モデルが採用されている。液滴は質量に対して伝熱面積が大きいことより，スプレ

イされた水は気相部温度と等しくなって液相に落下する。スプレイの水滴温度が比

較的短時間に周囲の雰囲気温度と平衡状態となることは良く知られているところで

あり，伝熱モデルの不確かさによる結果への影響はないと考えられる。よって，「Ｅ

ＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）」，「スプレイ冷却」の妥当性確認は不

要であると考えられる。「サプレッション・プール冷却」においても，設計値に基

づいて，ポンプ流量及び除熱量を入力値として与えており，妥当性確認は不要であ

ると考えられる。 
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4.1.6 燃料被覆管酸化［炉心（燃料）］，放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生

［原子炉格納容器］［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量は，ＴＭＩ事故に対するベ

ンチマーク解析により妥当性の確認を行う。水の放射線分解による水素ガス及び酸

素ガスの発生量は，コード内にモデルを備えていないため，崩壊熱を用いた評価と

しており，妥当性確認は不要である。 

 

4.1.7 炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃

料被覆管変形［炉心（燃料）］），リロケーション，構造材との熱伝達及び下部プ

レナムでの溶融炉心の熱伝達［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

ＭＡＡＰコードの炉心ヒートアップモデルについては，ＴＭＩ事故に対するベン

チマーク解析及び CORA 実験に対するベンチマーク解析により，構造材との熱伝達及

び下部プレナムでの溶融炉心伝熱モデルについては，ＴＭＩ事故に対するベンチマ

ーク解析により妥当性の確認を行う。 

ＴＭＩ事故では炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料

被覆管酸化，燃料被覆管変形），構造材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉心の

熱伝達を直接示す測定値はないものの，それらの挙動が間接的に影響する１次系及

び２次系の挙動や，事故後の調査研究で各時刻の溶融進展状況が推定されており，

それら調査結果との比較により本モデルの妥当性が確認できると考えられる（4.2.1

参照）。 

ＴＭＩ事故は原子炉圧力容器破損前に事象終息していること，炉心溶融時の実機

の挙動に関しては，現段階では十分な知見が得られていない状況であり，不確かさ

が大きいと考えられることから，感度解析による影響の把握を行う（4.3.2，4.3.3，

4.3.5 参照）。 

 

4.1.8 原子炉圧力容器破損［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

原子炉圧力容器破損挙動を溶融炉心挙動と併せて実験した例はないため，実験解

析により直接的に妥当性評価を行うことはできない。以下のように，ＭＡＡＰコー

ドの原子炉圧力容器破損モデルはＴＭＩ事故の知見に基づき開発されており，妥当

性確認は不要と考えられる。 

ＴＭＩ事故では，溶融炉心が下部プレナムへ落下したものの，原子炉圧力容器と

溶融炉心のギャップに水が浸入することで原子炉圧力容器壁を冷却できたと推定さ

れている。ＭＡＡＰではＴＭＩ事故の調査研究や溶融炉心から原子炉圧力容器壁へ

の伝熱挙動を模擬した実験に基づいて，原子炉圧力容器壁への伝熱挙動をモデル化

している。また，原子炉圧力容器の破損形態として，原子炉圧力容器のクリープ破

損, 制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損等が考慮されている。原子炉圧力容器
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破損モデルは，工学分野でクリープ破損評価に広く使用されるLarson-Millerパラメ

ータ手法に基づくものであり，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損は単純な熱

伝導問題であり，これらモデルにはある程度の妥当性があるものと推測される。し

かしながら，現象自体が持つ不確かさもあることを踏まえ，不確かさの整理を行う

とともに，感度解析による影響の確認を行う。（4.3.6参照） 
 

4.1.9 原子炉圧力容器内ＦＰ挙動［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］，原子炉格納容器内

ＦＰ挙動［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

炉心からのＦＰ放出モデルについては，これまでに実験や検討がなされてきてお

り，ＭＡＡＰではその知見に基づくＦＰ放出モデルが採用されている。燃料から原

子炉圧力容器及び原子炉圧力容器から原子炉格納容器へ放出されるＦＰ挙動につい

てPHEBUS-FP実験のベンチマーク解析によって妥当性を確認する（4.2.7参照）。また，

格納容器内に放出されたエアロゾル挙動についてABCOVE実験のベンチマークによっ

て妥当性を確認する（4.2.8参照）。 

 

4.1.10 原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［原子炉圧力容

器(炉心損傷後)］ 

溶融炉心の細粒化及び粒子状デブリから水への熱伝達については，溶融物の粘性

や冷却材条件に違いはあるものの，幅広く個別効果試験が実施されてきた。それら

の知見をもとにＭＡＡＰのモデルは構成されているので，妥当性確認は不要と考え

られる。また，原子炉圧力容器内ＦＣＩにより生じる圧力スパイクについては，専

門家間では原子炉冷却材圧力バウンダリや格納容器の破損に対する脅威とはならな

いと考えられている。 

ただし，高圧溶融物放出を防止する観点から，原子炉圧力容器内ＦＣＩによる原

子炉圧力上昇は原子炉圧力容器破損とあいまって，有効性の確認に影響するものと

考えられることから，原子炉圧力容器内ＦＣＩに関する現象について，知見の整理，

不確かさの分析及び感度解析による影響評価を添付２にまとめており，概要を4.3.4

に示す。 

 

4.1.11 原子炉圧力容器外ＦＣＩ（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［原子炉格納容

器(炉心損傷後)］ 

原子炉圧力容器外ＦＣＩに関する現象について，知見の整理，不確かさの分析及

び感度解析による影響評価を行ったものを添付２にまとめており，概要を4.3.7に示

す。 
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4.1.12 格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり，溶融炉心と格納容器下部プール水との

伝熱，溶融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生

［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

「格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり」，「溶融炉心と格納容器下部プール水

との伝熱」，「溶融炉心とコンクリートの伝熱」及び「コンクリート分解及び非凝縮

性ガス発生」を含めたＭＣＣＩに関する現象について，知見の整理，不確かさの分

析及び感度解析による影響評価を行ったものを添付３にまとめており，概要を4.3.8

に示す。また，「溶融炉心とコンクリートの伝熱」，「コンクリート分解及び非凝縮性

ガス発生」については，ACE実験及びSURC-4実験に対するベンチマーク解析によって

も妥当性の確認を行う（4.2.5及び4.2.6参照）。 

 



 

 
 

5
-
9
5 

表 4.1-1 重要現象に対する妥当性確認方法 (1/2) 

物理 

現象 
重要現象 

妥当性確認方法 

TMI 

事故 

CORA 

実験 

HDR 

実験 

CSTF 

実験 

ACE 

実験 

SURC-4 

実験 

PHEBUS 

-FP 実験 

ABCOVE 

実験 
感度解析 その他＊ 

炉心(核) 崩壊熱 － － － － － － － － － 4.1.1 

炉心 

(燃料) 

燃料棒内温度変化 

図 4.2-1 
図 4.2-2 
図 4.2-4 

図 4.2-9 
～ 

図4.2-16 

－ － － － － － 

4.3.2 

－ 

燃料棒表面熱伝達 － － － － － － － 

燃料被覆管変形 － － － － － － － 

燃料被覆管酸化 － － － － － － － 

炉心 

(熱流動) 

沸騰・ボイド率変化 － － － － － － － － 
4.3.1 

－ 

気液分離（水位変化）・対向流 － － － － － － － － － 
原子炉 

圧力 

容器 

冷却材放出（臨界流・差圧流） － － － － － － － － － 4.1.3 

ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む） － － － － － － － － － 4.1.5 

原子炉 

格納 

容器 

格納容器各領域間の流動 － － 
図4.2-19 
図4.2-26 
図4.2-27 

図 4.2-31 
図 4.2-32 
図 4.2-33 

－ － － － － － 

構造材との熱伝達及び内部熱伝導 － － － － － － － － 

気液界面の熱伝達 － － － － － － － － － 

スプレイ冷却 － － － － － － － － － 4.1.5 

放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス

発生 
－ 

－ － － － － － － － 
4.1.6 

格納容器ベント － － － － － － － － － 4.1.4 

サプレッション・プール冷却 － － － － － － － － － 4.1.5 

＊ 4.1 で示した理由により妥当性確認が不要と考えられる現象  
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表 4.1-1 重要現象に対する妥当性確認方法 (2/2) 

物理 

現象 
重要現象 

妥当性確認方法 

TMI 

事故 

CORA 

実験 

HDR 

実験 

CSTF 

実験 

ACE 

実験 

SURC-4 

実験 

PHEBUS 

-FP 実験 

ABCOVE 

実験 
感度解析 その他＊ 

原子炉 

圧力 

容器 

(炉心 

損傷後) 

リロケーション 図 4.2-2 
図 4.2-4 

－ － － － － － － 
4.3.3 

－ 
構造材との熱伝達 － － － － － － － － 
原子炉圧力容器内 FCI(溶融炉心細粒化) － － － － － － － － 

4.3.4 
－ 

原子炉圧力容器内 FCI(デブリ粒子熱伝達) － － － － － － － － － 

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達 図 4.2-3 － － － － － － － 4.3.5 － 
原子炉圧力容器破損 － － － － － － － － 4.3.6 － 
放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス

発生 
図 4.2-1 

－ － － － － － － － 
4.1.6 

原子炉圧力容器内 FP 挙動 － － － － － － 図 4.2-53 
図 4.2-54 

－ － － 

原子炉 

格納 

容器 

(炉心 

損傷後) 

原子炉格納容器内 FP 挙動 － － － － － － 図 4.2-58 － － 
原子炉圧力容器外 FCI(溶融炉心細粒化) － － － － － － － － 

4.3.7 
－ 

原子炉圧力容器外 FCI(デブリ粒子熱伝達) － － － － － － － － － 
格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり － － － － － － － － 

4.3.8 

－ 
溶融炉心と格納容器下部ﾌﾟｰﾙ水との伝熱 － － － － － － － － － 
溶融炉心とｺﾝｸﾘｰﾄの伝熱 － － － － 図 4.2-36 

図 4.2-37 
図 4.2-38 

図 4.2-40 
－ － － 

ｺﾝｸﾘｰﾄ分解及び非凝縮性ｶﾞｽ発生 － － － － － － － 
＊ 4.1 で示した理由により妥当性確認が不要と考えられる現象 



5-97 

4.2 妥当性確認（事故解析及び実験解析） 

4.2.1 ＴＭＩ事故解析 

(1) 事故の概要 

ＴＭＩ事故は，大きく４つのフェーズに分けることができる[10]。フェーズ１は，

事故発生から全ての１次冷却材ポンプが停止するまでの過程であり，事故発生 0～

100 分後に相当する。フェーズ２は，全ての１次冷却材ポンプが停止し，その後最初

の１次冷却材ポンプ 2Bが起動するまでの過程であり，事故発生 100～174 分後に相

当する。このフェーズでは，１次冷却材のボイルオフによって，炉心露出，ヒート

アップ，さらには炉心損傷が生じた。フェーズ３は，１次冷却材ポンプ 2Bの起動か

ら，高圧注入系が作動するまでの過程であり，事故発生 174～200 分後に相当する。

１次冷却材ポンプ 2B の起動によって炉心は一時的に冷却されるが，その後ヒートア

ップ及び炉心損傷は継続したと考えられる。フェーズ４は，高圧注入系が作動した

事故発生 200 分後以降であり，炉心が再冠水するとともに溶融炉心が下部プレナム

に落下することで冷却可能形状に至ったと考えられる。 

 
(2) 解析条件 

解析では，ＴＭＩ－２のプラント形状，システム挙動及び初期状態を入力として

与える。ノード分割については，炉心をＲ－Ｚ系の２次元でモデル化し，径方向に

は４分割，軸方向には 16分割する。１次系及び蒸気発生器は，貫流型蒸気発生器の

冷却ループを模擬したコード内蔵のノード分割が採用されている。 

境界条件としては，２次系のデータとして蒸気発生器水位，高圧注入系からの注

入流量に加え，運転員の操作に関する入力として加圧器逃がし弁及び主蒸気隔離弁

の開閉操作並びに１次冷却材ポンプの運転の時刻を与える。 

 
(3) 解析結果 

水素ガス発生量の解析結果を図 4.2-1 に示す。ＭＡＡＰによる解析では，水素ガ

ス発生が事故発生約 145 分後に開始し，事故発生約 185 分後まで急激に増加する。

その後，水素ガス発生は事故発生約 230 分後まで継続し，この間に発生する水素ガ

ス量は合計で約 510kg（約 1,125lb）である。 

事故発生約 220 分後における炉心状態の解析結果を図 4.2-2 に示す。炉心の外周

部は下から８番目のノードにおいて固体クラストが形成され，この６分後（事故初

期から 226 分後）に固体クラストが破損し，溶融炉心が下部プレナムへ流出する。

解析では下部プレナムに流出した溶融炉心は約 25,000kg である。 

原子炉容器壁温の解析結果を図 4.2-3 に示す。溶融炉心が下部プレナムに流入す

ると，最初は堆積した溶融炉心により原子炉容器壁が加熱される。一時的に約

1,200℃（約 2,200°F）まで急上昇し，その熱により原子炉容器壁がクリープ変形
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することで溶融炉心と原子炉容器壁との間にギャップが生じ成長する。その結果，

ギャップに水が浸入し壁面が冷却される。  

 

(4) 重要現象に関する不確かさの評価 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい

てＭＡＡＰの不確かさを評価する。 

 
(a） 燃料被覆管酸化，放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生 

ＴＭＩ事故の分析では，約139分で水素ガスの発生が開始し，ジルコニウム－水

反応による水素ガス発生率が約175分の時点で最大となった。約203分で炉心が冠

水した以降は再露出することはないが，クラスト内部の溶融炉心領域の温度は上

昇しており，約224分で溶融炉心が下部プレナムに移行するまで水素ガスが発生し

たと分析されている。全水素ガス発生量は499～544kg（1,100～1,200lb）であっ

たと分析されている。ＴＭＩ事故の分析とＭＡＡＰコード解析の水素ガス挙動の

比較を表4.2-1に示す。 

このように，ＭＡＡＰによる解析で得られた水素ガス発生期間及び水素ガス発生

量は，ともにＴＭＩ事故の分析結果と良く一致している。したがって，ＭＡＡＰ

は放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生及び燃料被覆管酸化に関して適

切なモデルを有していると判断できる。なお，酸素ガス生成については，ＭＡＡ

Ｐによる解析において直接的に考慮されないが，格納容器の水素ガス及び酸素濃

度を評価するに当たっては，ＭＡＡＰによる事象進展解析に加えて，原子炉格納

容器の初期酸素濃度，水の放射線分解によって発生する酸素ガスを適切に考慮し

ている。 

 
(b） 燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管変形，リロケーション，構

造材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達 

ＴＭＩ事故の分析より得られた事故発生約220分後の炉心状態を図4.2-4に示す。

図4.2-2に示したＭＡＡＰによる解析結果と比較すると，軸方向位置に若干の相違

はあるものの，炉心上部の空隙，デブリベッド，クラスト，溶融プール及び非破

損領域の状態は良く一致している。 

ＴＭＩ事故で観察された下部プレナムへ流出した溶融炉心は，約19,000kgであり，

ＭＡＡＰによる解析結果と比較すると，ＭＡＡＰの解析結果（約25,000kg）はや

や多めの評価となっているが同等である。 

また，原子炉容器壁温について考察すると，TMI-2 vessel inspection project[11]

の分析では，炉心出口温度の急上昇による警報発信及び中性子源領域中性子検出

器の指示値の急上昇から，事故発生約224分後に溶融炉心の下部プレナムへの流入
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が開始し，ＥＣＣＳによる注入水等で約20分以内に冷却されたとされている。図

4.2-3に示したＭＡＡＰによる原子炉容器壁温の解析結果は，事故発生約224分後

で急上昇し，事故発生約240分後に低下することから，ＴＭＩ事故の分析結果と一

致している。また，原子炉容器壁温の最大値は，ステンレス鋼の融点（約1,350℃）

より低い約1,200℃であり，原子炉容器に損傷がなかったという事実と整合してい

る。 

このように，ＭＡＡＰによる解析で得られた炉心状態及び原子炉容器壁温は，Ｔ

ＭＩ事故の分析結果との比較から，妥当であると考えられる。したがって，ＭＡ

ＡＰは炉心ヒートアップに関連する燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料

被覆管変形，リロケーション，構造材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉心

の熱伝達に関して，適切なモデルを有していると判断できる。 
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表 4.2-1 水素ガス挙動の比較 

水素ガス挙動の比較項目 ＴＭＩ事故の分析 ＭＡＡＰコード解析 

水素ガス発生開始時刻 139 分 145 分 

水素ガス発生期間 139～224※分 145～230 分 

全水素ガス発生量 
1,100～1,200lb. 

499～544kg 

1,125lb. 

510kg 

※ 推定時間。224 分まで溶融固化領域は温度上昇しているため。 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-1 ＴＭＩ事故の解析結果（水素ガス発生量） 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-2 ＴＭＩ事故の解析結果（事故発生約 220 分後の炉心状態） 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-3 ＴＭＩ事故の解析結果（原子炉容器壁温） 
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図 4.2-4 ＴＭＩ事故の炉心溶融状況の分析結果（事故発生約 220 分後）[12] 
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4.2.2 CORA 実験解析 

(1) 実験の概要 

CORA 実験[13]は，シビアアクシデント条件下での燃料集合体の損傷・溶融進展を把

握するために，国際的な協力の枠組みの中で，独カールスルーエ研究センター(KIT，

旧 FZK)にて実施された。 

図 4.2-5 に CORA 実験装置の概要を示す。CORA 実験では，軽水炉の燃料バンドルを

模擬し，燃料をヒーターによって電気加熱し，水蒸気とアルゴンガスの混合物を注

入することによって，燃料の溶融進展挙動を模擬することができる。CORA-16，

CORA-17 及び CORA-18 では，ＢＷＲの燃料集合体を模擬した試験が行われており，

バンドルの材質と主要な形状は表 4.2-2 に示すとおりである。CORA-16 実験は，燃

料，燃料被覆管，制御棒（B4C）及びチャンネルボックスを配置し，ＢＷＲの炉心を

模擬している。CORA-17 実験は，CORA-16 実験をベースケースとしてクエンチさせた

ケース，CORA-18 実験は，バンドルサイズを大きくしたケースである。 

 
(2) 解析条件 

CORA実験装置に対応するベンチマーク解析のノ-ド分割を図4.2-6に示す。炉心は，

燃料，燃料被覆管，チャンネルボックス，制御棒及び流体(アルゴン，水蒸気及び水

素)によって構成される。炉心は２つの径方向リングに分割され，各々のリングは軸

方向に分割され，下から下部非燃料域，10 ノードの燃料有効部及び２ノードの上部

非燃料域となっている。ノード間においては，軸方向の熱伝導，対流，リロケーシ

ョン及び輻射が考慮され，最外周のリングでは，シュラウドへの輻射が考慮される。

燃料バンドルの底部からアルゴンと水蒸気の混合ガスを注入し，燃料バンドルがヒ

ートアップによって，燃料棒が急速に酸化し 2,100K から 2,300K になるまで，燃料

棒ヒーターへの出力を直線的に増加させる。 

 
(3) 解析結果 

CORA 実験のケース CORA-16，CORA-17 及び CORA-18 に対するベンチマーク解析の結

果を以下に述べる。 

 

CORA-16 実験 

CORA-16 実験のバンドルの配置を図 4.2-7 に示す。この実験は制御棒中の B4C とス

テンレス及び制御棒のステンレスとチャンネルボックスの Zr の反応を確認する目

的で実施された。バンドル中には 12 本の加熱燃料棒及び６本の非加熱燃料棒，ステ

ンレス中の B4C 及び燃料棒を取り囲むチャネルボックスで構成される。 

図 4.2-9，図 4.2-10，図 4.2-11 及び図 4.2-12 に燃料被覆管の温度変化，チャン

ネルボックスの温度変化及び制御棒の温度変化をそれぞれ示す。 
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燃料被覆管の温度は，約 1,800K における Zr の酸化によって 1,100 秒付近におい

て急上昇する。加熱が停止されるまでの間，測定値に比べて，800K 程度高い解析結

果となっているが，測定温度が低くなっている理由として，短い予熱時間や測定誤

差による可能性が考えられる。加熱燃料棒，非加熱燃料棒ともに同様の傾向を示し

ている。 

近接する制御棒と反応しているチャンネルボックスの温度の比較は，おおむね一

致している。制御棒の温度は，1,100 秒付近において溶融し，リロケーションする

まで，解析結果は高い値を示しているが，これは，比較的低温な上部プレナム構造

物への輻射熱伝達と，のぞき窓を介した対流熱伝達が模擬されていないためである

と考えられる。 

 

CORA-17 実験 

CORA-17 実験は，CORA-16 の実験条件と同様であるが，損傷炉心のクエンチの効果

を確認する目的で実施された。実験開始後，2,000 秒から 2,125 秒まで，燃料棒を

クエンチタンク内で水没させている。 

図 4.2-13 に燃料被覆管の温度変化を示す。解析結果では，Zr の酸化反応によって

温度は急上昇している。解析結果のピークは高温の U-Zr-O 共晶物が上方のノードか

らリロケーションしてきたことによる。1,500 秒から 1,800 秒において，解析結果

は測定結果よりも高い温度を示しているが，この期間においては，上のノードから

のリロケーションしてきた溶融物が熱電対に接触し，測定値に影響が出ているもの

と考えられる。なお，解析結果では，Zrは溶融し，バンドル底部にリロケーション

しており，クエンチに付随した酸化による発熱は予測されていない。 

 

CORA-18 実験 

CORA-18 実験のバンドルの配置を図 4.2-8 に示す。バンドル中には 48 本の燃料棒

が配置されており，この実験は炉心溶融の進展過程におけるバンドルサイズの影響

を確認する目的で実施された。 

図 4.2-14，図 4.2-15 及び図 4.2-16 に燃料被覆管の温度変化，チャンネルボック

スの温度変化及び制御棒の温度変化をそれぞれ示すが，全体的な温度挙動は，実験

期間全体において測定値とよく一致している。なお，実験ではバンドルの加熱割合

や冷却材の流量といった境界条件に違いがあったものの，バンドルサイズの影響は

直接的には確認できなかった。 

 
(4) 重要現象に関する不確かさの評価 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい

てＭＡＡＰの不確かさを評価する。 
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燃料被覆管，制御棒及びチャンネルボックスの温度変化については，図 4.2-9，図

4.2-10，図 4.2-11，図 4.2-12，図 4.2-13，図 4.2-14，図 4.2-15 及び図 4.2-16 に

示すとおり，CORA-16 及び CORA-17 実験において，Zr の急激な酸化の開始から加熱

を停止するまでの間，温度を高く評価しているものの，実機の体系により近い

CORA-18 実験においては，測定データと良く一致する解析結果が得られている。 

このように，ＭＡＡＰによる解析で得られた燃料被覆管の温度変化，チャンネル

ボックスの温度変化及び制御棒の温度変化は，CORA 実験における測定データとの比

較から妥当であると考えられる。したがって，ＭＡＡＰは燃料棒内温度変化，燃料

棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び燃料被覆管変形に関して，適切なモデルを有し

ていると判断できる。 
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表 4.2-2 試験バンドルの材質と主要な形状 

 
出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

単位 バンドルデータ 

燃料 UO2質量 

ヒーター質量 

炉心 Zr 質量 

保温材 ZrO2質量 

制御棒 B4C 質量 

制御棒ステンレス質量 

非燃料域 Zr 質量 

非燃料域ステンレス質量 

シュラウド Zr 質量 

バンドル流路面積 

チャンネル 1燃料棒数 

チャンネル 2燃料棒数 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-5 CORA 実験装置概要 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-6 CORA 実験ベンチマーク解析 ＭＡＡＰノード分割 

ｸﾞﾘｯﾄﾞ ｴﾚﾍﾞｰｼｮﾝ 
(mm)   (mm) 

炉心ﾉｰﾄﾞ      ｼｭﾗｳﾄﾞ 冷却材

径方向 リロケーション 
径方向 輻射 

軸方向 熱伝導/対流/ 
リロケーション 

燃料 
被覆管 

チャンネルボックス 
制御棒 

 
拡大図  

炉心ﾉｰﾄﾞ 2-11 & 15-24 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-7 CORA-16 実験 試験バンドル形状 

 

  
出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-8 CORA-18 実験 試験バンドル形状 

チャンネルボックス 

シュラウド 

のぞき窓
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断熱材 燃料棒
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シュラウド 
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チャンネルボックス

制御棒

非加熱燃料棒

加熱燃料棒

B4C 制御材 

B4C 制御材
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-9 CORA-16 実験 燃料被覆管温度変化 (加熱燃料棒：エレベーション 550mm) 

 

 
出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-10 CORA-16 実験 燃料被覆管温度変化 (非加熱燃料棒：エレベーション 550mm) 
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格納容器の圧力上昇速度は，図 4.2-20 に示すようなエネルギ配分に依存する。表

4.2-3 には最初の水蒸気注入が終了した時点（試験開始 41,400 秒後）におけるエネ

ルギ配分の主な内訳を示すが，圧力上昇に寄与する雰囲気への配分は，注入された

水蒸気が保有するエネルギのわずか約７%であり，残りの大部分はヒートシンクに吸

収される。したがって，圧力上昇を計算する上で，ヒートシンクへの熱伝達の観点

から温度成層の予測性が重要となる。 

図 4.2-21，図 4.2-22 及び図 4.2-23 に，それぞれ 10m 位置，階段横及び０m位置

における雰囲気温度の解析結果を測定データと比較して示す。図 4.2-21，図 4.2-22

及び図 4.2-23 より，測定データでは，10m より低い位置においては最初の水蒸気注

入の影響はほぼ認められないが，ＭＡＡＰでは 10m 位置における水蒸気注入の影響

を大きく評価している。図 4.2-23 より，０m位置においては，二度目の水蒸気注入

までは雰囲気温度の上昇は見られない。図 4.2-22 における 16.5m 位置においては，

解析結果が測定データを下回っており，測定データに比べて水蒸気注入の影響が及

ぶ範囲をやや小さく評価しているものの，全体としては温度成層の様子を良く再現

できている。図 4.2-24 及び図 4.2-25 に，それぞれドーム部及び蒸気発生器室の雰

囲気温度の解析結果を測定データと比較して示す。ドーム部の雰囲気温度はやや高

めに評価されており，測定データは水蒸気の飽和を示唆しているのに対し，解析結

果は水蒸気の過熱を予測している。これは，ＭＡＡＰにおいて雰囲気からヒートシ

ンクへの伝熱が過小に評価されている可能性を示唆している。蒸気発生器室につい

ては，解析結果は総じて測定データを良く再現できている。 

これらの解析結果より，温度上昇を大きめに予測する原因として，系内のヒート

シンクを正確に模擬できていないことが考えられる。ヒートシンクの不確かさとし

てコンクリートの物性が考えられるが，図 4.2-19 に示すとおり，コンクリートの熱

伝導率を２倍にした解析結果は，測定データと良い一致を示している。 

図 4.2-26 及び図 4.2-27 には，それぞれドーム部上部及びドーム部下部の水素・

ヘリウム混合ガス濃度の解析結果を示す。二度目の水蒸気注入の期間では，空気を

多く含むガスが格納容器下方から上方に向かい流れるが，ドーム部上部の混合ガス

濃度は高い状態を維持する。その後，外部スプレイが開始されると，ドーム部上部

において水蒸気の凝縮が顕著になり，ドーム部下部から空気を多く含むガスが流入

する。同時に，スプレイ冷却によってドーム部上部のガス密度が増加し，下方の区

画との間で循環が生じる。このため，約 65,000 秒で変化の傾向が反転し，上部ドー

ムの混合ガス濃度は低下を，ドーム部下部の混合ガス濃度は上昇を開始する。ＭＡ

ＡＰによる解析結果は，これら一連の変化挙動を良く再現できている。 

 
(4) 重要現象に関する不確かさの評価 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい
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てＭＡＡＰの不確かさを評価する。 

HDR 実験（E11.2 実験）では，格納容器内に水蒸気及び非凝縮ガスを注入し，外部

スプレイを実施している。このため格納容器内のガスの移流挙動，外部スプレイに

よる効果を含めたヒートシンク面の凝縮熱伝達挙動等の効果が現れる実験である。 

格納容器圧力及び温度については，図 4.2-19，図 4.2-21，図 4.2-22，図 4.2-23，

図 4.2-24 及び図 4.2-25 に示すとおり，雰囲気からヒートシンクへの伝熱が過小に

評価されている可能性が示唆されており，それに起因して格納容器温度を十数℃程

度高めに，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向が確認されたが，縦長格納

容器形状や水蒸気注入位置といった実験体系に起因するものと考えられ，主要な傾

向は再現できている。 

また，図 4.2-26 及び図 4.2-27 に示したドーム部上部及びドーム部下部の水素・

ヘリウム混合ガス濃度については，水蒸気及び混合ガス注入過程における混合ガス

濃度の変化挙動，外部スプレイ冷却後における循環流による混合挙動等，測定デー

タと良く一致する解析結果が得られている。 

このように，ＭＡＡＰによる解析で得られた格納容器圧力及び温度並びに格納容

器内のガス濃度変化は，HDR 実験における測定データとの比較から妥当であると考

えられる。したがって，ＭＡＡＰは格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導，及び気液界面の熱伝達に関して，適切なモデルを有していると判断で

きる。 
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表 4.2-3 HDR 実験解析における主なエネルギ配分の内訳 

コンクリート壁 50.0% 

金属製設備 6.0% 

冷却コイル 15.0% 

シェルからの漏えい 12.9% 

凝縮液 8.3% 

雰囲気 7.3% 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-17 HDR の概略図 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-18 HDR 実験解析におけるノード分割 
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図 4.2-19 HDR 実験の解析結果（格納容器圧力）[15] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-20 HDR 実験の解析結果（エネルギ配分）  
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-21 HDR 実験の解析結果（10m 位置の雰囲気温度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-22 HDR 実験の解析結果（階段横の雰囲気温度）  
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-23 HDR 実験の解析結果（0m 位置の雰囲気温度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-24 HDR 実験の解析結果（ドーム部の雰囲気温度） 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-25 HDR 実験の解析結果（蒸気発生器室の雰囲気温度）  
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-26 HDR 実験の解析結果（ドーム部上部混合ガス濃度） 

 

    
 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-27 HDR 実験の解析結果（ドーム部下部混合ガス濃度） 
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4.2.4 CSTF 実験解析 

(1) 実験の概要 

CSTF 実験[16]は，米国 Hanford Engineering Developing Laboratory においてアイス

コンデンサ型格納容器を模擬した Containment Systems Test Facility（CSTF）実験装

置を用いて，原子力発電所におけるシビアアクシデント時の水素制御に関する研究を行

ったものである。この実験では，水素混合挙動や水素ポケット又は水素リッチな混合ガ

スの成層化の可能性を調査している。CSTF 実験では，小破断ＬＯＣＡ時の破断口及び

破損した加圧器逃がしタンクのラプチャ・ディスク経由の冷却材放出を想定して，水素

と水蒸気又はヘリウムと水蒸気の混合ガス放出を模擬している。窒素雰囲気において水

素ガスが用いられた１つの実験を除いて水素ガスの代わりにヘリウムガスが用いられ

た。 

CSTF 実験装置の概要を図 4.2-28 及び図 4.2-29 に示す。高さ約 20.4m，外径約 7.6m，

体積は約 850m3，160℃において 0.52MPa の設計圧力の圧力容器であり，CSTF 容器は下

部と上部に分かれ，アイスコンデンサ下部扉と再循環ファンを模擬している。また，異

なった事故シナリオにおける水素ガスの蓄積の可能性を調査するために，強制対流があ

る場合とない場合の実験が実施された。 

 

(2) 解析条件 

ベンチマ-ク解析に用いたＭＡＡＰのノ-ド分割を図 4.2-30 に示す。V3 は上部区画全

体を模擬しており，遮蔽壁と燃料取替キャビティより外側の下部区画を V1と V2 に分け

ている。V4 は燃料交換キャビティである。 

ジャンクション J2は，物理的な壁はないが，ノード V1とノード V2 を均等に分割する

流路である。ドアを持った２つの異なるジャンクション J3と J1 をノード V1 と V3 の

間，ノード V2と V3 の間にそれぞれ配置することによってアイスコンデンサ下部扉を模

擬する。ジャンクション J4 及び J7は，それぞれノード V4とノード V2，V1 間の漏えい

パスを模擬している。ジャンクション J5 及び J6は，それぞれノード V3とノード V1，

V2 間の強制対流のための再循環ファンの流路を模擬している。また，各区画における

ヒートシンクは，構造材の厚さ，伝熱面積，構造物ごとの物性値を考慮している。 

表 4.2-4 に実験ケ-スの一覧を示す。HM-P1～P4 は自然対流及び強制対流における混合

挙動を確認するための予備実験である。HM-1～5は小破断ＬＯＣＡによる水蒸気と水素

ガスの放出を模擬し，HM-6～7は，加圧器逃がしタンクのラプチャ・ディスク破損によ

る水蒸気と水素ガスの放出を模擬している。HM-1～2 は再循環ファンの作動なしを想定

しており，HM-3～7は再循環ファンの作動ありを想定している。ベンチマ-ク解析とし

て，再循環ファンの作動のない HM-1，HM-2 及び窒素雰囲気に水素ガスを注入した HM-5

の解析を示す。 

 

(3) 解析結果 

CSTF 実験のケ-ス HM-1，HM-2 及び HM-5 に対するベンチマ-ク解析の結果を以下に述べ
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る。 

 

HM-1 実験 

この実験は，水平方向ジェットノズルによって小破断ＬＯＣＡを模擬しているが，再

循環ファンは考慮していないため，気相の混合に寄与するのは，ジェットノズルからの

注入による強制対流と自然対流のみである。下部区画のガス温度及びヘリウム濃度につ

いて，解析結果と実験デ-タの比較を図 4.2-31 に示す。 

実験開始後の緩やかな温度の低下は，ヒートシンクの影響による。約 14分後に急激な

温度低下があるが，これは，アイスコンデンサ下部扉の開放によって，比較的温度の高

い下部区画と比較的温度の低い上部区画での自然対流によるものと考えられる。混合ガ

スの注入の開始から注入完了までの温度上昇傾向はよく一致している。 

注入完了からの約 10 分間においては，解析結果のほうが急峻な低下を示しているが，

これは解析では下部区画から上部区画への自然循環流量を大きく評価しているためと考

えられる。全体としては，実験開始後の温度低下，アイスコンデンサ下部扉の開放によ

る急激な温度低下，注入開始による温度上昇，注入完了時のピーク温度及び完了後の温

度低下等，解析結果と実験データにおいて一連の挙動は良く一致している。また，下部

区画のヘリウムガス濃度に関しても解析結果は実験データと良い一致を示している。 

 

HM-2 実験 

この実験は，HM-1 実験と同様に，水平方向ジェットノズルによって小破断ＬＯＣＡを

模擬し，再循環ファンは考慮しておらず，気相の混合に寄与するのは，ジェットノズル

からの注入による強制対流と自然対流のみである。HM-1 実験との違いは，ジェットノ

ズルからの注入流量であり，ガス流量及び水蒸気流量ともに約２倍の質量流量となって

いる。下部区画のガス温度及びヘリウム濃度について，解析結果と実験デ-タの比較を

図 4.2-32 に示す。 

HM-1 実験と同様に，混合ガス注入完了後の温度低下は，解析の方が実験より若干急峻

であるものの，実験開始後の温度低下，アイスコンデンサ下部扉の開放による急激な温

度低下，注入開始による温度上昇，注入完了時のピーク温度及び完了後の温度低下等，

解析結果と実験データにおいて一連の挙動は良く一致している。また，下部区画のヘリ

ウムガス濃度に関しても解析結果は実験デ-タと良い一致を示している。 

 

HM-5 実験 

この実験では，水平方向ジェットノズルにより小破断ＬＯＣＡを想定して，実験開始

前に CSTF 容器に空気の代わりに窒素ガスを封入し，水素ガスが注入されている。再循

環ファンが模擬されており，HM-1 や HM-2 と比較して再循環ファンによる強制対流も気

相混合に寄与する。下部区画のガス温度及び下部区画の水素濃度について，解析結果と

実験デ-タの比較を図 4.2-33 に示す。 

HM-1 実験及び HM-2 実験と同様に，実験開始後の温度低下，アイスコンデンサ下部扉
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4.2.5 ACE 実験解析 

(1) 実験の概要 

米国アルゴンヌ国立研究所で実施された ACE 実験[17]では，ＭＣＣＩの大規模な実

験が行われている。この試験の目的は，ＭＣＣＩの熱水力学的及び化学的プロセス

の調査と，計算コードの開発及び妥当性確認に向けたデータベース拡充である。試

験装置の概要を図 4.2-34 に示す。試験装置は，８枚の水冷式パネルを対にして四方

の壁を構成しており，その中にコンクリート床，コンクリート／金属製の内挿物，

コリウムを内蔵している。二つの壁の内面には，25 本のタングステン電極棒集合体

が設置されており，それらはタングステンコイルによりコリウム頂部付近に接続さ

れ，コリウムが溶融して誘導加熱を開始できるまで加熱する。試験装置の大きさは

53.0cm×50.2cm である。また，試験装置は二枚式の蓋で覆われており，蓋を通じて

主ガス管と接続されている。蓋には四つの窓が設置されており，一つはエアロゾル

の収集，ガスのサンプリング及び排出に，残りの三つは光学温度計及びビデオカメ

ラによるコリウムの観察に用いられる。 

UO2を含む全てのコリウム成分は粉末状であり，均一に混合されている。また，コ

リウム及びコンクリート成分は，複数の条件について実験が行われている。表 4.2-5

及び表 4.2-6 に，L2 実験，L6 実験及び L7 実験におけるコリウム及びコンクリート

の成分を示す。実験中，コリウムはタングステン電極で加熱され溶融プールを形成

する。コンクリートの侵食は内部に設置された熱電対により観測される。 

 

(2) 解析条件 

解析では，図 4.2-35 に示すとおり，試験部を一つのノードとしてモデル化してい

る。水冷式パネルで構成される側壁，コンクリート床及び蓋はヒートシンクとして

モデル化し，試験部と外部環境の間にジャンクションを設定している。 

実験ではコリウムを室温から加熱するが，解析ではコンクリートの侵食が開始し

た時間を零と定義し，その時点における各部の温度等を境界条件として与える。コ

リウムの初期温度は，L2 実験で 2,400K，L6 実験及び L7 実験で 2,500K である。ま

た，コンクリート床の初期温度は，コリウムとの界面ではコンクリート融点，底面

では室温としている。 

 

(3) 解析結果 

L2 実験 

L2 実験では，部分的に酸化したＰＷＲ燃料のコリウム溶融物とケイ土系コンクリ

ートとの相互作用が調査されている。電気加熱の出力は平均で約 220kW，水冷式パ

ネルでの熱損失は平均で約 120kW であり，解析ではこれらを境界条件として与えて

いる。溶融プール温度は侵食開始時において約 2,400K であり，その後もその温度を
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維持している。垂直方向へのコンクリート侵食量は2,000秒において約10cmである。

侵食深さとコリウム温度の解析結果を測定データと比較して図 4.2-36 に示すが，い

ずれも良い一致を示している。 

 

L6 実験 

L6 実験では，部分的に酸化したＰＷＲ燃料のコリウム溶融物とケイ土系コンクリ

ートの相互作用を調査している。この実験ではコンクリート製ベースマットの上に

７cmのコンクリート／金属製の内挿物が設置されているが，解析では侵食開始時に

コリウム成分と併せて考慮することで実験を模擬している。電気加熱出力は約

200kW，水冷式パネルでの熱損失は約 125kW である。侵食率は試験開始時には低く，

試験終了時には高い値となり，最終的な侵食深さは約 13cm であった。コリウム温度

と侵食深さの解析結果を測定データと比較して図 4.2-37 に示すが，コリウム温度に

ついては良い一致を示している。侵食率については，侵食開始時において解析結果

が実測データをやや上回っているが，これはコンクリート床への熱損失をわずかに

大きく評価しているためである。 

 

L7 実験 

L7 実験では，部分的に酸化したＢＷＲ燃料のコリウム溶融物（70％の Zr が酸化）

と石灰岩／砂系コンクリートが用いられており，電気加熱出力は約 130kW である。

L6 実験と同様に，コンクリート床上に 5.7cm のコンクリート／金属製内挿物を設置

しており，解析では侵食開始時にコリウム成分と併せて考慮することで実験を模擬

している。実験では，1,500 秒で約 2.5cm の侵食が観測されている。ＢＷＲ燃料の

コリウム溶融物における低い出力密度と，石灰岩／砂系コンクリートが有する高い

分解エンタルピに起因して，侵食深さが小さくなっている。コリウム温度と侵食深

さの解析結果を測定データと比較して図 4.2-38 に示すが，いずれも良い一致を示し

ている。 

 

(4) 重要現象に関する不確かさの評価 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい

てＭＡＡＰの不確かさを評価する。 

ACE 実験では，冷却水の注水がなく，かつコリウム及びコンクリートの配置が既知

である。したがって，冷却水の熱水力的挙動や幾何形状の不確かさを最小化した条

件においてコンクリート侵食挙動を確認することができ，溶融炉心とコンクリート

の伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生の不確かさを評価する上で有効で

ある。 

ＭＡＡＰ解析では，実験で観測されたコンクリート侵食速度を良く再現した結果
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となっており，ＭＡＡＰによる解析で得られたコリウム温度及び侵食速度は，ACE

実験における測定データとの比較から妥当である。また，非凝縮性ガスの発生量に

ついては直接的な測定データとの比較をしていないものの，コンクリート侵食速度

を問題なく予測できていることから一定の妥当性を有していると考えられる。した

がって，ＭＡＡＰは溶融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮

性ガス発生に関して，適切なモデルを有していると判断できる。 
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表 4.2-5 ACE 実験におけるコリウム成分 

成分(kg) L2 L6 L7 

UO2 216 219 188.5 

ZrO2 42.5 18.5 59.4 

Zr 13.4 21.1 17.7 

Zirc-4 
 

1.8 1.1 

Fe2O3 - - - 

NiO - - - 

Cr2O3 - - - 

SS-304 - 9.1 0.6 

CaO 3.0 7.3 11.5 

SiO2 20.9 16.9 12.5 

BaO 0.8 0.79 1.4 

La2O3 0.6 0.6 1.14 

SrO 0.5 0.5 0.96 

CeO2 1.3 1.3 2.32 

MoO2 0.9 0.94 1.7 

SnTe 0.2 - - 

ZrTe2 - 0.2 0.18 

Ru - 0.38 - 

B4C - - 1.0 

Ag - 1.19 - 

In - 0.22 - 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 
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表 4.2-6 ACE 実験におけるコンクリート成分 

成分(kg) L2 L6 L7 

SiO2 69 69 28.3 

CaO 13.5 13.5 26.0 

Al2O3 4 4 3.5 

K2O 1.4 1.4 0.6 

Fe2O3 1 1 1.6 

TiO2 0.8 0.8 0.14 

MgO 0.7 0.7 9.6 

Na2O 0.7 0.7 1.1 

MnO 0.03 0.03 0.05 

BaO 0.02 0.02 0.03 

SrO 0.02 0.02 0.03 

Cr2O3 0.01 0.01 0.009 

H2O+CO2 7.9 7.9 27.5 

コンクリートの種類※ S S L/S 

合計 99.1 99.08 98.459 

※ コンクリートの種類 

S ：ケイ土系 

L/S ：石灰岩・砂系 

 
出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-34 ACE 実験装置の概要 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-35 ACE 実験解析におけるノード分割 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-36 ACE 実験の解析結果（L2 実験） 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-37 ACE 実験の解析結果（L6 実験） 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-38 ACE 実験の解析結果（L7 実験） 
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4.2.6 SURC-4 実験解析 

(1) 実験の概要 

SURC-4 実験[18]は米国サンディア国立研究所で行われたＭＣＣＩ実験であり， 

OECD/NEA の国際標準問題（ISP-24）にも選定されている。 

実験装置の概要を図 4.2-39 に示す。試験装置は，アルミニウム製格納容器とその

内部に設置された円筒状のるつぼから構成される。るつぼの側壁及び蓋は厚さ約

10cm の MgO 製鋳造物であり，るつぼ全体の大きさは直径約 60cm，高さ約 100cm であ

る。るつぼの下部には，厚さ約 40cm の玄武岩系コンクリート床が設置され，コンク

リートの侵食は内部に設置された熱電対により観測される。 

実験では，コンクリート侵食が開始するまで，約 200kg のステンレス鋼と模擬 FP

から成るコリウムを約 60kW の電気出力で誘導加熱し，それによるコンクリート侵食

及びコリウム温度が測定されている。また，化学反応とガス放出への影響を調査す

るため，コンクリート侵食開始から約 14 分後に約 20kg のジルコニウムをコリウム

に投入している。最終的な侵食深さは約 24.5～27.5cm であった。 

 

(2) 解析条件 

SURC-4 実験は，ACE 実験と同様のモデルで模擬できることから，図 4.2-35 に示し

たモデルを用いている。 

解析ではコンクリートの侵食が開始した時間を零と定義し，その時点における各

部の温度等を境界条件として与える。コリウムの初期温度は 1,750K であり，コンク

リート床の初期温度は，コリウムとの界面ではコンクリート融点，底面では室温と

している。 

 

(3) 解析結果 

図 4.2-40 に侵食深さの解析結果を測定データと比較して示す。解析による侵食率

は，測定データとの良好な一致を得ている。なお，SURC-4 実験では外周部のコンク

リート侵食深さが大きくなっており，解析結果と相違が見られるが，これは，実験

では外周部からの誘導加熱によって溶融物を加熱しているため，外周部への入熱量

が大きくなる試験体系によるものと考えられる。 

 

(4) 重要現象に関する不確かさの評価 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい

てＭＡＡＰの不確かさを評価する。 

SURC-4 実験では，冷却水の注水がなく，かつコリウム及びコンクリートの配置が

既知である。したがって，冷却水の熱水力的挙動や幾何形状の不確かさを最小化し

た条件においてコンクリート侵食挙動を確認することができ，溶融炉心とコンクリ



 

5-148 

ートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生の不確かさを評価する上で有

効である。 

ＭＡＡＰ解析では，実験で観測されたコンクリート侵食速度を良く再現した結果

となっており，ＭＡＡＰによる解析で得られた侵食速度は，SURC-4 実験における測

定データとの比較から妥当である。また，非凝縮性ガスの発生量については直接的

な測定データとの比較をしていないものの，コンクリート侵食速度を問題なく予測

できていることから一定の妥当性を有していると考えられる。したがって，ＭＡＡ

Ｐは溶融炉心とコンクリートの伝熱及びコンクリート分解及び非凝縮性ガス発生に

関して，適切なモデルを有していると判断できる。 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-39 SURC-4 実験装置図 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-40 SURC-4 実験の解析結果 
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4.2.7 PHEBUS-FP 実験解析 

(1) 実験の概要 

PHEBUS-FP 計画[19][20]は，フランス放射線防護・原子力安全研究所（IRSN），フラン

ス電力及び EUを中核とする国際協力プログラムであり，燃料から放出されるＦＰの

種類，量，１次系及び原子炉格納容器内への移行と除去挙動に関する知見を取得し，

シビアアクシデント解析コードの改良及び検証に資することを目的として実施され

ている。 

PHEBUS-FP 計画は，FPT0，1，2，3 及び 4の計五つの実験から構成されており，各

実験では実燃料（酸化ウラン燃料）を炉心内で溶融させ，放出されるＦＰ等の挙動

を調査している。FPT0 実験は未照射燃料を対象とし，FPT4 実験は燃料デブリを対象

としていること，FPT2 実験及び FPT3 実験はいずれも水蒸気枯渇状態で実施されて

いることを考慮し，ここでは水蒸気雰囲気下で照射済燃料を対象に実施された FPT1

実験を取り上げる。なお，同実験は，OECD/NEA の国際標準問題（ISP-46）にも選定

されている。 

図 4.2-41 には実験設備の概要を示すが，装置は大きく３領域に分かれており，そ

れぞれ炉心，１次系及び原子炉格納容器を模擬している。炉心には長さ約１m の実

燃料 20 本と制御棒で構成される試験体が設置され，中性子束によって加熱される。

炉心部には図 4.2-42 に示す軸方向位置に熱電対が配置されており，温度が測定され

る。また，放出されたＦＰは燃料を取り囲むシュラウド内に試験体下部より供給さ

れる水蒸気によって上部垂直ラインに導かれる。FPT1 実験における水蒸気流量及び

炉心の加熱出力を図 4.2-43 に示す。 

１次系はホットレグ及びコールドレグを模擬する内径３cm，長さ約 13.3m の水平

配管と，SG 伝熱管を模擬する内径約２cm，長さ約 10m の U 字管で構成される。 

模擬格納容器は約 10m3 の容積を有しており，内部に備えられたコンデンサは，実

機の格納容器壁面における水蒸気の凝縮及びエアロゾルの沈着を模擬するように，

雰囲気温度より低い温度に設定されている。また，下部にはエアロゾルを含んだ洗

浄水を溜めるサンプが設けられている。 

 

(2) 解析条件 

解析では，図 4.2-44 に示すとおり，炉心部を径方向に２領域，軸方向に 11 ノー

ドでモデル化している。径方向中心領域は，８本の燃料棒と１本の制御棒を含んで

おり，径方向外周領域は 12 本の燃料棒を含んでいる。１次系は図 4.2-45 の破線で

囲んだ領域，すなわち炉心，上部プレナム，ホットレグ，SG 伝熱管（ホットレグ管

及びコールドレグ管），中間レグでモデル化している。模擬格納容器は，図 4.2-46

に示すように，上部区画と下部区画に分割してモデル化している。解析では図

4.2-43 に示した水蒸気流量及び炉心の加熱出力の時間変化を境界条件として与え
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ている。 

 

(3) 実験及び解析の考察 

燃料被覆管温度，水素ガス流量及び水素ガス発生量，希ガス及びよう素の模擬格

納容器への放出割合について，測定データと解析結果の比較を図 4.2-47，図 4.2-48，

図 4.2-49，図 4.2-50，図 4.2-51，図 4.2-52，図 4.2-53 及び図 4.2-54 に示す。 

 

A) 実験結果の考察 

FPT1 実験では，実験開始後約 8,000 秒から，水蒸気流量及び炉心の加熱出力を増

加させ，炉心崩壊やＦＰ放出のデータを取得している。図 4.2-47，図 4.2-48，図

4.2-49 及び図 4.2-50 には下端からそれぞれ 700mm，600mm，400mm 及び 300mm の高

さにおける外周部燃料の被覆管温度を示している。燃料被覆管温度は，実験開始後

約 8,000 秒から炉心の加熱の増加にしたがって大きく上昇し，実験開始後約 11,000

秒には急上昇が見られる。その後も炉心の加熱出力が増加することにより燃料被覆

管温度は高温を維持し，加熱出力がなくなる実験開始後約 17,000 秒で減少に転じる。 

図 4.2-51 には水素ガス流量を示すが，実験開始後約 8,000 秒から徐々に上昇し，

燃料被覆管温度と同じく実験開始後約 11,000 秒に急上昇が生じている。したがって，

同時刻における燃料被覆管温度の急上昇は，ジルコニウム酸化反応による発熱が原

因と考えられる。燃料被覆管温度及び水素ガス発生量はピークを過ぎるとすぐに減

少する。これは，溶融燃料のキャンドリングが開始することで燃料被覆管と水蒸気

の接触面積が減少し，酸化反応も減少したためと推測される。高さ 300mm の場合に，

約 1,500℃に到達した時点で急激な温度上昇が発生していないことも，上部からの

キャンドリングにより酸化反応が顕著にならなかったものと推測される。ジルコニ

ウム酸化反応の進展により燃料被覆管外面には酸化ジルコニウム層が形成されるが，

燃料被覆管内面の金属部は 1,800℃程度で溶融するため，それ以上の温度になると

酸化ジルコニウム層のみで燃料棒としての形状を維持することになる。約 2,200℃

を超えると溶融した燃料被覆管による二酸化ウランの溶解現象が進み，燃料被覆管

内部は溶融物割合が高まる。そのような状況では酸化ジルコニウム層では燃料被覆

管形状を維持できずに破損し，溶融物が流下することになると考えられている。同

時に上部に残っていた燃料も落下すると考えられている。図 4.2-52 には水素ガス発

生量の積算値を示しているが，最終的に発生した水素ガス量は 96±13g と推定され

ており，これは初期ジルカロイの 64％が酸化したことに相当する。 

図 4.2-53 及び図 4.2-54 には，一次系及び原子炉格納容器内に放出された希ガス

及びよう素の割合を示す。オンライン計測によると，実験開始後約 6,000 秒には燃

料被覆管破損にともなう少量のＦＰ放出が確認されているが，希ガス及びよう素の

放出が顕著になるのは，ジルコニウム酸化反応にともなう発熱により燃料温度が急
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上昇する実験開始後約 11,000 秒である。その後，燃料温度は高温を維持するため，

希ガス及びよう素の放出は継続されるが，実験開始後約 17,000 秒で加熱がなくなる

と，積算放出割合はほぼ一定となる。図 4.2-55 に実験結果の分析から得られたよう

素の回路内マスバランスを示す。よう素のバンドル内残存割合は約 13％であり，し

たがって最終的にはバンドル外へ約 87％が放出された。一方，１次系（コールドレ

グ）内質量流量の測定値からは，１次系を通過して原子炉格納容器内に放出された

希ガスの割合は約 77％となるが，PHEBUS-FPT1 実験最終報告書[20]においては，燃料

の損傷度合いやよう素等の揮発性核種の放出量との比較結果から，この値はやや過

小評価であり，実際はよう素と同等の 80～85％程度であったと推定されている。 

 
B) 解析結果の考察 

燃料被覆管温度の解析結果を図 4.2-47，図 4.2-48，図 4.2-49 及び図 4.2-50 に示

すが，炉心の加熱出力が増加する実験開始後約 8,000 秒まで，解析結果と測定デー

タは良く一致している。その後，解析結果は測定データをやや上回る傾向を示して

おり，急上昇が生じる時刻は測定データに比べて 500 秒程度早くなっている。図

4.2-51 には水素ガス流量の解析結果を示しているが，実験開始後約 8,000 秒から水

素ガス流量はやや大きく予測されており，このためジルコニウム－水反応による発

熱量が実験に比べて大きくなったと考えられる。この結果は，燃料被覆管温度の解

析結果が測定データを上回り，また燃料被覆管温度の急上昇を早く予測した結果と

整合する。図 4.2-52 には，積算水素ガス量を示すが，最終的な水素ガス発生量の解

析結果は測定データに比べて３割程度多くなっている。 

ＭＡＡＰの解析では燃料被覆管温度が約 1,600℃以上で Baker-Just モデル，それ

より低温では Cathcart モデルを使用しているが，燃料被覆管温度が 1,500℃程度か

ら急上昇した後の挙動は実験と解析ともに同程度であることから，Cathcart モデル

による酸化速度が大きめの傾向を持つことが考えられうる。解析結果と測定データ

の差異については，実験体系のモデル化が要因の一つと考えられる。すなわち，図

4.2-44 に示すとおり実験のバンドル形状は５×５配列であり，燃料棒間及び外周構

造体との輻射熱伝達や，水蒸気による対流熱伝達による影響を考慮すると，半径方

向には比較的大きな温度分布が生じると考えられる。実際に図 4.2-56 に示す実験後

の燃料バンドルのＸ線トモグラフでは，半径方向にかなり強い非均質性が見られて

いる。一方，解析においては，バンドルを内側 12本，外側８本の２領域で模擬して

いるため，半径方向の温度分布が実験に比べて均質化されることにより，燃料被覆

管温度の予測性に影響を与えている可能性がある。 

約 11,000 秒付近の燃料被覆管温度のピーク値については，解析結果が実験結果よ

り数十℃高めになっている。また，高さ 300mm の場合は実験に見られない急上昇が

見られる。これはキャンドリング開始タイミングに関係している。キャンドリング
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開始タイミングは，燃料棒内で溶融した被覆管による二酸化ウランの溶解速度と，

酸化ジルコニウム層による形状維持の限界タイミングに依存しており，後者の酸化

ジルコニウム層の破損は振動や流れによる外力の影響が大きい。解析では 2,500K

（約 2,227℃）にて溶融ジルカロイによる二酸化ウランの溶解が開始するとともに

酸化ジルコニウム層の破損によるキャンドリング開始をモデル化している。この温

度が実験での観察結果より若干高い設定となっており，キャンドリング開始タイミ

ングが遅れたため，キャンドリングによって酸化反応が阻害されていないことにな

るが，二酸化ウランの融点（約 2,800℃）より低い温度で液化するという観点から

は妥当であるといえる。 

図 4.2-53 及び図 4.2-54 にＦＰ積算放出割合の解析結果を示す。ＦＰ放出が開始

される時間は，解析結果と測定データで良く一致している。これは，燃料被覆管破

損が生じる実験開始後約 6,000 秒まで，燃料被覆管温度を良く再現できていること

からも妥当な結果と考えられる。一方，ＦＰ放出が顕著になる実験開始後約 11,000

秒以降は，測定データが時間とともに一定の割合で増加するのに対し，解析結果は

約 0.5 まで急激に増加した後，緩やかな増加を示す。この原因は，解析において燃

料温度が測定データに比べて高く予測され，ＦＰの放出が促進されたためと考えら

れる。 

実験終了時の積算放出割合については，解析結果は実験と同程度の 0.8 前後とな

っているが，図 4.2-53 に示した希ガスの積算放出割合については，解析結果が実験

結果を若干上回り，図 4.2-54 に示したよう素の積算放出割合については解析結果が

実験結果を若干下回っている。ＭＡＡＰの解析においては，径方向を２チャンネル，

軸方向を 11 ノードに分割した各セルでは温度や溶融状況は均一であり，温度分布及

び質量移行による空洞化部分は左右対称となる。一方で，実験後の燃料のＸ線トモ

グラフ（図 4.2-56）では，温度分布及び空洞化部分は左右非対称である。ＭＡＡＰ

の炉心モデルは，１つのチャンネルに多数の燃料棒を含んだ実機の体系を対象とし

ており，本実験のように個々の燃料棒の形態が影響する場合には輻射熱伝達の計算

等に誤差が生じやすく，放出割合に若干の差が生じたと推定される。 

PHEBUS-FP 実験では，実機の炉心と比較すると小規模な体系を扱っているため，解

析における炉心のチャンネル分割方法が結果に影響を及ぼしたと考えられる。 

 
(4) 重要現象に関する不確かさの評価 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい

てＭＡＡＰの不確かさを評価する。 

PHEBUS-FP 実験においては，燃料バンドルの加熱にともなう燃料被覆管温度の上昇，

ジルコニウム酸化反応による燃料被覆管温度の急上昇及び炉心溶融といった事象進

展の中で，ＦＰ放出の挙動が確認されている。 
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ＦＰ放出割合の解析結果と測定データの比較から，ＦＰ放出の開始時間を良く再

現できることを確認している。 

解析結果と測定データの差異については，実験体系のモデル化が要因の一つと考

えられる。PHEBUS-FP 実験では，実機の炉心に比較して小規模な体系を扱っており，

個々の燃料棒の形態が大きく影響するが，実機体系では，局所的な挙動による影響

は相対的に小さくなるため，この種の不確かさは小さくなると考えられる。 

以上のことから，ＭＡＡＰによる解析で得られたＦＰ放出割合は，PHEBUS-FP 実験

における測定データとの比較から妥当であると考えられる。したがって，ＭＡＡＰ

は原子炉圧力容器内ＦＰ挙動及び原子炉格納容器内ＦＰ挙動に関して，適切なモデ

ルを有していると判断できる。 
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図 4.2-41 PHEBUS-FP 実験（FPT1）における設備概要[21] 

 

 

図 4.2-42 PHEBUS-FP 実験（FPT1）における炉心部の熱電対位置[21] 
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図 4.2-43 PHEBUS-FP 実験（FPT1）におけるバンドル出力と蒸気流量[21] 
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図 4.2-44 PHEBUS-FP 実験解析における炉心（燃料バンドル）モデル[21] 
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図 4.2-45 PHEBUS-FP 実験解析における１次系モデル[21] 

 

        
図 4.2-46 PHEBUS-FP 実験解析における格納容器モデル[21] 
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図 4.2-47 PHEBUS-FP 実験（FPT1）の解析結果（燃料被覆管温度，下端から 700mm）[21] 

 

 
図 4.2-48 PHEBUS-FP 実験（FPT1）の解析結果（燃料被覆管温度，下端から 600mm）[21] 
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図 4.2-49 PHEBUS-FP 実験（FPT1）の解析結果（燃料被覆管温度，下端から 400mm）[21] 

 

 
図 4.2-50 PHEBUS-FP 実験（FPT1）の解析結果（燃料被覆管温度，下端から 300mm）[21] 
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図 4.2-51 PHEBUS-FP 実験（FPT1）の解析結果（水素ガス流量）[21] 

 

 
図 4.2-52 PHEBUS-FP 実験（FPT1）の解析結果（積算水素ガス量）[21] 
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図 4.2-53 PHEBUS-FP 実験（FPT1）の解析結果（希ガス積算放出割合）[21] 

 

 
図 4.2-54 PHEBUS-FP 実験（FPT1）の解析結果（よう素積算放出割合）[21] 
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図 4.2-55 PHEBUS-FP 実験（FPT1）におけるよう素の回路内マスバランス[21] 

  

燃料に残存したよう素の割合：13±4% 
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図 4.2-56 PHEBUS-FP 実験（FPT1）における燃料バンドルのＸ線トモグラフ[21] 
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4.2.8 ABCOVE 実験解析 

(1) 実験の概要 

米国 Hanford Engineering Developing Laboratory で実施された ABCOVE（AB5）実

験[22]では，計算コードの妥当性確認を目的に，エアロゾル挙動に関するデータが取

得されている。実験では，図 4.2-57 に示すようにコンクリートピットに設置された

容積約 852m3の格納容器内にエアロゾルを発生させ，凝集及び沈着にともなう気相

中のエアロゾル濃度の減少挙動が調査された。 

主な試験条件を表 4.2-7 に示す。エアロゾルは，スプレイノズルから原子炉格納

容器内に噴出させたナトリウムを燃焼させることにより生成される。実験では，約

223kg のナトリウムが約 872 秒間スプレイされ，全てのナトリウムが酸化ナトリウ

ム約 60%，水酸化ナトリウム約 40％から成るエアロゾルに変化している。エアロゾ

ルの濃度はエアロゾルの生成にともなって上昇し，スプレイ開始後約 383 秒で最大

となり，約 1.7×10-4 g/cc（約 170g/m3）に到達した。エアロゾル生成が継続する約

900 秒後まで高い濃度が維持され，その後は凝集及び重力沈降によって約 105秒後に

は約 5×10-9 g/cc 程度にまで減少している。 

 

(2) 解析条件 

AB-5 実験におけるエアロゾル特性及び実験体系を考慮し，エアロゾル濃度の推移

を解析している。なお，ＭＡＡＰの解析手法とは異なる数値解についても併せて評

価している。 

 

(3) 解析結果 

ＭＡＡＰによるエアロゾル濃度の解析結果を測定データと比較して図 4.2-58 に示

す。ＭＡＡＰによる解析結果は測定データの挙動を良く再現できている。 

 

(4) 重要現象に関する不確かさの検討 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい

てＭＡＡＰの不確かさを評価する。 

高温の炉心から原子炉格納容器にガス状で放出された揮発性ＦＰは，気相中で冷

却されエアロゾルを形成する。エアロゾル粒子が凝集して粒子径が大きくなると，

重力沈降等によって気相中から原子炉格納容器内の構造材表面へ移動することによ

り，気相中のＦＰ濃度が低下する。ＭＡＡＰではこられの原子炉格納容器内エアロ

ゾル挙動を良く模擬できている。 

ＭＡＡＰによる解析で得られたエアロゾル濃度は，ABCOVE（AB5）実験における測

定データとの比較から妥当であると考えられる。したがって，ＭＡＡＰは原子炉格

納容器内ＦＰ挙動に関して，適切なモデルを有していると判断できる。 
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表 4.2-7 ABCOVE 実験（AB5）の主要な条件[23] 

格納容器直径 7.62 m 

格納容器高さ 20.3 m 

格納容器体積 852 m3 

初期酸素濃度 23.3 % 

初期温度 302.25 K 

初期圧力 0.122 MPa 

Na スプレイ流量 256 g/s 

スプレイ期間 試験開始後 13～885 秒 

エアロゾル生成速度 445 g/s 

生成粒子の平均半径 0.25 μm 
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図 4.2-57 ABCOVE 実験（AB5）における装置概要[23] 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-58 ABCOVE 実験解析結果（エアロゾル質量濃度） 
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4.3 妥当性確認（感度解析） 

4.3.1 沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流［炉心（熱流動）］ 

炉心の「沸騰・ボイド率変化」及び「気液分離（水位変化）・対向流」については，原

子炉圧力容器内水位に関係する現象である。 

炉心損傷防止対策の事故シーケンスにおいては，対象とする原子炉水位といった原子炉

圧力容器内挙動はＳＡＦＥＲコードによって評価されており，ＭＡＡＰコードは原子炉格

納容器内挙動の評価のみに用いられているが，格納容器破損防止対策の事故シーケンスに

おいては，ＭＡＡＰコードによって，原子炉圧力容器内挙動を含めた全体挙動を評価して

いる。原子炉水位は炉心冷却状態及び炉心溶融進展への影響が考えられるため，原子炉水

位についてＳＡＦＥＲコードと比較を行い，不確かさを確認する。 

 
(1) 解析条件 

ＳＡＦＥＲコードは，原子炉内熱水力過渡変化及び炉心ヒートアップを解析するコ

ードであり，原子炉圧力容器に接続する各種一次系配管の破断事故，原子炉冷却材流

量の喪失事故，原子炉冷却材保有量の異常な変化等を取り扱うことができる。また，

ＳＡＦＥＲコードは，ＭＡＡＰコードと比較し原子炉圧力容器内のモデルが精緻であ

り，上部タイプレート及び炉心入口オリフィス等での気液対向流制限現象（ＣＣＦＬ

現象）及び上部プレナムにおけるサブクール域の局在化により冷却材が下部プレナム

に落水する現象（ＣＣＦＬブレークダウン現象）等を考慮することができる。 

ＳＡＦＥＲコードは炉心損傷防止対策における事故シーケンスグループのうち以下

の６グループで使用され，原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度等の評価に使用

されている。 

・高圧・低圧注水機能喪失 

・高圧注水・減圧機能喪失 

・全交流動力電源喪失 

・崩壊熱除去機能喪失 

・ＬＯＣＡ時注水機能喪失（中小破断ＬＯＣＡ） 

・格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

 

そこで，これらのシーケンスグループのうち，原子炉水位の低下が比較的緩慢な「高

圧注水・減圧機能喪失」（以下「ＴＱＵＸシーケンス」という。）及び比較的速い「Ｌ

ＯＣＡ時注水機能喪失（中小破断ＬＯＣＡ）」（以下「中小破断ＬＯＣＡシーケンス」

という。）の２グループを対象として比較評価を行った。 

 

(2) 解析結果 

原子炉水位について，原子炉圧力容器内挙動をより精緻に評価可能なＳＡＦＥＲコ



 
 

5-171 

ードとの比較を通じて確認した。ＢＷＲ５ Mark-I 改良型格納容器プラントを例とし，

炉心損傷防止対策の有効性評価で評価しているＴＱＵＸ及び中小破断ＬＯＣＡシーケ

ンスを対象とした。 

 

A）ＴＱＵＸシーケンス 

解析結果を図 4.3-1 に示す。ＳＡＦＥＲコード，ＭＡＡＰコードとも給水流量の全

喪失に伴い原子炉水位は急速に低下する。初期値が異なるのは，上部プレナムノード

の定義の違いによる。すなわち，ＳＡＦＥＲコードは気水分離器第一段上端までとし

ているのに対し，ＭＡＡＰコードでは気水分離器の上端までとしているためである。

原子炉水位低（レベル１）に到達して 10 分後に作動する原子炉代替減圧系による急

速減圧開始時刻は，約４分の差異が生じている。また，ＳＡＦＥＲコードでは急速減

圧後の水位上昇が大きく評価され，その後の蒸気流出の継続による水位低下が顕著に

確認される。また，急速減圧後，ＳＡＦＥＲコードでは炉心入口でのＣＣＦＬの発生

により炉心から下部プレナムへの落下水量が抑えられるため，炉心水位はＭＡＡＰコ

ードよりも高めとなる。ＭＡＡＰコードでは，有効燃料棒底部まで低下しており，そ

の後の低圧注入系による注水による有効燃料棒頂部までの水位回復時刻は約４分Ｍ

ＡＡＰコードの方が遅くなる。 

 

B）中小破断ＬＯＣＡシーケンス 

解析結果を図 4.3-2 に示す。５cm2の破損を想定するとともに，給水流量の全喪失に

伴い原子炉水位は急速に低下する。ＴＱＵＸシーケンスと同様，上部プレナム内の水

位の初期値は異なる。25分後の急速減圧と注水開始以降は，ＴＱＵＸシーケンスとほ

ぼ同様な傾向を示す。ＭＡＡＰコードでは，炉心入口のＣＣＦＬを考慮していないた

めに水位低下幅はＳＡＦＥＲコードよりも大きく，その後の補給水系の注水による有

効燃料棒頂部までの水位回復時刻は約２分早い。 

 

(3) まとめ 

原子炉水位変化について，原子炉圧力容器内挙動をより精緻に評価可能なＳＡＦＥＲ

コードと比較を行った。ＣＣＦＬの取り扱い等により水位変化に差異が生じたが，水

位低下幅はＭＡＡＰコードの方が保守的であり，その後の注水操作による有効燃料棒

頂部までの水位回復時刻に関しては，ＴＱＵＸシーケンス，中小破断ＬＯＣＡシーケ

ンスともＳＡＦＥＲコードとの差異は小さく，短期的な挙動をよく模擬できており，

崩壊熱の影響が支配的となる長期的な挙動を評価対象とした，有効性評価における格

納容器挙動評価への適用性に問題はないと判断した。  
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図4.3-1 原子炉水位に関するコード間比較（ＴＱＵＸシーケンス） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4.3-2 原子炉水位に関するコード間比較（中小破断ＬＯＣＡシーケンス） 
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4.3.2 炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，被

覆管変形［炉心（燃料）］） 

炉心ヒートアップに関する解析モデル（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被

覆管酸化，燃料被覆管変形）については，4.2.1 に示したように，ＴＭＩ事故の分析結果

と比較し，妥当な結果が得られている。また，ＭＡＡＰコードの解析モデルがＴＭＩ事故

あるいはその後の検討により得られた知見をもとに開発されていることも踏まえると，Ｍ

ＡＡＰコードの解析モデルは一定の妥当性を有していると判断できる。しかし，炉心溶融

時の実機の挙動に関しては，現段階では十分な知見が得られていない状況であることから，

ここでは，炉心ヒートアップに関する解析モデルに関連したパラメータに対する感度解析

により，その影響の程度を把握する。 

 
(1) 解析条件 

原子炉水位が低下すると，燃料表面からの除熱が低下し崩壊熱によって炉心がヒー

トアップする。その際，燃料被覆管温度が上昇すると崩壊熱にジルコニウム－水反応

の酸化発熱反応が加わりヒートアップが加速される。また，炉心ヒートアップの過程

で燃料棒内が加圧され被覆管破裂が発生する可能性がある。これらの挙動が炉心ヒー

トアップ速度に与える影響については十分な知見が得られていないことから，ＢＷＲ

５ Mark-I 改良型格納容器プラントを例として，炉心ヒートアップ速度に関する感度解

析を実施して，その影響の程度を確認する。 

この感度解析では，ジルコニウム－水反応が一旦開始すると，この反応熱は崩壊熱

よりも大きく，ヒートアップに最も寄与することから，ジルコニウム－水反応の速度

に着目する。ジルコニウム－水反応速度の感度をみるため，ジルコニウム－水反応の

起きる面積を変化させた感度解析を実施する。反応の起きる面積に乗じる係数（ジル

コニウム－水反応速度の係数）はジルコニウム－水反応の計算のみに使用され，熱水

力挙動の計算に使用される燃料被覆管の直径，長さ等の幾何形状を変えるものではな

い。この係数を増加させることにより，酸化反応熱の発生速度，水素ガス発生速度，

酸化ジルコニウム生成速度が速くなる方向に影響する。これらは炉心溶融進展が速く

なる方向へ作用する。この係数は，ベースケースでは燃料被覆管表面積に基づき１倍

を与えている。これは，ヒートアップ時には燃料被覆管破裂が発生する場合に破裂部

の燃料被覆管内面の酸化もあるが，燃料被覆管内面の酸化は，限定された破裂部のみ

で生じること，炉心形状が健全な状態は溶融過程の比較的短期間であることから，炉

心全体が溶融する状況では内面の反応は無視できると考えられることに基づいている。

これに対し，感度解析のパラメータの振り幅としては，炉心ヒートアップ速度が速く

なる場合の応答の確認として仮想的な厳しい想定ではあるが，表 4.3-1 に示すように

２倍とする。 

  



 
 

5-174 

表 4.3-1 炉心ヒートアップの感度解析ケース 

項目 
ジルコニウム－水 

反応速度の係数 
設定根拠 

ベースケース １倍 燃料被覆管表面積に基づく値 

感度解析ケース ２倍 燃料被覆管表面積に基づく値の２倍 

 

(2) 解析結果 

炉心ヒートアップの進展は，炉心領域の冷却材による除熱の効果により差が生じる

ことから，格納容器破損防止対策の有効性評価のうち，「高圧・低圧注水機能喪失（原

子炉圧力容器破損）」（以下「ＴＱＵＶシーケンス」という。）及び「大破断ＬＯＣＡ時

注水機能喪失（原子炉圧力容器破損）」（以下「大破断ＬＯＣＡシーケンス」という。）

について，感度解析を実施した。以下に結果を述べる。 

 

A）ＴＱＵＶシーケンス（添付１に詳細を記載） 

解析結果を図 4.3-3 に示す。ベースケースと感度解析ケースで，本パラメータの影

響は炉心露出以降に現れる。ヒートアップ時のジルコニウム－水反応速度の係数を２

倍にしたことで，金属－水反応による酸化反応熱が増加することから，炉心溶融は感

度解析ケースにおいて約５分早くなっている。原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力は

わずかに高くなるが 2.0MPa[gage]以下である。また，格納容器圧力・格納容器温度に

対しては，酸化反応熱が増加することから，原子炉格納容器に放出された熱量の増加

によりベースケースより高めになるが，その差はわずかである。 

 

B）大破断ＬＯＣＡシーケンス 

解析結果を図 4.3-4 に示す。大破断ＬＯＣＡシーケンスでは，原子炉圧力容器内の

冷却材インベントリが急激に減少し除熱が悪化することから，ＴＱＵＶシーケンスと

比較してより早い時間からヒートアップが進展する。感度解析ケースにおいてはヒー

トアップ時の被覆管表面積を２倍にしたが，大破断ＬＯＣＡ事象と同時に原子炉冷却

材が喪失するため，原子炉内の限られたインベントリに対する酸化反応は限定的であ

り，反応表面積を増加した場合の方が炉心溶融までの時間を遅くする。炉心溶融は，

感度解析ケースにおいて約４分遅くなっている。ＴＱＵＶシーケンスでは，原子炉圧

力容器内の冷却材インベントリの減少がより緩やかであることから，炉心部への蒸気

供給が継続される。このため，ヒートアップ時の被覆管表面積の感度はＴＱＵＶシー

ケンスの方が大きくなったものである。 

 

(3) まとめ 

ヒートアップに関してジルコニウム－水反応が促進される場合の影響を確認するた
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め，仮想的な厳しい振り幅ではあるが，ジルコニウム－水反応速度の係数を２倍とし

た感度解析を行った。炉心溶融のタイミングについては，ＴＱＵＶ，大破断ＬＯＣＡ

シーケンスのいずれも感度は小さい。また，下部プレナムへのリロケーションの開始

時刻は，両シーケンスともベースケースとほとんど同時であり，炉心溶融開始から原

子炉圧力容器破損までは３～４時間程度の時間があることから，原子炉圧力容器破損

時点で格納容器下部に十分な注水がなされており，実機解析への影響はない。さらに，

ＴＱＵＶシーケンスでは，原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力も 2.0MPa[gage]以下で

あり，格納容器圧力への影響もわずかとなることから，実機解析への影響はない。水

素ガス発生の観点では，感度解析においては被覆管酸化反応熱の増加を想定して仮想

的に被覆管表面積（ジルコニウム－水反応速度の係数）を大きくしているものであり，

実機の被覆管表面積は形状により決まることから影響しない。また，原子炉圧力容器

破損時刻への感度は大きくなく，格納容器下部への注水量に大きな差は生じないこと

から，コンクリート侵食量への影響は小さいと考えられる。 

以上より，有効性評価への適用性に問題はないと判断した。 
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図 4.3-3 炉心ヒートアップに関する感度解析結果（ＴＱＵＶシーケンス）(1/2) 

  

炉心溶融開始 下部プレナムへの 

溶融炉心落下開始 

 

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの溶融炉心

落下による圧力上昇 

 

逃がし安全弁

の開閉による

圧力変動 

 

2.0MPa[gage] 
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図 4.3-3 炉心ヒートアップに関する感度解析結果（ＴＱＵＶシーケンス）(2/2) 

  

格納容器限界圧力（854kPa[gage]（最高使用圧力の２倍）） 

格納容器限界温度（200℃） 

原子炉圧力容器破損 

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

 

原子炉圧力容器破損 

逃がし安全弁開による 

減圧開始 
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図4.3-4 炉心ヒートアップに関する感度解析結果（大破断ＬＯＣＡシーケンス） 

炉心溶融開始 

格納容器限界圧力（854kPa[gage]（最高使用圧力の２倍）） 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの 

溶融炉心落下による圧力上昇 

 

下部プレナムへの 

溶融炉心落下開始 
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4.3.3 リロケーション［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

炉心のリロケーションに関する解析モデルについては，4.2.1 に示したように，ＴＭＩ

事故の分析結果と比較し，妥当な結果が得られている。また，ＭＡＡＰコードの解析モデ

ルがＴＭＩ事故あるいはその後の検討により得られた知見をもとに開発されていること

も踏まえると，ＭＡＡＰコードの解析モデルは一定の妥当性を有していると判断できる。

しかし，炉心溶融時の実機の挙動に関しては，現段階では十分な知見が得られていない状

況であることから，ここでは，炉心のリロケーションに関する解析モデルに関連したパラ

メータに対する感度解析により，その影響の程度を把握する。 

 

(1) 解析条件 

炉心がヒートアップすると，燃料が自立した状態から，燃料が崩壊した状態となる。

燃料が崩壊すると，燃料が自立した状態に比べて水蒸気による冷却が困難となり，溶

融状態へ至る事象進展が早くなる。ＭＡＡＰコードでは，炉心温度と破損時間の関係

を整理した Larson-Miller パラメータを利用して，炉心ノード崩壊の判定を行ってお

り，この条件がリロケーションに与える影響については十分な知見が得られていない

ことから，ＢＷＲ５ Mark-I改良型格納容器プラントを例として，燃料崩壊によるリロ

ケーションに関する感度解析を実施して，その影響の程度を確認する。 

ベースケースでは，炉心ノードの崩壊について，炉心ノード温度 K と 時間

の関係から Larson-Miller パラメータを設定しているが，感度解析では，さらに炉心

ノードの崩壊が早く進むことを想定し，表 4.3-2に示すように，炉心ノード温度 K

と 時間（あるいは Kで 秒）から Larson-Millerパラメータを設定した場

合の影響を確認する。これは，炉心ノード崩壊のパラメータを K 低くするもので

あり，炉心ヒートアップ時の燃料及び燃料被覆管の融点は精度よく予測できるため，

K低く評価することは実現象に対しては仮想的かつ厳しいものであるが，リロケー

ションが早く進む場合の影響の把握を目的としたものである。なお，実際には炉心ノ

ードの温度履歴に応じて，炉心ノードが崩壊するまでの時間を計算している。 

 

表 4.3-2 リロケーションに関する感度解析のパラメータ 

項目 
炉心ノード崩壊の 

パラメータ（炉心温度） 
設定根拠 

ベースケース K 当該変数設定範囲のノミナル値 

感度解析ケース K 
炉心ノードが崩壊する時間を早め

るように設定 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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(2) 解析結果 

炉心のリロケーションは，炉心領域の冷却材が失われ，崩壊熱及び被覆管酸化反応

により燃料温度が上昇して発生するが，ＴＱＵＶシーケンスと大破断ＬＯＣＡシーケ

ンスについて，感度解析を実施した。以下に結果を述べる。 

 
A）ＴＱＵＶシーケンス（添付１に詳細を記載） 

解析結果を図 4.3-5 に示す。ベースケースと感度解析ケースで，本パラメータの影

響は炉心露出以降に現れる。感度解析ケースにおいては，炉心ノードが崩壊する判定

を厳しくしたことで，より早期に炉心ノードの崩壊及び炉心溶融が進展することにな

るものの，その影響は限定的であり，事象全体の進展に大きな影響はない。原子炉圧

力容器破損時刻に関してもほぼ同時刻である。この時の原子炉圧力は，ベースケース

とほぼ同じであり，2.0MPa[gage]以下である。また，格納容器圧力に対しても，到達

する圧力や温度の差はわずかである。 

 
B）大破断ＬＯＣＡシーケンス 

解析結果を図 4.3-6 に示す。大破断ＬＯＣＡシーケンスでは，原子炉圧力容器内の

インベントリが減少し除熱が悪化することから炉心のヒートアップが促進され，ＴＱ

ＵＶシーケンスと比較して早い時間でリロケーションが進展する。感度解析ケースに

おいては，炉心ノードが崩壊する判定を厳しくしたことで，より早期に炉心ノードの

崩壊及び炉心溶融が進展することになるものの，ＴＱＵＶシーケンスと同様，事象全

体の進展に大きな影響はない。また，格納容器圧力に対しても，到達する圧力や温度

の差はわずかである。 

 

(3) まとめ 

リロケーションが早く進む場合の確認として，非常に厳しい条件ながら，炉心ノー

ド崩壊の判定温度を低下させた感度解析を行った。炉心溶融のタイミングについては，

ＴＱＵＶ，大破断ＬＯＣＡシーケンスのいずれも感度は小さい。なお，原子炉圧力容

器破損の時点についても両シーケンスで感度はなく，実機解析への影響はない。さら

に，原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力も 2.0MPa[gage]以下であり，実機解析への影

響はない。コンクリート侵食量については，原子炉圧力容器破損時刻への感度は大き

くなく，格納容器下部への注水量に大きな差は生じないことから，影響は小さいと考

えられる。 

以上より，有効性評価への適用性に問題はないと判断した。
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図 4.3-5 リロケーションに関する感度解析結果（ＴＱＵＶシーケンス）(1/2) 

炉心溶融開始 

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの溶融炉心

落下による圧力上昇 

 

逃がし安全弁

の開閉による

圧力変動 

 

2.0MPa[gage] 

下部プレナムへの 

溶融炉心落下開始 

 

ベースケース 

炉心ノードが崩壊する時間及び温度感度ケース 

 

ベースケース 

炉心ノードが崩壊する時間及び温度感度ケース 
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図 4.3-5 リロケーションに関する感度解析結果（ＴＱＵＶシーケンス）(2/2) 

  

格納容器限界圧力（854kPa[gage]（最高使用圧力の２倍）） 

格納容器限界温度（200℃） 

原子炉圧力容器破損 

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

 

原子炉圧力容器破損 

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

 

ベースケース 

炉心ノードが崩壊する時間及び温度感度ケース 

 

ベースケース 

炉心ノードが崩壊する時間及び温度感度ケース 
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図 4.3-6 リロケーションに関する感度解析結果（大破断ＬＯＣＡシーケンス） 

炉心溶融開始 

格納容器限界圧力（854kPa[gage]（最高使用圧力の２倍）） 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの 

溶融炉心落下開始 

 

下部プレナムへの 

溶融炉心落下による圧力上昇 

 

ベースケース 

炉心ノードが崩壊する時間及び温度感度ケース 

 

ベースケース 

炉心ノードが崩壊する時間及び温度感度ケース 
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4.3.4 原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［原子炉圧力容

器(炉心損傷後)］ 

原子炉圧力容器内ＦＣＩにより生じる圧力スパイクは，冷却材圧力バウンダリや原子炉

格納容器の破損に対する脅威とはならないと考えられるが，高圧溶融物放出を防止する観

点で，原子炉圧力容器破損のタイミングにおける原子炉圧力に影響を与えるものと考えら

れることから，添付１「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止について」にお

いて不確かさの分析及び感度解析による影響評価を行っている。 

以下に概要をまとめる。 

 
(1) 不確かさの整理 

原子炉圧力容器内ＦＣＩは，溶融炉心が炉心から下部プレナムに落下する際に，溶

融炉心と冷却材の伝熱により，短期間に水蒸気が発生し，原子炉圧力が急上昇する現

象である。したがって，現象に影響する要因として，①下部プレナムの冷却水の状態

（温度），②溶融ジェット径，③エントレイン量，④冷却水とデブリ粒子の伝熱が挙げ

られる。このうち，①については，崩壊熱と減圧沸騰により決まり，一般的な質量・

エネルギ保存則に基づき計算されることから，現象としての不確かさは小さいものと

考えられる。よって，②～④について感度解析を行う。 

 
(2) 感度解析及び結果 

A）溶融ジェット径 

溶融炉心の下部プレナムへの落下は，物理現象としては，炉心支持板上に堆積した

溶融炉心によって炉心支持板が破損するか，又は炉心領域最外周境界のクラストが破

損することにより，溶融炉心が下部プレナムへ落下する過程である。これに対し，解

析モデルでは，溶融ジェット径は，炉心支持板の開口部の面積の等価直径相当を入力

条件として与えたものから計算される。したがって，実現象では解析よりも溶融ジェ

ット径が小さい場合が考えられるため，感度解析としては，その 1/10 倍を設定した。 

解析結果を図 4.3-7 に示す。感度解析ケースでは，溶融ジェット径を小さくしたこ

とにより，細粒化割合が大きくなり，粒子ベッドの質量が増加しているため，圧力ス

パイクによる圧力上昇幅がわずかながら大きくなっている。しかし，原子炉圧力容器

の減圧維持を継続していることから，原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力は

2.0MPa[gage]以下であり大きな感度はないことが確認された。 

なお，感度解析ケースでは溶融ジェットのほぼ全量が細粒化することから，これ以

上ジェット径が小さくなっても，細粒化量はほとんど変化しない。 

 

B）エントレイン量 

原子炉圧力容器内ＦＣＩにより生じる圧力スパイクは，エントレインされたデブリ
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粒子と冷却水との伝熱により生じることから，エントレイン量による感度を確認する。 

エントレイン量は Ricou-Spalding モデルにより計算しており，その比例係数（エ

ントレインメント係数）を変化させる。エントレインメント係数は，大規模実験（FARO

実験）に対するベンチマーク解析により検討された設定範囲があり，有効性評価の解

析ではその最確値を設定している。よって，感度解析としては，エントレイン量が最

大となるよう，設定範囲の最大値とする。また，参考として最小値の結果も示す。 

解析結果を図 4.3-8 に示す。感度解析ケースでは，エントレインメント係数を大き

くしたことにより，細粒化割合が大きくなり，粒子ベッドの質量が増加しているため，

圧力スパイクによる圧力上昇幅がわずかに大きくなっている。しかし，原子炉圧力容

器の減圧維持を継続していることから，原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力は

2.0MPa[gage]以下であり大きな感度はないことが確認された。 

 

C）冷却水とデブリ粒子の伝熱 

冷却水とデブリ粒子の伝熱は，膜沸騰熱伝達と輻射熱伝達により計算するが，その

伝熱量は，デブリ粒子の表面積，すなわち，粒子径に依存する。有効性評価の解析で

は，デブリ粒子の径を，（UO2／ZrO2）を用いた大規模実験（FARO 試験）に基づき，そ

の平均的な値を使用しているが，実験ケースによってばらつきが存在していることか

ら，この粒子径を小さくする場合の感度を確認する。よって，感度解析ケースでは，

大規模実験に基づき検討された設定範囲の最小値とする。また，参考として最大値の

結果も示す。 

解析結果を図 4.3-9 に示す。感度解析ケースでは，粒子径を小さくしたことにより，

冷却水とデブリ粒子の伝熱が促進されることにより，圧力スパイクによる圧力上昇幅

がわずかに大きくなっている。しかし，原子炉圧力容器の減圧維持を継続しているこ

とから，原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力は 2.0MPa[gage]以下であり大きな感

度はないことが確認された。 

 

(3) まとめ 

以上，溶融ジェット径，エントレイン量及び冷却水とデブリ粒子の伝熱に関して感

度解析を行った結果，圧力スパイクのピーク値及び原子炉圧力容器破損時点での原子

炉圧力への影響はわずかであることが確認された。 
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図4.3-7 原子炉圧力容器内ＦＣＩに関する感度解析結果（溶融ジェット径） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-8 原子炉圧力容器内ＦＣＩに関する感度解析結果（エントレイン量） 
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図4.3-9 原子炉圧力容器内ＦＣＩに関する感度解析結果（冷却水とデブリ粒子の伝熱） 
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4.3.5 下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達モデルについては，4.2.1に示したように，ＴＭＩ

事故の分析結果と比較し，妥当な結果が得られている。また，ＭＡＡＰコードの解析モデ

ルがＴＭＩ事故あるいはその後の検討により得られた知見をもとに開発されていること

も踏まえると，ＭＡＡＰコードの解析モデルは一定の妥当性を有していると判断できる。

しかし，炉心溶融時の実機の挙動に関しては，現段階では十分な知見が得られていない状

況であることから，添付１「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止について」

において，不確かさの分析及び感度解析による影響評価を行っている。以下に概要をまと

める。 

 

(1) 解析条件及び解析結果 

A）溶融炉心と上面水プールとの伝熱 

溶融炉心が下部プレナムに堆積し，上面が水プールで覆われる状況では，溶融炉心

は冷却され，そのときの熱流束は限界熱流束で制限される。上部クラスト形態には不

確かさがあり，クラストのひび割れがない場合には，溶融炉心が冷却されにくくなり，

原子炉圧力容器破損へ至る事象進展も早くなる。したがって，下部プレナム内の溶融

炉心と上面水プールとの間の限界熱流束に関する感度解析を実施する。 

ベースケースでは，限界熱流束に係る係数として最確値を与え，感度解析ケースで

は水への熱伝達が制限される値を設定する。 

図 4.3-10 に，下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の限界熱流束の感

度解析結果を示す。 

ベースケースと感度解析ケースで，本パラメータの影響は溶融炉心の下部プレナム

への落下以降に現れる。溶融炉心が下部プレナムにリロケーションした後は，感度解

析ケースにおいて溶融炉心と上面水プールの伝熱量が減少する事になる。その結果，

感度解析ケースにおいて原子炉圧力容器破損時間はわずかに早くなっている。ただし，

原子炉圧力容器破損割合及び破損時刻のいずれについても，感度の大きさとしてはわ

ずかである。 

 

B）溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達 

原子炉圧力容器がクリープすることで，溶融炉心の下部クラストと原子炉圧力容器

の間にギャップが生じ，そのギャップに水が浸入して冷却される。ＭＡＡＰの解析モ

デルでは，ギャップに浸入した水と溶融炉心の熱流束は限界熱流束で制限される。こ

の現象は実験的に確認されているものの，溶融炉心重量が大きい場合にはギャップ幅

が小さくなり，気液対向流制限現象によりギャップに十分な水が流れ込まないことも

報告されている[24]。また，制御棒駆動機構ハウジング等の貫通部及びその溶接部を持

つ体系での実験はこれまでなされていない。このように，ギャップによる冷却には不
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確かさがあり，これが小さい場合には，溶融炉心が冷却されにくくなり，原子炉圧力

容器破損へ至る事象進展も早くなる。 

したがって，下部プレナム内の溶融炉心とギャップに浸入した水との間の限界熱流

束に関する感度解析を行い，その影響を把握する。溶融炉心と下部プレナムのギャッ

プに存在する水による除熱量には不確かさがあり，ベースケースではギャップへの熱

流束に係る係数として最確値を与えている。この係数は，下部プレナムギャップの水

による除熱量に係る係数として定義され，ベースケースではギャップによる除熱量の

評価式により計算された除熱量がそのまま適用される。一方，係数を小さくすること

は，ギャップに十分な水が流れ込まないことによる，ギャップに存在する水による除

熱量の低下を模擬するものである。また，有効性評価では最初に貫通部の溶接部破損

が生じているが，貫通部近傍でのギャップ冷却は実験例がなく，ギャップ水による除

熱量が平板体系と比較してどの程度になるかには不確かさがある。 

以上より，感度解析ケースでは，溶融炉心と下部プレナムが接触している状態を模

擬するための設定とした評価を実施する。 

図 4.3-11 に，下部プレナムギャップの除熱量に係る係数の感度解析結果を示す。

ベースケースと感度解析ケースで，本パラメータの影響は溶融炉心の下部プレナムへ

の落下以降に現れる。溶融炉心が下部プレナムに移行した後は，感度解析ケースにお

いて下部プレナムギャップの水による除熱がないため，下部プレナムの温度がより早

く上昇するが，下部プレナムの水がドライアウトするまでの間しか影響を及ぼさない

ことから，原子炉圧力及び原子炉圧力容器破損時刻に対する感度としては非常に小さ

い。また，いずれのケースも原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力は 2.0MPa[gage]

以下であり大きな感度はないことが確認された。 

 

(2) まとめ 

以上，溶融炉心と上面水プールとの伝熱，溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達に

関して感度解析を行った結果，原子炉圧力容器破損時刻への影響はわずかであること

が確認された。 
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図4.3-10 下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関する感度解析結果 

（溶融炉心と上面水プールとの伝熱） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-11 下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関する感度解析結果 

（溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達）  
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4.3.6 原子炉圧力容器破損［原子炉圧力容器(炉心損傷後)］ 

原子炉圧力容器破損及びそれに伴う溶融炉心の流出挙動に関しては，体系的な実験等に

よる研究がなく，特に実機スケール現象について有効なデータが得られていない状況であ

り，ベンチマーク解析による妥当性確認が困難であるが，海外での考察等による知見に基

づいてＭＡＡＰコードの解析モデルが開発されていることから，一定の妥当性は有すると

判断できる。しかしながら，現象自体が持つ不確かさもあることを踏まえ，原子炉圧力容

器破損に関わる一連の現象を取り扱っている添付１「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直

接加熱の防止について」において，不確かさの分析及び感度解析による影響評価を行って

いる。以下に概要を示す。 

 

(1) 原子炉圧力容器破損 

A) 原子炉圧力容器破損について 

下部プレナムに溶融炉心が堆積し，溶融炉心が冷却されない状態が継続すると，原

子炉圧力容器の破損に至る。原子炉圧力容器は，原子炉圧力，原子炉圧力容器壁・溶

融炉心温度，材料物性，形状等に応じて様々なモードで破損すると考えられる。 

 

B) 解析モデルに関する考察 

ＭＡＡＰコードでは，原子炉圧力容器の破損について，制御棒駆動機構ハウジング

溶接部の破損，原子炉圧力容器のクリープ破損等，複数の破損モードを模擬しており，

最も早く判定される破損モードが適用される。以下に，有効性評価における原子炉圧

力容器破損の主要因である制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損，クリープ破損へ

の影響因子について，ＭＡＡＰコードの解析モデルの妥当性を考察する。 

 

a) 限界せん断応力（制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損） 

貫通部の溶接部が溶融炉心によって加熱されることで強度を失い，貫通部が飛び

出すことによって原子炉圧力容器が破損する。具体的には，貫通部の溶接部のせん

断応力は，原子炉圧力容器と原子炉格納容器の圧力差とつり合った状態になってい

るが，せん断応力が限界せん断応力を超えると貫通部が飛び出し，原子炉圧力容器

が破損する。この限界せん断応力は温度に依存しており，ＭＡＡＰコードでもこの

温度依存性がデータとして考慮されているため，ＭＡＡＰコードのモデルは妥当と

判断できる。 

 

b) ひずみ（制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損） 

溶融炉心が下部プレナムに落下することにより，高温かつ高圧の環境下にある原

子炉圧力容器の壁にひずみを生じ，溶接部にも同様にひずみが発生し，溶接部のひ

ずみ量がしきい値を超えた場合に，破損が発生したと判定している。このしきい値
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は実験によって妥当性が確認されたものであるが，実験結果のばらつきも考慮し，

ひずみのしきい値に関する感度を確認する。 

 

c) Larson-Miller パラメータ（クリープ破損） 

Larson-Miller パラメータ手法は，応力と破損時間の関係を整理した

Larson-Miller パラメータを利用しクリープ破損寿命を予測する一般的な手法であ

る。ＭＡＡＰコードでは，応力として圧力，温度，溶融炉心の荷重を考慮し，

Larson-Miller パラメータを使用してクリープ破損寿命を予測しており，そのモデル

化は妥当と判断できる。 

 

C) 原子炉圧力容器破損に関する感度解析 

溶接部破損時のひずみのしきい値に関する感度解析を実施した。図 4.3-12 に溶接

部破損時の最大ひずみの感度解析結果を示す。 

感度解析では，ひずみのしきい値の有意な感度を確認する目的で，早期に破損に至

る条件として，溶接部破損時のひずみのしきい値を 1/10 に低下させた。その条件で

あっても，原子炉圧力容器破損はたかだか 13 分程度早くなる結果であった。したが

って，ひずみのしきい値が原子炉圧力容器破損の時期に与える感度は小さいと言える。 

 
D) 原子炉圧力容器破損に関するまとめ 

溶融炉心の格納容器下部への落下時期は原子炉圧力容器破損モデルに依存する。原

子炉圧力容器破損モデルには，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損，原子炉圧力

容器のクリープ破損等があり，これらは原子炉圧力容器内外圧力差，溶融炉心の水頭，

原子炉圧力容器壁温度等の評価パラメータによって計算される。原子炉圧力容器破損

モデルについては，「限界せん断応力」，「ひずみ」及び「Larson-Miller パラメータ」

に関して，ＭＡＡＰコードの解析モデルにおいて，実現象に即した模擬を行っている

ため，いずれも構造強度の一般的な評価式を用いており，不確かさは小さい。 

また，評価パラメータについては，同じ事故シーケンスであれば大きくは変わらな

いことから，不確かさは小さい。以上から，原子炉圧力容器破損に関するモデルは有

効性評価に適用することは妥当と判断できる。 

 

(2) 溶融炉心流出 

A) 溶融炉心流出について 

原子炉圧力容器が破損すると，その破損口から溶融炉心（溶融プール，粒子状溶融

炉心，溶融スチール）が格納容器下部へ流出する。溶融炉心が流出する際，原子炉圧

力容器破損口は侵食によって拡大する。 

ＭＡＡＰコードでは制御棒駆動機構貫通部破損，原子炉圧力容器下部のクリープ破
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損等の種々の原子炉圧力容器下部破損モードがモデル化されており，最も早く破損条

件に至った破損モードにより破損が生じるが，有効性評価においては制御棒駆動機構

ハウジング溶接部の破損による制御棒駆動機構ハウジング逸出が最も早く発生する。

これにより約 15cm 径の破断口が原子炉圧力容器下部に開き，下部プレナム内の溶融

炉心が格納容器下部に落下することになる。他の原子炉圧力容器下部貫通配管が破損

してもこれ以上の破損サイズにはならないことから，制御棒駆動機構ハウジングの逸

出が最も厳しい条件となっている。 

 

B) 解析モデルに関する考察 

ＭＡＡＰコードでは前述した原子炉圧力容器破損後の溶融炉心流出挙動をモデル

化しており，原子炉圧力容器破損時の溶融炉心の流出挙動への影響因子について，Ｍ

ＡＡＰコードのモデルの妥当性を考察する。 

 

a) 開口部の閉塞 

溶融炉心が流出する際，粒子状溶融炉心も一緒に原子炉圧力容器外に流出するモ

デルとなっているが，実現象では開口部が粒子状溶融炉心によって閉塞し，溶融炉

心が格納容器下部へ流出しない可能性がある。しかしながら，ＭＡＡＰコードでは

粒子状溶融炉心の溶融も同時にモデル化しており，また，実現象においても，冷却

ができずに原子炉圧力容器が破損する状況では粒子状溶融炉心は崩壊熱によって再

溶融するため，開口部での閉塞の可能性は小さく，したがって，破損口より上部に

堆積している溶融炉心が流出するＭＡＡＰコードのモデルは妥当と判断できる。 

 

b) 破損口の侵食による拡大 

破損口を溶融炉心が通過する際に，破損口の側面が溶融炉心により溶かされ，破

損口が拡大する現象も考えられ，ＭＡＡＰコードの原子炉圧力容器の破損モデルに

おいては，溶融炉心と破損口側面の伝熱計算に基づき，破損口が溶融し拡大するモ

デルを備えていることから，実現象に即しており，妥当と判断できる。 

 

c) 原子炉圧力容器２次破損 

最初の原子炉圧力容器破損が発生した後，溶融炉心は水頭圧により流れることか

ら，破損口よりも高い部分の溶融炉心のみが格納容器下部に落下し，残りの溶融炉

心は残存する。また，冷却がなければ，残存した溶融炉心が原子炉圧力容器を加熱

し，溶融炉心の自重も加わることによって，原子炉圧力容器がクリープ破損するこ

とが，実機において考えられ，ＭＡＡＰコードのモデルはこの挙動を模擬できるも

のであり，妥当と判断できる。 
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C）溶融炉心流出に関するまとめ 

溶融炉心の落下量は原子炉圧力容器破損位置に依存する。原子炉圧力容器破損位置

は，原子炉圧力容器下部のノードの代表点を基準にそれよりも上に存在する溶融炉心

が落下するモデルとなっている。ノード内の破損位置には不確かさがあるが，破損口

は溶融炉心によって拡大し，原子炉圧力容器の底部の方向に開口部が拡がることから，

開口部の下端の高さの不確かさは小さくなる。以上から，溶融炉心の流出に関するモ

デルを有効性評価に適用することは妥当と判断できる。 
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図4.3-12 制御棒駆動機構ハウジング破損時の最大ひずみに関する感度解析結果 
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4.3.7 原子炉圧力容器外ＦＣＩ（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［原子炉格納容

器(炉心損傷後)］ 

ＦＣＩ現象に関しては，国内外において現象の解明や評価に関する多くの活動が行われ

てきているが，現在においても研究段階にあり，また，実機規模での現象についてほとん

ど経験がなく，有効なデータが得られていないのが現状であり，不確かさが大きい現象で

あると言える。 

そこで，添付２「溶融炉心と冷却材の相互作用について」では，知見の整理，不確かさ

の分析及び感度解析による影響評価を行っている。以下に概要を示す。 

 
(1) 知見の整理 

A）ＦＣＩ実験 

国内外のＦＣＩ実験として， 

・ALPHA 実験(旧原子力研究所 JAERI) 

・KROTOS 実験(欧州 JRC(Joint Research Center)，イスプラ研究所) 

・FARO 実験(欧州 JRC(Joint Research Center)，イスプラ研究所) 

・COTELS 実験(カザフスタン国立原子力センター(NNC：National Nuclear Center)) 

・TROI 実験(韓国原子力研究所(KAERI)) 

について調査を行い，知見を整理した。 

 

B）原子炉圧力容器外ＦＣＩにおける水蒸気爆発の発生可能性 

UO2を用いた大規模ＦＣＩ実験である KROTOS 実験，FARO 実験，COTELS 実験及び TROI

実験の結果から，実機において大規模な水蒸気爆発に至る可能性は極めて小さいと結

論付けた。 

なお，参考として，水蒸気爆発の発生を仮定した場合の影響についても，水蒸気爆

発解析コード（ＪＡＳＭＩＮＥ[25]）及び構造応答解析コード（ＡＵＴＯＤＹＮ[26]若し

くはＬＳ－ＤＹＮＡ[27]）を用いて，水蒸気爆発のトリガを解析的条件として与えるこ

とで水蒸気爆発の発生を模擬した解析を行うことにより，水蒸気爆発による格納容器

ペデスタル構造部への影響を評価し，原子炉格納容器の健全性に影響を及ぼさないこ

とを確認している。 

 

(2) 不確かさの整理 

原子炉圧力容器外ＦＣＩについて，実現象と解析モデルの差に着目しつつ，不確か

さの整理を行い，原子炉圧力容器外ＦＣＩによる格納容器圧力に影響する要因として， 

・格納容器下部（ペデスタル）領域のプール水の状態（サブクール度，水位） 

・溶融炉心の落下量及び粒子化（破損口径，粒子化割合，落下速度） 

・プール水とデブリ粒子との伝熱（デブリ粒子径） 
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・原子炉格納容器内での水蒸気の流動 

を抽出し，それぞれについて不確かさ及びその取り扱いを以下のとおり整理した。 

 

A）格納容器下部（ペデスタル）領域のプール水の状態（サブクール度，水位） 

ペデスタル領域の水温が高い場合には，水蒸気発生量が多くなり圧力スパイクは厳

しくなる。なお，ＭＡＡＰでは，蒸気の上昇速度がフラッディング臨界速度よりも大

きい場合には，周囲の水が蒸気の流れによって巻き込まれ，巻き込まれた水による蒸

気の凝縮により蒸気発生量が減少する効果がモデル化されている。ペデスタル領域の

水は，ペデスタルへの注水によって形成されるので，その水温はペデスタル注水温度

に影響される。有効性評価では，ペデスタル注水は外部水源から注水され，その水温

は水源温度の実績値に対して高めの温度を設定している。したがって，圧力スパイク

を厳しくする保守的な水温を設定しているが，本影響因子は解析モデルパラメータで

はないため，不確かさ評価は行わない。 

ペデスタル領域の水位に関しては，水深が深い方が溶融炉心の細粒化量が大きくな

る傾向がある。この場合，細粒化した粒子から水への伝熱量が多くなるので，圧力ス

パイクは厳しくなる方向である。本影響因子は解析モデルパラメータではないため，

ここでは感度解析による確認は行わない。 

 

B）溶融炉心の落下量及び粒子化（破損口径，粒子化割合，落下速度） 

溶融炉心の落下量は，原子炉圧力容器の破損口径に依存する。原子炉圧力容器の破

損は，原子炉圧力容器下部の制御棒駆動機構ハウジングの溶接部が破損し，制御棒駆

動機構ハウジングが逸出することを想定している。原子炉圧力容器底部の口径が大き

い貫通部として制御棒駆動機構ハウジングを想定している。なお，ＭＡＡＰでは溶融

物流出に伴う破損口の径方向侵食による破損口拡大も考慮されている。 

細粒化量に関して，ＭＡＡＰコードでは Ricou-Spalding モデルで評価される。

Ricou-Spalding モデルでは，デブリ粒子化割合に影響するパラメータは，エントレイ

ンメント係数，溶融ジェット径，圧力（わずかではあるが水の密度に影響）及びプー

ル水深である。このうち溶融ジェット径は保守的に設定しており，また，プール水深

は解析モデルパラメータではない。 

エントレインメント係数については，ＭＡＡＰでは代表的なＦＣＩの大規模実験で

ある FARO 試験に対するベンチマーク解析によってその設定値及び不確かさ範囲を設

定している。FAROのベンチマーク解析でのエントレインメント係数の不確かさ範囲は，

～ となっている。以上より，粒子化量の不確かさとしてエントレインメ

ント係数の感度を確認する。 

溶融炉心の落下速度は，原子炉圧力容器内外の圧力差，溶融炉心の高さ（水頭）及

び溶融炉心の落下距離に依存する。原子炉減圧により原子炉圧力容器内外の圧力差が

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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十分小さくなることから，圧力差の不確かさの影響は小さい。また，有効性評価では

原子炉圧力容器の下部プレナム部に全量に近い溶融炉心が堆積しており，原子炉圧力

容器の破損位置も原子炉圧力容器底部中心となっているため，溶融炉心の水頭が高い

状態となっている。この場合，溶融炉心の流出速度が大きく落下量も多くなるため，

圧力スパイクの評価も厳しくなる。したがって，溶融炉心の水頭の不確かさ評価は必

要ない。一方，落下距離については，プール水深に不確かさがある。 

ＢＷＲ５ Mark-I 改良型格納容器プラントの例では，落下距離の不確かさをプール

水位の最大変動幅（3.4m）と仮定すると，ペデスタル底部から原子炉圧力容器底部ま

での距離（約 9.5m）の４割程度である。溶融炉心の落下速度が，落下距離の平方根に

比例すると考えると，落下速度の不確かさは２割程度である。溶融炉心の落下速度（ジ

ェット速度）の不確かさはエントレインメント係数の不確かさとして評価できる。ま

た，落下速度の不確かさはエントレインメント係数の不確かさ幅に包絡されている。

したがって，溶融炉心の落下速度の不確かさの影響は，エントレインメント係数の不

確かさ評価で確認できるため，落下速度の不確かさ評価は行わない。 

 

C）プール水とデブリ粒子との伝熱（デブリ粒子径） 

水中でエントレインされた高温のデブリ粒子は，その周囲を蒸気膜が覆う状態とな

り，デブリ粒子の熱伝達は膜沸騰熱伝達と輻射熱伝達に支配される。ＭＡＡＰではエ

ントレインしたデブリ粒子の温度を，これらの熱伝達を考慮した機構論的モデルによ

り計算する。また，デブリ粒子から水への伝熱は，デブリ粒子の径に直接依存する。

ＭＡＡＰでは，デブリ粒子径はジェットの表面張力に依存するモデルにより計算され

る。デブリ粒子径の導出式には，粒子径ファクタ（モデルパラメータ）が乗じられて

いる。ＭＡＡＰでは代表的なＦＣＩの大規模実験に対するベンチマーク解析によって

その設定値及び不確かさ範囲を設定しているため，デブリ粒子の伝熱の不確かさは粒

子径の不確かさとして考慮する。なお，格納容器下部の粒子径ファクタは，固定値

を設定している。 

 

D）格納容器内での水蒸気の流動 

ＦＣＩによる圧力スパイクの評価の観点では，ペデスタル領域の開口部からドライ

ウェル側への気体の流れのモデルも不確かさの要因として考えられる。ＭＡＡＰでは，

原子炉格納容器内の流動は，ノード・ジャンクションモデルを適用しており，格納容

器下部領域からドライウェル領域への流れは，ノードの圧力，ジャンクションの圧力

損失により，差圧流や臨界流として扱われる。ジャンクションの圧力損失は，一般的

な流動モデルを扱っていることから，不確かさは小さいと考えられる。 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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(3) 感度解析による確認 

上記の検討により，原子炉圧力容器外ＦＣＩにおける圧力スパイクに関して，解析

モデルでの不確かさは， 

・Ricou-Spalding モデルのエントレインメント係数 

・デブリ粒子径 

に代表され，それぞれの不確かさ幅を考慮した感度解析を実施した（解析条件及び結

果は添付２参照）。 

その結果，いずれのパラメータにおいても，原子炉圧力容器外ＦＣＩにより生じる

圧力スパイクへの感度は小さく，有効性評価の結果に影響を与えないことを確認した。 
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4.3.8 格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり，溶融炉心と格納容器下部プール水との

伝熱，溶融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガスの発

生［原子炉格納容器(炉心損傷後)］ 

これらは，ＭＣＣＩに関する物理現象である。ＭＣＣＩは重要な格納容器破損モードと

考えられ，これまで種々の実験や解析モデルの開発が行われてきている。そこで，添付３

「溶融炉心とコンクリートの相互作用について」では，知見の整理，不確かさの分析及び

感度解析による影響評価を行っている。以下に概要を示す。 

 

(1) 知見の整理 

A）MCCI 実験 

国内外での MCCI に関する実験及び研究として， 

・ACE 実験（アルゴンヌ国立研究所（ANL）） 

・SURC-4 実験（サンディア国立研究所（SNL））（国際標準問題 ISP－24） 

・BETA 実験（カールスルーエ研究所（KfK）） 

・SWISS 実験（サンディア国立研究所（SNL）） 

・WETCOR 実験（サンディア国立研究所（SNL）） 

・MACE 実験（米国電力研究所（EPRI）） 

・COTELS 実験（テスト B/C 及び A）（原子力発電技術機構（NUPEC）） 

・MCCI 実験（アルゴンヌ国立研究所（ANL）） 

・KROTOS 実験（欧州 JRC（Joint Research Center），イスプラ研究所） 

・FARO 実験（欧州 JRC（Joint Research Center），イスプラ研究所） 

・DEFOR 実験（スウェーデン王立工科大学（KTH）） 

・SPREAD 実験（国内 BWR 産業界） 

・PULiMS 実験（スウェーデン王立工科大学（KTH）） 

・KATS 実験（カールスルーエ研究センター（KIT，旧 FZK）） 

・セルフレベリング実験（アルゴンヌ国立研究所（ANL）） 

・SSWICS 実験（OECD/MCCI プロジェクト） 

・MET 実験（OECD/MCCI プロジェクト） 

・CCI 実験（OECD/MCCI プロジェクト） 

・クラスト破損実験（OECD/MCCI プロジェクト） 

について調査し，知見を整理した。 

 

B）得られた知見 

・ドライ条件でのコンクリート侵食 

溶融炉心に注水が行われない場合の侵食速度は，ACE 実験や SURC-4 実験で確認さ

れている。また，ＭＡＡＰコードによる SURC-4 実験解析が行われており，解析で得
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られた侵食速度は実験結果と良く一致している（１時間あたり 20cm 程度）。 

 

・ウェット条件（Top Flooding）でのコンクリート侵食 

SWISS 実験，WETCOR 実験及び MACE 実験では，溶融炉心上面へ注水をした場合（Top 

Flooding）のコンクリート侵食実験が行われたが，結果として，溶融炉心上面に安

定なハードクラストが形成されて溶融炉心内への水の浸入を妨げ，コンクリート侵

食が継続する結果が得られた。コンクリート侵食が停止しなかった主な原因は，溶

融炉心模擬物上面に形成されたクラストが側壁（側壁に耐火物を採用した一次元侵

食実験）あるいは電極と側壁の両者に固着し，クラストとその下の溶融炉心模擬物

とが分離したことにより，溶融炉心模擬物の効果的な除熱がなされなかったためで

あるとされている。 

COTELS 実験では，溶融物の落下過程を含めて模擬した MCCI 実験が実施され，結果

として，側壁侵食部に水が浸入し，コンクリート侵食が停止する結果が得られた。 

実機規模で安定化クラストが形成されるか否かを解明するため，OECD/MCCI プロジ

ェクトが行われ，クラスト強度，クラスト浸水，二次元コンクリート侵食挙動等を

分離効果的に調べる実験が実施された。その結果，実機規模では，安定クラストは

形成されず，ハードクラストは割れて水が内部に浸入し，ＭＣＣＩにより発生した

ガスにより溶融物がクラストの割れ目から噴出する火山型のクラストが形成される

との結果が得られている。また，CCI 試験の結果から玄武岩系コンクリートに侵食の

異方性が見られる結果が得られている。 

これらの知見は，ＭＣＣＩ評価のためにはデブリから水プールやコンクリートへ

の熱伝達の扱いが重要であることを示唆している。 

 

・水張りによる溶融物の粒子化 

溶融ジェットが水中へ落下する場合の粒子化挙動については，ＦＣＩ実験等によ

り確認されている。粒子化割合は，主に水深やジェット径に依存する。粒径（質量

中央径）は，比較的大きく，実験条件（初期圧力，水深，コリウム落下速度，サブ

クール度）に対する依存性は低いと報告されている。各 UO2混合物実験の平均的な粒

子径は，溶融物量の多い FARO 実験では 2.6～4.8mm，COTELS 実験では６mm 程度であ

る。また，粒子化割合を評価する解析モデルが提案されている（Ricou-Spalding モ

デルや Saito モデル等）。 

 

・溶融物の拡がり 

Mark-I 型格納容器のシェルアタックに関わる実験や評価により，初期水張りによ

るシェルアタック防止の有効性が確認されるとともに，溶融物の拡がりを評価する

解析コードが作成されている。溶融物の拡がりには，デブリ落下流量，デブリ成分，
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デブリ過熱度が主に影響することが示されている。KTH では，水中での溶融物の拡が

り挙動と固化性状を調べる PULiMS 実験が実施され，溶融物の拡がる過程は，流体力

学と固化の２つの競合プロセスに支配されるとして，流体力学には重力，慣性力，

粘性力及び表面張力が影響し，固化には溶融物から周囲への熱伝達，崩壊熱発生及

び溶融物の相変化が影響するとしている。また，KIT（旧 FZK）において KATS 実験が

実施され，溶融物の放出速度が比較的高い場合は，冷却材の有無によらず同様な拡

がり挙動になることが示されている。溶融物の拡がり挙動の解析のために，種々の

解析コードが提案されており，実験データをもとに検証が行われている。 

また，ANL でのセルフレベリング実験により，水プール中に不均質に堆積させた粒

子状ベッドにおいて，内部沸騰によって短時間にベッドの厚さが均一化されること

が示されている。 

 

・粒子状ベッドの冷却性 

粒子状ベッドの冷却性については，ドライアウト熱流束が種々の実験で確認され

ており，主に粒子径に依存するとの結果が得られている。また，ドライアウト熱流

束を評価する解析モデルがいくつか提案されているが，Lipinski 0-D モデル[28]が広

く使われている。 

 

(2) 不確かさの整理 

ＭＣＣＩの過程ごとに不確かさ要因を整理する。ＭＣＣＩは以下の過程で段階的に

進展する。 

・原子炉圧力容器下部ヘッド破損過程 

・溶融物の落下・堆積過程 

・ＭＣＣＩ進行と注水によるデブリ冷却過程 

各過程での物理現象及び解析モデルに関し，不確かさ要因を整理し，感度解析が必

要なパラメータを確認する。 

 

A) 原子炉圧力容器下部ヘッド破損過程 

この過程の不確かさは，下部ヘッドの破損面積や溶融炉心の流出量となる。それぞ

れについて，評価モデルと評価条件の考え方を示す。 

下部ヘッドの破損面積は，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損や下部ヘッドク

リープ破損等の種々の下部ヘッド破損モードがモデル化されており，最も早く破損条

件に至った破損モードにより破損が生じる。破損面積は，溶融物流出に伴う破損口の

径方向侵食による拡大も考慮されている。 

ＭＡＡＰコードによる有効性評価の解析結果から，制御棒駆動機構ハウジング溶接

部の破損による制御棒駆動機構ハウジング逸出が最も早く発生する。これにより約
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15cm径の破損口が下部ヘッドに開き，下部プレナム内の溶融炉心が格納容器下部に流

出することになる。他の下部ヘッド貫通配管が破損してもこれ以上の破損サイズには

ならないことから，制御棒駆動機構ハウジングの逸出が最も厳しい条件となっている。

なお，制御棒駆動機構ハウジング溶接部が破損しても外部サポートが設置されている

場合には，制御棒駆動機構ハウジングの逸出は起きにくいと考えられるため，この扱

いは保守的である。 

溶融炉心流出流量は駆動差圧として原子炉圧力容器内とペデスタルとの圧力差に

水及び溶融炉心の水頭圧を考慮して計算されている。ＭＡＡＰコードによる解析結果

から，最終的な流出総量は，全炉心相当と評価されており，厳しい条件となっている。 

以上に示したように，下部ヘッドの破損面積や溶融炉心の流出量について，いずれ

も厳しい条件が使用されているため，感度解析を行う必要はない。 

 

B) 溶融物の落下・堆積過程 

この過程では，原子炉圧力容器下部ヘッドが破損し，溶融炉心が事前水張りされた

ペデスタルへ落下するため，溶融物が水中で粒子化することが想定され，粒子化され

ない溶融炉心はペデスタル床に溶融プールとして堆積する。この過程では，溶融炉心

の水中での粒子化に不確かさが想定される。 

ＭＡＡＰコードでは，粒子化割合は，Ricou-Spalding モデルで計算される。

Ricou-Spalding モデルは，エントレインメント量（細粒化量）を流入流体の速度（ジ

ェット速度）と両流体の密度比に関連させたモデルであり，液－液混合問題において

広く利用されている相関式である。落下する溶融炉心は円柱ジェットで冷却水中に突

入することを想定し，円柱ジェット外周部の浸食として粒子化割合を評価している。 

溶融炉心粒子化割合に影響するパラメータは，エントレインメント係数，溶融ジェ

ット径及びプール水深であり，このうちモデルパラメータとしてエントレインメント

係数と溶融ジェット径に不確かさが想定される。 

エントレインメント係数については，ＭＡＡＰコードでは代表的なＦＣＩの大規模

実験である FARO 実験に対するベンチマーク解析によってその設定値及び不確かさ範

囲を設定している。FARO実験のベンチマーク解析でのエントレインメント係数の不確

かさ範囲は， ～ となっている。ＭＡＡＰ解析ではエントレインメント係

数として が使用されており，実験解析により，実験結果の粒子化割合をよく再

現するか，又は小さめに評価する入力となっている。溶融ジェット径は，下部ヘッド

破損口径により決まることから，前述のように大きい値としている。これは，粒子化

割合を小さめにする扱いをしていることになる。 

ちなみに，Ricou-Spalding モデルを使用して，実機で想定される水張り水深２m，

溶融ジェット径 0.15mの条件の場合で約 63％程度が粒子化される。 

以上のことから，エントレインメント係数については，不確かさ幅が設定されてお

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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り，溶融炉心が水中に落下した際の粒子化割合とその過程での蒸気発生やデブリ粒子

の酸化による水素ガス発生に影響することから，不確かさ幅の範囲で感度解析を実施

する。 

 

C) ＭＣＣＩ進行と注水によるデブリ冷却過程 

この過程では，溶融炉心の拡がり，デブリベッドの冷却性，コンクリート侵食に不

確かさが想定される。 

溶融炉心の拡がりは，ＭＡＡＰコードでは落下した溶融炉心はペデスタル床上に均

一に拡がると仮定している。 

Mark-Ⅰ型格納容器のライナーアタックに関する研究によれば，水張りがないと溶

融炉心は格納容器シェル壁（拡がり距離７m 程度）まで到達するが，水張りがあれば

溶融炉心の拡がりは抑えられ，拡がり距離は落下量等にも依存するが５m 程度となる

結果が得られている。有効性評価で想定している制御棒駆動機構ハウジングの逸出を

想定すると，ＡＢＷＲ（ペデスタル直径約 11m）で床上に水がある場合でも，床全面

に溶融物が拡がることが示されており，ＡＢＷＲ以外のＢＷＲではペデスタル床面積

がＡＢＷＲより小さいこと（Mark-Ⅰ改良型格納容器の場合，ペデスタル直径は約 6.4m）

を考慮すると，水張りをしている場合でも溶融炉心は，落下位置に依らず床全面に拡

がる可能性が高いと考えられる。これは，溶融物の拡がりに影響する因子のうち，主

に想定しているデブリ落下流量が大きい（全炉心相当の溶融炉心が１分程度で落下す

ることを想定）ことによるものと考えられる。以上のことから，溶融炉心の拡がり距

離については，不確かさを考慮しても床全面に拡がるものと想定される。 

次に，溶融炉心の堆積形状については，落下直後の初期段階では，不均一に堆積す

ることが想定されるが，粒子状ベッド内の継続的沸騰による粒子の攪拌によるセルフ

レベリング効果により，時間と共に堆積厚さが均一化することが想定される。ただし，

溶融炉心がペデスタルの中心からずれた位置に落下する場合を想定すると，セルフレ

ベリング効果により均一化に向かっていくが，偏った堆積形状でＭＣＣＩが進行する

可能性も考えられる。均一堆積形状（円柱）の扱いが，溶融炉心から水への伝熱を小

さくし，結果的にコンクリートへの伝熱を大きくしているため，ＭＣＣＩ評価の観点

から保守的な扱いと考えられるが，堆積形状の不確かさの影響を見るため，拡がりを

抑制した場合の感度解析の実施が必要と考えられる。ただし，溶融炉心の拡がりにつ

いては，ペデスタルの形状や事前水張りの深さに依るところが大きいため，個別プラ

ントにおけるこれらの状況を踏まえて感度解析等の取り扱いを行うことが適切と考

えられる。 

溶融炉心から水への熱流束は，溶融炉心上面の性状により大きく影響されるため，

大きな不確かさが想定される。 

溶融炉心上面から水への熱流束は，上部クラスト－水プール間の熱伝達モデルであ
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る Kutateladze 型の水平平板限界熱流束相関式の係数を調整することにより評価可能

である。 

前述のように事前水張り対策により溶融炉心の一部は粒子化して，溶融炉心上部に

粒子状ベッドを形成し，下部には粒子化しなかった溶融炉心が溶融プールを形成する

と想定される。これは，水中に溶融炉心を落下させた実験的知見から，安定クラスト

は形成されず，粒子状ベッドが形成されていることから妥当と考えられる。溶融炉心

上面は粒子状ベッドが形成されることを想定し，ＭＡＡＰコードの溶融炉心上面から

水への熱伝達のモデルパラメータであるKutateladzeの係数Fchfを変えることにより，

粒子状ベッドの冷却性の不確かさ評価を行う。ここでは，Lipinski 0-D モデルを使用

して粒子状ベッドのドライアウト熱流束の不確かさを評価した。主なパラメータは，

粒子径，ポロシティ，堆積高さ，圧力であり，以下のように想定する。 

 粒子径は，これまでの実験等の知見により３～７mmと報告されているため[29]，

この範囲を不確かさの範囲と想定する。 

 ポロシティは，おおむね 0.3 以上が報告されているが，粒子の充填状態の幅

を考慮して，0.26（面心立方格子，最稠密），0.32（体心立方格子），0.4（Ｍ

ＡＡＰ標準値），0.48（単純立方格子）の範囲を想定する。 

 粒子状ベッドの堆積高さは，全炉心相当が落下した場合１m以上となるが，破

損口径の拡大を考慮しても 33%以上の粒子化が想定されるため，30cm 以上と

する。 

 圧力は，ＭＣＣＩが発生する時間では格納容器圧力は 0.4MPa[abs]以上となっ

ているため，0.4MPa[abs]以上とする。 

Lipinski 0-D モデルによる評価結果を以下に示す。 

 圧力が 0.4MPa[abs]以上では，ポロシティの最も小さい 0.26 のケースでも 800 

kW/m2以上のドライアウト熱流束となる。この場合，大気圧状態では 400 kW/m2

程度となっている。また，ポロシティの最も大きい 0.48 のケースでは，大気

圧状態では 2,000 kW/m2程度となっている。 

 粒子径が３mm以上では，ポロシティの最も小さい0.26のケースでも 800 kW/m2

以上のドライアウト熱流束となる。 

 粒子ベッド高さが 30cm 以上ではドライアウト熱流束はほとんど変化がなく，

ポロシティの最も小さい 0.26 のケースでも 800 kW/m2以上のドライアウト熱

流束となる。 

以上の評価結果より，有効性評価条件として，大気圧状態で 800 kW/m2 で圧力依存

性を考慮した上面熱流束を使用することは，妥当と判断される。これは，ＭＡＡＰコ

ードの Kutateladze 式の係数 Fchfをデフォルトの 0.1 に設定することに相当する。ま

た，デブリ上面熱流束の不確かさの下限値は，800 kW/m2程度と考えられるため，粒子

径やポロシティ等の不確かさによる上面熱流束の不確かさの影響を確認するため，
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800 kW/m2一定を仮定した感度解析を実施する。 

コンクリートの種類（玄武岩系や石灰岩系）により，侵食挙動やガス発生挙動が異

なる。また，玄武岩系コンクリートに関しては，壁方向と床方向の侵食量に相違が見

られる知見が出ている。この侵食の異方性は，いまだ十分な理解が得られておらず，

現状モデルでも扱われていないが，モデルパラメータの感度解析により，この侵食異

方性の影響を検討する。 

評価モデルは以下のとおりである。 

 コンクリート表面から深さ方向に１次元熱伝導を解き温度分布を計算して

いる。 

 クラスト-コンクリート界面の温度がコンクリート溶融温度以上である場合

にコンクリート侵食が計算される。 

 コリウムからの伝熱量と分解／溶融潜熱により侵食量が評価される。 

 コンクリート分解による自由水・結合水・CO2 の発生を考慮し，溶融コリウ

ム中での化学熱力学平衡計算による未酸化金属との反応によりH2及びCO発

生が計算される。反応熱は，溶融炉心の崩壊熱に加算される。 

コンクリートの種類は，国内プラントでは玄武岩系コンクリートが主流であるが，

一部のプラントでは石灰岩系コンクリートが使用されている。コンクリートの種類に

より物性値を使い分けている。これらのコンクリートの侵食モデルは，ACE 実験，

SURC-4 実験等のドライ実験に対するＭＡＡＰモデルの実験解析により妥当性確認が

行われている。 

OECD/MCCI プロジェクトの CCI 実験で確認された玄武岩系コンクリートの侵食の異

方性について，この原因について明確な理解は得られていないが，溶融炉心から壁方

向と床方向への熱伝達に関してコンクリート種類により相違があることを示唆して

いる。この侵食の異方性の影響を確認するため，ＭＡＡＰコードでは，溶融プールか

ら横方向と下方向の対流熱伝達係数を調整して熱伝達の配分を変更することにより

感度解析を実施する。対流熱伝達係数の幅は，CCI-3 の試験結果を考慮し，底部を側

壁のモデルパラメータの推奨値の 1/4 とした場合，側壁を底部のモデルパラメータの

推奨値の 1/4 とした場合を想定する。 

 

(3) 感度解析による確認 

上記の検討により，ＭＣＣＩに関して，解析モデルでの不確かさは， 

・エントレインメント係数 

・上面熱流束係数 

・溶融プール－クラスト間の熱伝達係数 

に代表され，これらをパラメータとした感度解析を実施した。また，参考としてコン

クリートの種類の違いについても解析を実施した（解析条件及び結果は添付３参照）。 
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評価の結果，コンクリート侵食量に対して上面熱流束の感度が支配的であることが

確認された。上面熱流束を想定される下限値とした場合でも，コンクリート侵食量は，

22.5cm 程度であることが確認された。また，実験で確認されている侵食面における侵

食の不均一性については，ＭＡＡＰモデルのベンチマーク解析結果から，実験の侵食

面における侵食のばらつきが，ＭＡＡＰコードの予測侵食量の 20％の範囲内に収まっ

ていることから，上面熱流束の感度に比べて影響が小さいことを確認した。 

なお，この分野は複雑な多成分・多相熱伝達現象であり知見が十分であるとは言え

ず，また事前水張り時の落下デブリの冷却性を直接調べた実験例がほとんどないこと

から，今後も継続して検討を進め，新たな知見が出た場合には適宜評価に反映するよ

うに努めることが重要であると考える。 
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4.4 実機解析への適用性 

4.4.1 事故解析及び実験解析の実機への適用性 

4.3において実施した各種の事故解析及び実験解析に基づき，各解析モデルの実機へ

の適用性について評価する。 

 

(1) 放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生 [圧力容器(炉心損傷後)]，燃料被覆

管酸化，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管変形［炉心（燃料）］，

リロケーション，構造材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達［圧力

容器(炉心損傷後)］ 

炉心ヒートアップの解析において重要な燃料被覆管酸化，放射線水分解等による

水素ガス・酸素ガス発生，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管変形，

リロケーション，構造材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関す

るモデルの妥当性は，ＴＭＩ事故解析及び CORA 実験解析を通じて確認した。 

解析により得られた炉心ヒートアップ時の水素ガス発生量及びその発生期間は，

ＴＭＩ事故の分析結果とおおむね一致することを確認した。また，事故発生後約 220

分における炉心状態について，解析結果がＴＭＩ事故の分析結果と良く一致するこ

とを確認した。さらに，原子炉圧力容器壁面温度についても，解析においてＴＭＩ

事故の分析結果と同等な結果が得られていることを確認した。また，CORA 実験解析

における，燃料被覆管，制御棒及びチャンネルボックスの温度変化について，測定

データと良く一致することを確認した。 

ＴＭＩ及びCORA実験とＢＷＲ実機において，燃料被覆管酸化，放射線水分解等に

よる水素ガス・酸素ガス発生，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管

変形，リロケーション，構造材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達

に関する基本的な現象に有意な差はなく，したがってこれらの現象に関するモデル

について，実機解析への適用性を有すると判断できる。 

 

(2) 格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達［格

納容器］ 

格納容器各領域間の流動並びに構造材との熱伝達及び内部熱伝導に関するモデル

の妥当性は，HDR実験解析及びCSTF実験解析を通じて確認した。また，気液界面の熱

伝達に関するモデルの妥当性は，HDR実験解析を通じて確認した。 

HDR実験解析（E11.2実験）では，格納容器圧力及び温度について解析結果と測定

データの比較を行った。評価の結果，雰囲気からヒートシンクへの伝熱が過小に予

測されている可能性が示唆されており，それに起因して格納容器温度を十数℃程度

高めに，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向が確認されたが，縦長格納容

器形状や水蒸気注入位置といった実験体系に起因するものと考えられ，主要な傾向
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を再現できることを確認した。実機体系においてはこの種の不確かさは小さくなる

と考えられ，より適切に模擬する方向になると考えられる。また，非凝縮性ガス濃

度変化の解析結果が測定データと良く一致することを確認した。CSTF実験解析では，

格納容器温度及び非凝縮性ガス濃度変化について解析結果と測定データの比較を行

った。解析結果が測定データと良く一致することを確認した。 

HDR及びCSTFの格納容器はＢＷＲ実機と異なるものの，実験解析を通じて格納容器

各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導並びに気液界面の熱伝達に関す

る基本的な妥当性を確認しており，これらのモデルは実機解析への適用性を有する

と判断できる。 

 

(3) 溶融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生［格納容

器(炉心損傷後)］ 

溶融炉心とコンクリートの伝熱並びにコンクリート分解及び非凝縮性ガス発生に

関するモデルの妥当性は，ACE実験解析及びSURC-4実験解析を通じて確認した。 

ACE実験解析及びSURC-4実験解析では，コリウム温度及びコンクリート侵食深さに

ついて，解析結果が測定データと良く一致することを確認した。 

ACE実験及びSURC-4実験は，冷却水の注水がなく，かつコリウム及びコンクリート

の配置があらかじめ決められている。したがって，溶融炉心とコンクリートの伝熱，

コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生に関するモデルの妥当性を確認する上で，

冷却水の挙動や幾何形状といった要因の影響が小さい状態でのコンクリート侵食挙

動が確認できる。さらに，ACE実験のうちL7実験では，部分的に酸化したＢＷＲ燃料

を模擬したコリウム溶融物が用いられており，コリウムの熱的物性もＢＷＲ実機と

同等である。したがって，ACE実験解析及びSURC-4実験解析による妥当性確認に基づ

き，実機解析への適用性を有すると判断できる。 

なお，実機におけるコンクリート侵食挙動に関しては，格納容器下部におけるＦ

ＣＩ現象も含めた溶融炉心の堆積の仕方や水による冷却等がコンクリートへの伝熱

挙動にも影響する複合的な現象であることから，添付３において知見の整理，不確

かさの分析及び感度解析による影響評価を行っている。 

 

(4) 原子炉圧力容器内ＦＰ挙動［圧力容器(炉心損傷後)］，原子炉格納容器内ＦＰ挙動

［格納容器(炉心損傷後)］ 

原子炉圧力容器内ＦＰ挙動及び原子炉格納容器内ＦＰ挙動に関するモデルの妥当

性は，PHEBUS-FP実験解析及びABCOVE実験解析を通じて確認した。 

PHEBUS-FP実験解析では，ＦＰ放出割合の解析結果と測定データの比較から，ＦＰ

放出の開始時刻を良く再現できることを確認している。炉心の加熱出力が増加した

後は，測定データに比べて被覆管温度を高めに評価するとともに，より急激なＦＰ
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放出を予測している。ＦＰ放出が顕著になる実験開始後，約11,000秒以降は，測定

データが時間とともに一定の割合で増加するのに対し，解析結果は約0.5まで急激に

増加した後，緩やかな増加を示している。解析結果と測定データの差異は，実験に

おける小規模な炉心体系の模擬に起因していると考えられるが，実機体系では，局

所的な挙動による影響は相対的に小さくなるため，この種の不確かさは小さくなる

と考えられ，実機解析への適用性を有すると判断できる。 

ABCOVE実験解析では，格納容器中に発生させたエアロゾルについて気相中の濃度

変化を評価した。解析結果は，エアロゾルの生成に伴う濃度の増加，その後の凝集

及び沈着による濃度の減衰を良く模擬していることを確認した。エアロゾルの凝集

に伴い沈降速度が増大する挙動は区画の大きさに依存しないので，スケールの観点

においても実機解析への適用性を有すると判断できる。 

 

4.4.2 感度解析等による検討の整理 

重要現象に関連したパラメータの不確かさを分析し，その不確かさが重要現象に

与える影響を感度解析等に基づき評価することで，実機解析への適用性を確認する。 

 

(1) 沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流［炉心（熱流動）］ 

これらは原子炉圧力容器内の炉心水位挙動に関連する現象であり，原子炉圧力容

器内水位の低下が比較的緩慢なＴＱＵＸシーケンス及び比較的速い中小破断ＬＯＣ

Ａシーケンスを対象としてＳＡＦＥＲコードとの比較評価を行った。 

比較評価においては，ＣＣＦＬの取り扱い等により，水位変化に差異が生じるも

のの，水位低下幅はＭＡＡＰコードの方が保守的であり，その後の注水操作による

有効燃料棒頂部までの水位回復時刻は両コードで同等である。なお，感度解析はＢ

ＷＲ５ Mark-I 改良型格納容器プラントに対して実施したものであるが，その他のＢ

ＷＲプラントにおいても現象のメカニズムは同じであり，同様の傾向が得られる。

したがって，ＭＡＡＰコードのこれらの現象に対する解析モデルは，実機解析への

適用性を有すると判断できる。 

 

(2) 燃料被覆管酸化［炉心（燃料）］ 

炉心ヒートアップに関する解析モデルについては，4.2.1に示したＴＭＩ事故の分

析結果との比較を通じて，その妥当性を確認した。また，ＭＡＡＰコードの解析モ

デルがＴＭＩ事故及びその後の検討により得られた知見をもとに開発されているこ

とを踏まえると，ＭＡＡＰコードの解析モデルは一定の妥当性を有していると判断

できる。しかしながら，炉心溶融時の実機の挙動に関しては，現段階では十分な知

見が得られていない状況であることから，ここでは，炉心ヒートアップに関する解

析モデルに関連したパラメータに対する感度解析により，その影響を評価した。 
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炉心ヒートアップは，崩壊熱及びジルコニウム－水反応の酸化反応熱により進展

することから，酸化反応が促進されることを模擬してジルコニウム－水反応速度の

係数を変化させた場合の感度解析を行った。感度解析においては，仮想的な厳しい

想定ではあるがベースケースの２倍とした。感度解析は代表的にＢＷＲ５ Mark-I改

良型格納容器プラントを対象とし，炉心部への蒸気供給の差が生じることから，Ｔ

ＱＵＶシーケンス及び大破断ＬＯＣＡシーケンスについて実施した。 

その結果，炉心溶融時刻については，ＴＱＵＶ，大破断ＬＯＣＡシーケンスのい

ずれも感度が小さいことを確認した。また，炉心溶融後の事象進展として，下部プ

レナムへのリロケーション開始時刻は，両シーケンスともベースケースとほぼ同時

であり，炉心溶融開始から原子炉圧力容器破損までは３～４時間程度の時間を要す

ることから，原子炉圧力容器破損時点で格納容器下部に十分な注水がなされており，

実機解析への影響はない。さらに，ＴＱＵＶシーケンスでは，原子炉圧力容器破損

時の原子炉圧力も2.0MPa[gage]以下であり，格納容器圧力への影響もわずかとなる

ことから，実機解析への影響はない。水素ガス発生の観点では，感度解析において

は被覆管酸化反応熱の増加を想定して仮想的に被覆管表面積を大きくしているもの

であり，実機の被覆管表面積は形状により決まることから影響しない。 

以上，酸化反応が促進されることを模擬し，仮想的な条件としてジルコニウム－

水反応速度の係数を２倍とした場合の影響を評価した。なお，感度解析はＢＷＲ５ 

Mark-I改良型格納容器プラントに対して実施したものであるが，その他のＢＷＲプ

ラントにおいても現象のメカニズムは同じであり，同様の傾向が得られる。また，

コンクリート侵食量については，原子炉圧力容器破損時刻への感度は小さく，格納

容器下部への注水量に大きな差は生じないことから，影響は小さいと考えられる。

したがって，ＭＡＡＰコードの炉心ヒートアップに関する解析モデルは，実機解析

への適用性を有すると判断できる。 

 

(3) リロケーション［圧力容器(炉心損傷後)］ 

炉心のリロケーションに関する解析モデルについては，4.2.1に示したように，Ｔ

ＭＩ事故の分析結果との比較を通じて，その妥当性を確認した。また，ＭＡＡＰコ

ードの解析モデルがＴＭＩ事故及びその後の検討により得られた知見をもとに開発

されていることを踏まえると，ＭＡＡＰコードの解析モデルは一定の妥当性を有し

ていると判断できる。しかしながら，炉心溶融時の実機の挙動に関しては，現段階

では十分な知見が得られていない状況であることから，ここでは，炉心のリロケー

ションに関する解析モデルに関連したパラメータに対する感度解析により，その影

響を評価した。 

ＭＡＡＰコードでは，燃料の温度履歴に応じて炉心ノードが崩壊するまでの時間

を計算しており，炉心ノード崩壊のパラメータをベースケースから K引き下げる

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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ことで，リロケーションが早く進展する状態を模擬した。感度解析は代表的にＢＷ

Ｒ５ Mark-I改良型格納容器プラントを対象とし，炉心領域の冷却材による除熱の効

果により差が生じることから，ＴＱＵＶシーケンス及び大破断ＬＯＣＡシーケンス

について実施した。 

炉心溶融時刻については，ＴＱＵＶ，大破断ＬＯＣＡシーケンスのいずれも感度

は小さい。なお，原子炉圧力容器破損時刻についても，両シーケンスで感度は小さ

く，実機解析への影響はない。さらに，原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力も

2.0MPa[gage]以下であり，実機解析への影響はない。コンクリート侵食量について

は，原子炉圧力容器破損時刻への感度は小さく，格納容器下部への注水量に大きな

差は生じないことから，影響は小さいと考えられる。 

以上，炉心ノード崩壊のパラメータを，大幅ながら K引き下げることでリロケ

ーションが早く進展する状態を模擬した感度解析を行い，ＴＱＵＶ及び大破断ＬＯ

ＣＡシーケンスのいずれについても感度が小さいことを確認した。また，原子炉圧

力容器破損時の原子炉圧力は2.0MPa[gage]以下であり，かつ格納容器下部には十分

な注水があることから，実機解析での評価に影響を与えるものではない。なお，感

度解析はＢＷＲ５ Mark-I改良型格納容器プラントに対して実施したものであるが，

その他のＢＷＲプラントにおいても現象のメカニズムは同じであり，同様の傾向が

得られる。したがって，ＭＡＡＰコードのリロケーションに関する解析モデルは，

実機解析への適用性を有すると判断できる。 

 

(4) 原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［圧力容器(炉心損

傷後)］ 

原子炉圧力容器内ＦＣＩにより生じる圧力スパイクは，冷却材圧力バウンダリや

格納容器の破損に対する脅威とはならないと考えられるが，高圧溶融物放出を防止

する観点で，原子炉圧力容器破損時刻とあいまって影響することが考えられる。圧

力スパイクの大きさは溶融炉心の細粒化割合及び粒子径の影響が大きいため，ここ

では溶融ジェット径，細粒化モデルにおけるエントレインメント係数及びデブリ粒

子径をパラメータとして感度解析を実施した。 

いずれのパラメータに対する感度解析においても，圧力スパイクは原子炉圧力容

器破損までに終息する結果となっており，原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力

に対する感度は小さい。このことは，原子炉圧力容器内ＦＣＩは下部プレナムの冷

却材がすべて蒸発すると終息するが，その後，冷却材による溶融炉心からの除熱量

の減少によって下部ヘッドへの伝熱量が大きくなることで原子炉圧力容器破損が発

生するため，両者が重畳しにくいことを示している。なお，感度解析はＢＷＲ５ 

Mark-I改良型格納容器プラントに対して実施したものであるが，その他のＢＷＲプ

ラントにおいても炉心質量と冷却材体積の比は大きく変わらないため，同様の傾向

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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が得られる。したがって，ＭＡＡＰコードの原子炉圧力容器内ＦＣＩに関するモデ

ルは，実機解析への適用性を有すると判断できる。 

 

(5) 下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達［圧力容器(炉心損傷後)］ 

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関する解析モデルについては，4.2.1に示し

たように，ＴＭＩ事故の分析結果との比較を通じて，その妥当性を確認した。また，

ＭＡＡＰコードの解析モデルがＴＭＩ事故及びその後の検討により得られた知見を

もとに開発されていることを踏まえると，ＭＡＡＰコードの解析モデルは一定の妥

当性を有していると判断できる。しかしながら，炉心溶融時の実機の挙動に関して

は，現段階では十分な知見が得られていない状況であることから，ここでは，下部

プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関する解析モデルに関連したパラメータに対する

感度解析により，その影響を評価した。 

溶融炉心と上面水プールとの伝熱は限界熱流束により制限されるが，この制限を

低下させた条件で感度解析を実施した。その結果，原子炉圧力容器破損時刻にほと

んど感度がないことが確認された。 

一方，溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達については，ギャップにおける限界

熱流束で制限される。この制限を低下させた条件で感度解析を実施した結果につい

ても，原子炉圧力及び原子炉圧力容器破損時刻にほとんど感度がないことが確認さ

れた。 

溶融炉心と上面水プールとの伝熱及び溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達とも

に感度が小さい結果となっているが，この理由はこれらの現象による影響が下部プ

レナムにおいてドライアウトが生じるまでの期間に限定されることによる。 

なお，感度解析はＢＷＲ５ Mark-I 改良型格納容器プラントに対して実施したもの

であるが，その他のＢＷＲプラントにおいても現象のメカニズムは同じであり，同

様の傾向が得られる。したがって，ＭＡＡＰコードにおける下部プレナムでの溶融

炉心の熱伝達に関する解析モデルは，実機解析への適用性を有すると判断できる。 

 

(6) 原子炉圧力容器破損［圧力容器(炉心損傷後)］ 

有効性評価の解析において，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損は，溶接部

のひずみ量としきい値の比較により判定される。そこで，このしきい値をベースケ

ースの1/10に低下させた解析を実施し，原子炉圧力容器破損時刻の感度を評価した。

評価の結果，原子炉圧力容器破損時刻は約13分早まることを確認した。評価では有

意な影響を検知する目的から，しきい値を仮想的にベースケースの1/10まで低下さ

せたが，実機において破断ひずみがここまで大幅に低下することは考えにくいため，

溶接部のひずみ量しきい値の影響は十分に小さいと判断される。 

なお，感度解析はＢＷＲ５ Mark-I改良型格納容器プラントに対して実施したもの
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であるが，その他のＢＷＲプラントにおいても制御棒駆動機構ハウジングの構造は

大きく変わらないため同様の傾向が得られる。したがって，ＭＡＡＰコードの原子

炉圧力容器破損に関するモデルは，実機解析への適用性を有すると判断できる。 

 

(7) 原子炉圧力容器外ＦＣＩ（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［格納容器(炉心損

傷後)］ 

原子炉圧力容器外ＦＣＩについては，添付２において国内外で実施された実験等

による知見を整理するとともに，解析モデルに関する不確かさの整理を行い，感度

解析により有効性評価への影響を確認した。 

原子炉圧力容器外ＦＣＩにおける水蒸気爆発に関しては，UO2を用いた大規模ＦＣ

Ｉ実験であるFARO実験，KROTOS実験，COTELS実験及びTROI実験の結果から，実機に

おいて大規模な水蒸気爆発に至る可能性は極めて小さいと結論付けた。なお，参考

として，水蒸気爆発の発生を仮定した場合の影響についても，水蒸気爆発解析コー

ド（ＪＡＳＭＩＮＥ[25]）及び構造応答解析コード（ＡＵＴＯＤＹＮ[26]若しくはＬＳ

－ＤＹＮＡ[27]）を用いて，水蒸気爆発のトリガを解析的条件として与えることで水

蒸気爆発の発生を模擬した解析を行うことにより，水蒸気爆発による格納容器ペデ

スタル構造部への影響を評価し，格納容器の健全性に影響を及ぼさないことを確認

している。以上より，有効性評価において，原子炉圧力容器外ＦＣＩにおける水蒸

気爆発に関しては発生可能性が低く，水蒸気爆発挙動及びその後の格納容器の動的

挙動に関する評価は必須とはならない。 

原子炉圧力容器外ＦＣＩにおける圧力スパイクに関しては，解析モデルでの不確

かさはRicou-Spaldingモデルのエントレインメント係数及び溶融粒子の径に代表さ

れ，それぞれをパラメータとした感度解析を実施した。その結果，いずれのパラメ

ータについても，原子炉圧力容器外ＦＣＩにより生じる圧力スパイクへの感度が小

さいことを確認した。 

なお，感度解析はＢＷＲ５ Mark-I改良型格納容器プラントに対して実施したもの

であり，原子炉圧力容器外ＦＣＩによる圧力スパイクは，格納容器下部に落下する

溶融炉心の量や格納容器下部プール水位等の条件に依存して変化し得るものの，そ

の他のＢＷＲプラントにおいても現象のメカニズムは同じであり，同様の傾向が得

られる。したがって，ＭＡＡＰにおける原子炉圧力容器外ＦＣＩに関する解析モデ

ルは，実機解析への適用性を有すると判断できる。 

 

(8) 格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり，溶融炉心と格納容器下部プール水との伝

熱，溶融炉心とコンクリートの伝熱［格納容器(炉心損傷後)］ 

格納容器下部床面での溶融炉心の拡がりについては，関連する実験や評価に関す

る知見に基づくと，落下した溶融炉心は床上全体に均一に拡がると想定される。た
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だし，堆積形状の不確かさが想定されるため，個別プラントのペデスタルの形状や

事前水張りの深さを踏まえて，拡がりを抑制した感度解析等の取扱いを行うことが

適切と考えられる。 

ＭＣＣＩに関する種々の実験から得られた知見等に基づき不確かさの要因の分析

を行い，エントレインメント係数，上面熱流束係数及び溶融プール－クラスト間の

熱伝達係数をパラメータとした感度解析を行い，コンクリート侵食への影響を評価

した。評価の結果，コンクリート侵食量に対して上面熱流束の感度が支配的である

ことが確認された。上面熱流束を想定される下限値とした場合でも，コンクリート

侵食量は22.5cm程度であることが確認された。また，実験で確認されている侵食面

における侵食の不均一性については，ＭＡＡＰモデルのベンチマーク解析結果から，

実験の侵食面における侵食のばらつきが，ＭＡＡＰコードの予測侵食量の20%の範囲

内に収まっていることから，上面熱流束の感度に比べて影響が小さいことを確認し

た。 

なお，感度解析はＢＷＲ５ Mark-I改良型格納容器プラントに対して実施したもの

であるが，その他のＢＷＲプラントにおいても現象のメカニズムは同じであり，同

様の傾向が得られると考えられる。しかしながら，溶融炉心・コンクリート相互作

用については，複雑な多成分・多相熱伝達現象であり知見が十分であるとはいえな

いこと，また事前水張り時の落下溶融炉心の冷却性を直接調べた実験例がほとんど

ないことから，今後も継続して検討を進め，知見の拡充に努めることが重要である

と考える。 
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表 4.4-1 重要現象の不確かさの整理 (1/6) 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

炉
心
（
核
） 

崩壊熱 
炉心モデル（原子炉出力

及び崩壊熱）（3.3.2(2)） 
不要 ○ 入力値に含まれる。 

炉
心
（
燃
料
） 

燃料棒内 

温度変化 

炉心モデル（炉心熱水力

モデル）(3.3.2(3)） 

溶融炉心の挙動モデル

（炉心ヒートアップ） 

(3.3.6(1)） 

TMI 事 故 解 析

(4.2.1） 

CORA 実 験 解 析

(4.2.2) 

感度解析(4.3.2 及

び添付 1） 

○ TMI 事故解析における炉心ヒートアップ時の水素ガス発生，炉心領

域での溶融進展状態について，TMI 事故分析結果と良く一致するこ

とを確認した。 

○ CORA 実験解析における，燃料被覆管，制御棒及びチャンネルボック

スの温度変化について，測定データと良く一致することを確認し

た。 

○ 炉心ヒートアップ速度の増加（被覆管酸化の促進）を想定し，仮想

的な厳しい振り幅ではあるが，ジルコニウム－水反応速度の係数を

2 倍とした感度解析により影響を確認した（BWR5 Mark-I 改良型格

納容器プラント対象）。 

 TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに，炉心溶融の開始時刻への影

響は小さい。 

 下部プレナムへのリロケーションの開始時刻は，ほぼ変化しない。 

燃料棒表面 

熱伝達 

燃料被覆管 

酸化 

燃料被覆管 

変形 

炉
心
（
熱
流
動
） 

沸騰・ボイド率

変化 
炉心モデル（炉心水位計

算モデル）(3.3.2(4)） 
感度解析(4.3.1） 

○ TQUX シーケンス及び中小破断 LOCA シーケンスに対して，MAAP コー

ドと SAFER コードの比較を行い，以下の傾向を確認した（BWR5 

Mark-I 改良型格納容器プラント対象）。 

 MAAP コードでは SAFER コードで考慮している CCFL を取り扱って

いないこと等から，水位変化に差異が生じたものの水位低下幅は

MAAP コードの方が保守的であり，その後の注水操作による有効燃

料棒頂部までの水位回復時刻は両コードで同等である。 

気液分離 
(水位変化) 
・対向流 
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表 4.4-1 重要現象の不確かさの整理 (2/6) 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む)

 

原
子
炉
圧
力
容
器 

冷却材放出（臨

界流・差圧流） 

原子炉圧力容器モデル

（ 破 断 流 モ デ ル ）

(3.3.3(3)) 

不要 ○ 逃がし安全弁からの流量は，設計値に基づいて計算される。 

ECCS 注水（給水

系・代替注水設

備含む） 

安全系モデル（非常用炉

心冷却系）(3.3.5(1)) 

安全系モデル（代替注水

設備）(3.3.5(4)) 

不要 ○ 入力値に含まれる。 

原
子
炉
格
納
容
器 

格納容器 

各領域間 

の流動 
格納容器モデル（原子炉

格納容器の熱水力モデ

ル） 

(3.3.4(2)) 

HDR 実験

解析 

(4.2.3) 

CSTF 実

験解析

(4.2.4) 

○ HDR 実験解析では，格納容器圧力及び温度について，温度成層化を含

めて傾向を良く再現できることを確認した。格納容器温度を十数℃

程度高めに，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向が確認さ

れたが，実験体系に起因するものと考えられ，実機体系においては

この種の不確かさは小さくなるものと考えられる。また，非凝縮性

ガス濃度の挙動について，解析結果が測定データと良く一致するこ

とを確認した。 

○ CSTF 実験解析では，格納容器温度及び非凝縮性ガス濃度の挙動につ

いて，解析結果が測定データと良く一致することを確認した。 

構造材との熱伝

達及び内部熱伝

導 

気液界面の 

熱伝達 
－ 

スプレイ冷却 

安全系モデル（格納容器

スプレイ）(3.3.5(2)) 

安全系モデル（代替注水

設備）(3.3.5(4)) 

不要 

○ 入力値に含まれる。 

○ スプレイの水滴温度は短時間で雰囲気温度と平衡に至ることから伝

熱モデルの不確かさはない。 

放射線水分解等

による水素ガ

ス・酸素ガス発

生 

－ 不要 
○ 窒素置換による格納容器雰囲気の不活性化が行われており，酸素ガス

発生は水の放射線分解に起因する。 
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表 4.4-1 重要現象の不確かさの整理 (3/6) 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

原
子
炉
格
納
容
器 

格納容器 

ベント 

格納容器モデル（原子

炉格納容器の熱水力モ

デル） 

(3.3.4(2)) 

不要 

○ 入力値に含まれる。 

○ MAAP コードでは格納容器ベントについては，設計流量に基づいて流

路面積を入力値として与え，格納容器各領域間の流動と同様の計算

方法が用いられている。 

サ プ レ ッ シ ョ

ン・プール冷却 

安全系モデル（非常用

炉心冷却系）

(3.3.5(1)) 

不要 ○ 入力値に含まれる。 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

リロケーション 

溶融炉心の挙動モデル

（リロケーション）

(3.3.6(2)) 

TMI 事故解析

(4.2.1) 

感度解析(4.3.3 及

び添付 1) 

○ TMI事故解析における炉心領域での溶融進展状態について，TMI事故

分析結果と良く一致することを確認した。 

○ リロケーションの進展が早まることを想定し，炉心ノード崩壊のパ

ラメータを低下させた感度解析により影響を確認した（BWR5 Mark-I

改良型格納容器プラント対象）。 

 TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに，炉心溶融時刻，原子炉圧力

容器の破損時刻への影響が小さいことを確認した。 

構造材との熱伝

達 

原子炉圧力容器

内 FCI(溶融炉心

細粒化) 

溶融炉心の挙動モデル

（下部プレナムでの溶

融炉心の挙動） 

(3.3.6(3)) 

感度解析(4.3.4 及

び添付 1) 

○ 原子炉圧力容器内FCIに影響する項目として，溶融ジェット径，エ

ントレインメント係数及びデブリ粒子径をパラメータとして感度

解析を行い，いずれについても，原子炉圧力容器破損時点での原子

炉圧力に対する感度が小さいことを確認した（BWR5 Mark-I改良型

格納容器プラント対象）。 

原子炉圧力容器

内 FCI(デブリ粒

子熱伝達) 
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表 4.4-1 重要現象の不確かさの整理 (4/6) 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

下部プレナムで

の溶融炉心の熱

伝達 

溶融炉心の挙動モデル

（下部プレナムでの溶

融炉心の挙動） 

(3.3.6(3)) 

TMI事故解析

(4.2.1) 

感度解析(4.3.5及

び添付1) 

○ TMI事故解析における下部プレナムの温度挙動について，TMI事故分

析結果と良く一致することを確認した。 

○ 下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の限界熱流束，下

部プレナムギャップ除熱量に係る係数に対する感度解析を行い，原

子炉圧力容器破損時刻等の事象進展に対する影響が小さいことを確

認した（BWR5 Mark-I改良型格納容器プラント対象）。 

原子炉圧力容器

破損 

溶融炉心の挙動モデル

（原子炉圧力容器破損

モデル） 

(3.3.6(4)) 

感度解析(4.3.6及

び添付1) 

○ 原子炉圧力容器破損に影響する項目として制御棒駆動機構ハウジン

グ溶接部の破損判定に用いる最大ひずみ（しきい値）をパラメータ

とした感度解析を行い，原子炉圧力容器破損時刻が約13分早まるこ

とを確認した（BWR5 Mark-I改良型格納容器プラント対象）。ただし，

仮想的な厳しい条件に基づく解析結果であり，実機における影響は

十分小さいと判断される。 

放射線水分解等

に よ る 水 素 ガ

ス・酸素ガス発生 

格納容器モデル（水素

ガス発生）（3.3.4(3)） 

TMI事故解析

(4.2.1) 

○ 炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量は，TMI事故解

析を通じて分析結果と良く一致することを確認した。 

原子炉圧力容器

内 FP 挙動 

核分裂生成物（FP）挙

動モデル(3.3.7) 

PHEBUS-

FP実験

解析 

(4.2.7) 

－ ○ PHEBUS-FP実験解析により，FP放出の開始時刻を良く再現できている

ものの，燃料棒被覆管温度を高めに評価することにより，急激なFP

放出を示す結果となった。ただし，この原因は実験における小規模

な炉心体系の模擬によるものであり，実機の大規模な体系において

この種の不確かさは小さくなると考えられる。 

○ ABCOVE実験解析により，格納容器内のエアロゾル沈着挙動を適正に

評価できることを確認した。 

（
炉
心
損
傷
後
） 

原
子
炉
格
納
容
器 

原子炉格納容器

内 FP 挙動 

ABCOVE 

実験解

析 

(4.2.8) 

  



 

 
 

5
-
2
2
0 

表 4.4-1 重要現象の不確かさの整理 (5/6) 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

原
子
炉
格
納
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

原子炉圧力容器

外 FCI(溶融炉心

細粒化) 溶融炉心の挙動モデル

（格納容器下部での溶

融 炉 心 の 挙 動 ）

（3.3.6(5)) 

感度解析（4.3.7，

4.3.8， 

添付2及び 

添付3) 

○ 原子炉圧力容器外FCI現象に関する項目としてエントレインメント

係数及びデブリ粒子径をパラメータとして感度解析を行い，原子炉

圧力容器外FCIによって生じる圧力スパイクへの感度が小さいこと

を確認した（BWR5 Mark-I改良型格納容器プラント対象）。 原子炉圧力容器

外 FCI(デブリ粒

子熱伝達) 
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表 4.4-1 重要現象の不確かさの整理 (6/6) 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

原
子
炉
格
納
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

格納容器下部

床面での溶融

炉心の拡がり 

溶融炉心の挙動モデル（格

納容器下部での溶融炉心

挙動）（3.3.6(5)） 

感度解析

（4.3.8及び 

添付 3） 

○ 溶融炉心の拡がり実験や評価に関する知見に基づき，落下した溶融炉心は

床上全体に均一に拡がると想定される。ただし，堆積形状の不確かさが想

定されるため，個別プラントのペデスタルの形状や事前水張りの深さを踏

まえて，拡がりを抑制した感度解析等の取扱いを行うことが適切と考えら

れる。 

溶融炉心と格

納容器下部プ

ールとの伝熱 

○ MCCI現象に関する不確かさの要因分析より，エントレインメント係数，上面

熱流束及び溶融プールからクラストへの熱伝達係数をパラメータとした感

度解析を行った。評価の結果，コンクリート侵食量に対して上面熱流束の感

度が支配的であることを確認した。また，上面熱流束を下限値とした場合で

も，コンクリート侵食量が22.5cm程度であることを確認した（BWR5 Mark-I

改良型格納容器プラント対象）。 

○ 上記の感度解析は，想定される範囲で厳しい条件を与えて感度を見たもので

あり，不確かさを考慮しても実機でのコンクリート侵食量は感度解析よりも

厳しくなることはないと考えられる。 

溶融炉心とコ

ンクリートの

伝熱 

ACE実験解析

（4.2.5） 

SURC-4実験解

析（4.2.6） 

感度解析

（4.3.8及び 

添付3） 

○ ACE実験解析及びSURC-4実験解析より，溶融炉心堆積状態が既知である場合

の溶融炉心とコンクリートの伝熱及びそれに伴うコンクリート侵食挙動に

ついて妥当に評価できることを確認した。 

○ 実験で確認されている侵食の不均一性については，実験における侵食のばら

つきがMAAPコードの予測侵食量の20%の範囲内に収まっていることから，上

面熱流束の感度に比べて影響が小さいことを確認した（BWR5 Mark-I改良型

格納容器プラント対象）。 

コンクリート

分解及び非凝

縮性ガス発生 
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5. 有効性評価への適用性 

４章の妥当性確認において得られた重要現象に対する不確かさと，その不確かさが有効

性評価に与える影響を表 5-1 に示す。 

 

5.1 不確かさの取り扱いについて（評価指標の観点） 

5.1.1 崩壊熱［炉心（核）］ 

有効性評価では崩壊熱として，ANSI/ANS-5.1-1979 を用いている。ANSI/ANS-5.1-1979 は

ANS の軽水炉向け標準規格として発行されたものであり，設計値等に基づく信頼性の高い評

価モデルである。有効性評価においては，平衡炉心のサイクル末期燃焼度に対し 1.1 倍した

ものを使用しており，崩壊熱を大きくするよう考慮している。 

炉心損傷防止の観点では，大きめの崩壊熱を与えることで，原子炉格納容器圧力及び温度

に対して厳しい結果を与える。 

格納容器破損防止の観点でも，大きめの崩壊熱を与えることで，いずれの格納容器破損モ

ードでも，炉心ヒートアップ，溶融進展を早める傾向となる。「格納容器過圧・過温破損」

の場合，原子炉格納容器圧力及び温度に対して厳しい結果を与える。「高圧溶融物放出／格

納容器雰囲気直接加熱」の場合，原子炉圧力容器破損までの事象進展を早める傾向となり，

高圧溶融物放出防止に対して厳しい結果を与える。「溶融燃料－冷却材相互作用」の場合，

溶融炉心と冷却材の相互作用に伴う圧力スパイクを大きめに評価する結果を与える。「水素

燃焼」の場合，酸素ガスの発生量について崩壊熱を用いた評価を行っており，酸素濃度に対

して厳しい結果を与える。「溶融炉心・コンクリート相互作用」の場合，溶融炉心の冷却が

されにくくなり，コンクリート侵食に対して厳しい結果を与える。 

以上，いずれについても，厳しい結果を与えるものの，炉心損傷防止対策及び格納容器破

損防止対策の有効性の判断には影響しない。 

 

5.1.2 沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流［炉心（熱流動）］ 

これらは原子炉圧力容器内の炉心水位挙動に関する現象であり，原子炉圧力容器内水位

の低下が比較的緩慢なＴＱＵＸシーケンス及び比較的速い中小破断ＬＯＣＡシーケンスを

対象としてＳＡＦＥＲコードとの比較評価を行った。 

ＭＡＡＰコードはＳＡＦＥＲコードで考慮しているＣＣＦＬ現象を取り扱っていないこ

と等から水位変化に差異が生じたものの，水位低下幅はＭＡＡＰコードの方が保守的であ

り，その後の注水操作による有効燃料棒頂部までの水位回復時刻は両コードで同等である

ことから，原子炉圧力容器内挙動を含めた全体挙動を適正に評価していると判断できる。 

 

5.1.3 冷却材放出（臨界流・差圧流）［原子炉圧力容器］ 

逃がし安全弁からの冷却材放出については，設計値に基づき流量が適正に計算されてい

る。 
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5.1.4 格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達，

格納容器ベント［原子炉格納容器］ 

 格納容器各領域間の流動及び気液界面の熱伝達については，挙動が適正に評価され，不確

かさは小さい。構造材との熱伝達及び内部熱伝導については，HDR の縦長格納容器形状や水

蒸気注入位置といった実験体系に起因するものと考えられるが，短期的な応答として格納

容器温度を十数℃程度高めに，原子炉格納容器圧力を１割程度高めに評価する結果となっ

た。実機体系においてはこの種の不確かさは小さくなると考えられるが，原子炉格納容器圧

力及び温度の上昇を実際の挙動よりも大きめに評価する可能性がある。なお，格納容器ベン

トについては，設計流量に基づいて流路面積を入力値として与え，格納容器各領域間の流動

と同様の計算方法が用いられている。 

 

5.1.5 ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）［原子炉圧力容器］，スプレイ冷却，

サプレッション・プール冷却［原子炉格納容器］ 

ＥＣＣＳ注水及びスプレイ冷却については，設計値に基づき注入特性を与えることで，冷

却に対して保守的な条件となるよう設定している。スプレイによる混合挙動については，液

滴径を入力し，液滴と気相部の界面熱伝達により気相部が冷却されるモデルであるが，液滴

の伝熱面積が大きいことにより，スプレイされた水は気相部温度と等しくなって液相に落

下する結果となる。したがって，モデルの不確かさによる影響はないと考えられる。 

サプレッション・プール冷却については，ポンプ流量及び除熱量を設計値に基づき与えて

おり，適正に評価される。 

 

5.1.6 燃料被覆管酸化［炉心（燃料）］，放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生

［原子炉格納容器］［原子炉圧力容器（炉心損傷後）］ 

炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量は Baker-Just の相関式（高温）又

は Cathcart の相関式（低温）を用いて計算され，これらのモデルはＴＭＩ事故解析により

妥当性が確認されている。なお，ＢＷＲでは窒素置換による格納容器雰囲気の不活性化が行

われることにより，酸素濃度が低いため，短期的に爆轟が生じることはない。長期的には水

の放射線分解により酸素ガスが発生するが，電力共通研究の実験結果[30]に基づいたＧ値を

用いて酸素ガス発生量を評価している。ＢＷＲでは格納容器内がウェット環境にあるが，酸

素濃度の判定基準への適合性について，水蒸気濃度を除いたドライ条件下で行うことによ

り，保守的に評価している。これらのことから，有効性評価の結果に与える影響はない。 

 

5.1.7 炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃

料被覆管変形［炉心（燃料）］），リロケーション，構造材との熱伝達及び下部プ

レナムでの溶融炉心の熱伝達［原子炉圧力容器（炉心損傷後）］ 

炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管
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変形）に関する現象については，実機スケールで確認された例が少ない。しかしながら，Ｍ

ＡＡＰコードの解析モデルは，ＴＭＩ事故や CORA 実験等のその後の実験の知見に基づいて

開発され，そのモデルを用いて実施されたＴＭＩ事故のベンチマーク解析及び CORA 実験解

析において再現性も確認されていることから，妥当性があると判断でき，各事故シーケンス

の評価に適用できる。 

また，炉心ヒートアップ現象に関し，ジルコニウム－水反応速度に対する感度解析を実施

し，影響を確認した。ＴＱＵＶ，大破断ＬＯＣＡシーケンスともに，炉心溶融開始時刻及び

下部プレナムへのリロケーションの開始時刻等の事象進展への影響は小さく，「格納容器過

圧・過温破損」及び「原子炉圧力容器外の溶融炉心－冷却材相互作用」の評価指標に与える

影響は小さい。また，「高圧溶融物・格納容器雰囲気直接加熱」については，原子炉圧力容

器破損時の原子炉圧力が 2.0MPa[gage]を上回ることはなく，格納容器破損防止対策の有効

性に与える影響はない。「溶融炉心・コンクリート相互作用」については，原子炉圧力容器

破損時間への影響が小さく，原子炉圧力容器破損時点で格納容器下部に十分な注水がなさ

れていることから，コンクリート侵食量への影響は小さいと考えられる。「水素燃焼」につ

いては，酸素ガスの発生量について崩壊熱を用いた評価を行っており，評価指標に与える影

響はない。 

リロケーションに関する現象については，実機スケールで確認された例が少ない。しかし

ながら，ＭＡＡＰコードの解析モデルは，ＴＭＩ事故やその後の実験等の知見に基づいて開

発され，その解析モデルを用いて実施されたＴＭＩ事故のベンチマーク解析において再現

性も確認されていることから，妥当性があると判断でき，各事故シーケンスの評価に適用で

きる。 

また，リロケーションに関する感度を確認するために，炉心ノード崩壊のパラメータに対

し，感度解析を行った。ＴＱＵＶ，大破断ＬＯＣＡシーケンスともに，炉心溶融やリロケー

ション後の原子炉圧力容器の破損時刻に与える感度は小さく，事象進展への影響は限定的

であり，「格納容器過圧・過温破損」及び「原子炉圧力容器外の溶融炉心－冷却材相互作用」

の評価指標に与える影響はない。「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」については，

原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力は 2.0MPa[gage]を上回ることはなく，格納容器破損防

止対策の有効性に与える影響はない。「水素燃焼」について，酸素ガスの発生量について崩

壊熱を用いた評価を行っており，評価指標に与える影響はない。「溶融炉心・コンクリート

相互作用」については，原子炉圧力容器破損時点で格納容器下部に十分な注水がなされてい

ることから，コンクリート侵食量への影響は小さいと考えられる。 

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関する現象に関しては，実機スケールで確認され

た例が少なく，現象自体に不確かさが大きいと考えられる。しかしながら，ＭＡＡＰコード

の解析モデルは，ＴＭＩ事故やその後の実験等の知見に基づいて開発され，その解析モデル

を用いて実施されたＴＭＩ事故のベンチマーク解析において再現性も確認されていること

から，ＭＡＡＰコードによる解析結果は一定の妥当性を有するものと考えられる。 
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また，下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の限界熱流束，下部プレナムギャ

ップ除熱量に係る係数に対する感度解析を実施し，影響を確認した。原子炉圧力容器破損時

刻等の事象進展に大きな相違はないため，不確かさによる原子炉圧力容器破損時刻等の事

象進展への影響は小さく，各事故シーケンスの評価指標への影響は小さいと考えられる。 

 

5.1.8 原子炉圧力容器破損［原子炉圧力容器（炉心損傷後）］ 

原子炉圧力容器破損に影響する項目として「制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判

定に用いる最大ひずみ（しきい値）」をパラメータとした場合の感度解析を行い，原子炉圧

力容器破損時刻が約 13分早まることを確認した。ただし，この結果は仮想的な厳しい条件

を与えたケースであり，実機における影響は十分小さいと判断され，各事故シーケンスの評

価指標への影響は小さいと考えられる。 

 

5.1.9 原子炉圧力容器内ＦＰ挙動［原子炉圧力容器（炉心損傷後）］，原子炉格納容器内

ＦＰ挙動［原子炉格納容器（炉心損傷後）］ 

PHEBUS-FP 実験解析において，ギャップ放出のタイミングについては適切に評価されるこ

とを確認している。その後の実験解析における燃料破損後のＦＰ放出開始のタイミング及

び放出挙動については，被覆管酸化反応熱を大きく，燃料棒被覆管温度が高めに推移するこ

とにより早めに評価する傾向があったが，実験における小規模な炉心体系の模擬に起因し

ていると考えられ，実機体系では，局所的な挙動による影響は相対的に小さくなるため，こ

の種の不確かさは小さくなると考えられる。なお，最終的なＦＰ放出割合は実験と同程度と

なっている。 

ABCOVE 実験解析により，格納容器へ放出されたエアロゾルの沈着挙動について，ほぼ適

正に評価できることを確認しており，各事故シーケンスの評価への影響は小さい。 

 

5.1.10 原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［原子炉圧力容器

（炉心損傷後）］ 

原子炉圧力容器内ＦＣＩに影響する項目として，溶融ジェット径，エントレインメント係

数及びデブリ粒子径をパラメータとして感度解析を行い，いずれについても，原子炉圧力容

器破損時点での原子炉圧力に対する感度が小さいことを確認した。 

「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」では，高圧溶融物放出を防止する観点で，

原子炉圧力容器破損時刻とあいまって，原子炉圧力容器内ＦＣＩによる原子炉圧力変化が

原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力に影響すると考えられるが，上記のとおり，原子炉

圧力容器破損時点での原子炉圧力に対する感度は小さく，2.0MPa[gage]を上回ることはな

い。 

 
5.1.11 原子炉圧力容器外ＦＣＩ（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［格納容器（炉心
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損傷後）］ 

原子炉圧力容器外ＦＣＩにおける水蒸気爆発に関しては，実機において大規模な水蒸気

爆発に至る可能性は極めて小さく，有効性評価においては，水蒸気爆発挙動及びその後の格

納容器の動的挙動に関する評価は必須ではなく，各事故シーケンスの評価に対して影響す

るものではない。 

原子炉圧力容器外ＦＣＩにおける圧力スパイクに関しては，解析モデルでの不確かさが

エントレインメント係数及びデブリ粒子径に代表され，感度解析により原子炉圧力容器外

ＦＣＩにより生じる圧力スパイクへの感度は小さいことを確認しており，「原子炉圧力容器

外の溶融燃料－冷却材相互作用」の評価指標への影響は小さい。 

また，ＭＣＣＩ現象への影響の観点で，エントレインメント係数に関して感度解析を実施

し，ＭＣＣＩによるコンクリート侵食量への感度が小さいことを確認した。 

 

5.1.12 格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり，溶融炉心と格納容器下部プール水との

伝熱，溶融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生

［格納容器（炉心損傷後）］ 

ＭＣＣＩに関する種々の実験や解析から得られた知見等に基づき不確かさの要因の分析

を行い，ＭＣＣＩ現象への影響の観点で感度解析等の検討を行った。 

格納容器下部床面での溶融炉心の拡がりについては，関連する実験や評価に関する知見

に基づくと，落下した溶融炉心は床上全体に均一に拡がると想定される。ただし，堆積形状

の不確かさが想定されるため，個別プラントのペデスタルの形状や事前水張りの深さを踏

まえて，拡がりを抑制した感度解析等の取扱いを行うことが適切と考えられる。 

溶融炉心と格納容器下部プール水との伝熱については，感度解析によりコンクリート侵

食量に対して上面熱流束の感度が支配的であることが確認された。上面熱流束を想定され

る下限値とした場合でも，コンクリート侵食量は 22.5cm 程度に収まることが確認された。

上記の感度解析は，想定される範囲で厳しい条件を与えて感度を見たものであり，不確かさ

を考慮しても実機でのコンクリート侵食量は，感度解析よりも厳しくなることはないと考

えられる。 

溶融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生はコンクリー

ト侵食量に影響のある重要現象として抽出されるが，コンクリート侵食モデルは ACE 実験

解析や SURC-4 実験解析により妥当性が確認されており，不確かさは限定されているため適

用性を有するものと考えられる。また，実験で確認されている侵食面における侵食の不均一

性については，ＭＡＡＰモデルのベンチマーク解析結果から，実験における侵食のばらつき

が，ＭＡＡＰコードの予測侵食量の 20％の範囲内に収まっていることから，上面熱流束の

感度に比べて影響が小さいことを確認した。 

「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，上面熱流束を主要因としてコンクリート侵食

量の予測に与える不確かさがあり，ＭＡＡＰで得られた結果に対し，不確かさを考慮するこ
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とで，格納容器破損防止対策の有効性を確認できる。 
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5.2 不確かさの取り扱いについて（運転操作の観点） 

有効性評価において，ＭＡＡＰを適用する事象で仮定する運転操作は， 

① 逃がし安全弁の開弁による原子炉の減圧 

② 低圧代替注水系による原子炉への注水 

③ 格納容器代替スプレイ系による格納容器スプレイ 

④ 格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱 

⑤ 残留熱除去系による格納容器除熱 

⑥ サプレッション・プール水位制限値到達による格納容器スプレイ停止 

⑦ 高圧代替注水系による原子炉への注水 

⑧ 格納容器下部注水系による格納容器下部注水 

⑨ 外部水源からの総注水量制限到達による格納容器スプレイ停止 

である。以下，各運転操作に対するＭＡＡＰコードでモデル化されている重要現象の不確か

さの影響を整理する。 

 

5.2.1 逃がし安全弁の開弁による原子炉の減圧 

各事故シーケンスに対して，原子炉を減圧するために，時間・原子炉水位・サプレッショ

ン・プール水温等のパラメータに応じて逃がし安全弁の手動開弁操作を適宜実施する。 

ＭＡＡＰコードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響と

して，「崩壊熱」「沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流」「冷却材放出（臨界

流・差圧流）」「炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，

燃料被覆管変形）」等の不確かさに起因する原子炉水位挙動・サプレッション・プール水温

挙動の違いが挙げられるが，４章に示した各重要現象に対する感度解析・実験解析の結果か

ら，本運転操作に対して，上記重要現象の不確かさが与える影響は小さいと考えられる。 

 

5.2.2 低圧代替注水系による原子炉への注水 

各事故シーケンスに対して，炉心を冷却するために，時間・原子炉水位等のパラメータに

応じて低圧代替注水系による注水を適宜実施する。 

ＭＡＡＰコードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響と

して，「崩壊熱」「沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流」「冷却材放出（臨界

流・差圧流）」「炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，

燃料被覆管変形）」等の不確かさに起因する原子炉水位挙動等の違いが挙げられるが，４章

に示した各重要現象に対する感度解析・実験解析の結果から，本運転操作に対して，上記重

要現象の不確かさが与える影響は小さいと考えられる。 

 
5.2.3 格納容器代替スプレイ系による格納容器スプレイ 

各事故シーケンスに対して，格納容器雰囲気を冷却するために，格納容器圧力あるいは格
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納容器温度が設定値に到達した時点で格納容器代替スプレイ系による格納容器スプレイを

適宜実施する。 

ＭＡＡＰコードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響と

して，「崩壊熱」「冷却材放出（臨界流・差圧流）」「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」「炉

心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形）」

「リロケーション」等の不確かさに起因する格納容器圧力あるいは格納容器温度の設定値

到達時間の違いが挙げられるが，４章に示した各重要現象に対する感度解析・実験解析の結

果から，本運転操作に対して，上記重要現象の不確かさが与える影響は小さいと考えられる。 

 

5.2.4 格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱 

各事故シーケンスに対して，格納容器から除熱するために，格納容器圧力が限界圧力等の

設定値に到達した時点で格納容器圧力逃がし装置によるベントを適宜実施する。 

ＭＡＡＰコードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響と

して，「崩壊熱」「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」等の不確かさに起因する格納容器圧力

の設定値到達時間の違いが挙げられるが，４章に示した各重要現象に対する感度解析・実験

解析の結果から，本運転操作に対して，上記重要現象の不確かさが与える影響は小さいと考

えられる。 

 

5.2.5 残留熱除去系による格納容器除熱 

「高圧注水・減圧機能喪失」「崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）」シーケン

スに対して，時間・原子炉水位等のパラメータに応じて残留熱除去系等による格納容器除熱

を実施する。 

ＭＡＡＰコードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響と

して，「崩壊熱」「沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流」「炉心ヒートアップ

（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形）」等の不確か

さに起因する原子炉水位挙動の違いが挙げられるが，４章に示した各重要現象に対する感

度解析・実験解析の結果から，本運転操作に対して，上記重要現象の不確かさが与える影響

は小さいと考えられる。 

 

5.2.6 サプレッション・プール水位制限値到達による格納容器スプレイ停止 

各事故シーケンスに対して，サプレッション・プール水位が制限値まで到達した場合に格

納容器スプレイを停止させる。 

ＭＡＡＰコードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響と

して，「崩壊熱」「冷却材放出（臨界流・差圧流）」「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」「炉

心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形）」

「リロケーション」等の不確かさに起因するサプレッション・プール水位の設定値到達時間
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の違いが挙げられるが，４章に示した各重要現象に対する感度解析・実験解析の結果から，

本運転操作に対して，上記重要現象の不確かさが与える影響は小さいと考えられる。 

 

5.2.7 高圧代替注水系による原子炉への注水 

「高圧・低圧注水機能喪失」「崩壊熱除去機能喪失」「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」に対して，

高圧代替注水系による原子炉への注水を適宜実施する。 

本運転操作は水位・温度・圧力等の物理パラメータを検知して実施するものではないため，

ＭＡＡＰコードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響はな

い。 

 

5.2.8 格納容器下部注水系による格納容器下部注水 

溶融炉心・コンクリート相互作用を緩和するために，溶融炉心の下部プレナムへのリロケ

ーション後，原子炉圧力容器下鏡温度が設定値に到達した場合に格納容器下部注水系によ

る格納容器下部注水を実施する。 

ＭＡＡＰコードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響と

して，「炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料

被覆管変形）」「リロケーション」「下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達」等の不確かさに起

因する原子炉圧力容器下鏡温度の設定値到達時間の違いが挙げられるが，４章に示した各

重要現象に対する感度解析・実験解析の結果から，本運転操作に対して，上記重要現象の不

確かさが与える影響は小さいと考えられる。 

 
5.2.9 外部水源からの総注水量制限到達による格納容器スプレイ停止 

「格納容器過圧・過温破損」では，外部水源からの総注水量制限到達により格納容器スプ

レイを停止させる。格納容器スプレイ停止後には，格納容器圧力が限界圧力等の設定値に達

した時点で格納容器圧力逃がし装置によるベントを実施する。 
ＭＡＡＰコードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響とし

て，「崩壊熱」「冷却材放出（臨界流・差圧流）」「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」「炉心ヒ

ートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形）」「リ

ロケーション」等の不確かさに起因する外部水源からの注水開始時間・総注水量制限到達時

間の違いが挙げられる。総注水制限に到達する時間が早ければ（遅ければ），格納容器スプレ

イの停止が早く（遅く）なると考えられるが，格納容器除熱に寄与する注水量の総量に変化

はなく，長期的な格納容器圧力挙動の観点では影響が小さいと考えられる。したがって，本

運転操作に対して，上記重要現象の不確かさが与える影響は小さいと考えられる。 



 
 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (1/9) 

 

5
-
2
3
1 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

炉
心
（
核
） 

崩壊熱 炉心モデル（原子炉出力

及び崩壊熱） 

（3.3.2(2)） 

○入力値に含まれる。 ○有効性評価では，大きめの崩壊熱を使用することか

ら，いずれの事象についても厳しい結果を与えるもの

の，重大事故等対策の有効性の判断には影響しない。 

炉
心
（
燃
料
） 

燃料棒内温度変化 炉心モデル（炉心熱水力

モデル）（3.3.2(3)） 

溶融炉心の挙動モデル 

（炉心ヒートアップ）

（3.3.6(1)） 

○TMI事故解析における炉心ヒートアッ

プ時の水素ガス発生，炉心領域での溶

融進展状態について，TMI 事故分析結

果と良く一致することを確認した。 

○CORA 実験解析における，燃料被覆管，

制御棒及びチャンネルボックスの温

度変化について，測定データと良く一

致することを確認した。 

○炉心ヒートアップ速度の増加（被覆管

酸化の促進）を想定し，仮想的な厳し

い振り幅ではあるが，ジルコニウム－

水反応速度の係数を２倍とした感度

解析により影響を確認した（BWR5 

Mark-I 改良型格納容器プラント対

象）。 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスとも

に，炉心溶融の開始時刻への影響は

小さい。 

・下部プレナムへのリロケーション

開始時刻は，ほぼ変化しない。 

○TMI 事故の再現性を確認しており，炉心ヒートアップ

に係る基本的なモデルについては妥当性があると判

断でき，各事故シーケンスの評価に適用できる。 

○感度解析では，下部プレナムへのリロケーションの

開始時刻等の事象進展への影響は小さい。 

○「格納容器過圧・過温破損」及び「原子炉圧力容器外

の溶融炉心－冷却材相互作用」の評価指標に与える

影響は小さい。 

○「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」につい

ては，原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力が

2.0MPa[gage]を上回ることはなく，格納容器破損防

止対策の有効性に与える影響はない。 

○「溶融炉心・コンクリート相互作用」については，原

子炉圧力容器破損時間への影響が小さく，コンクリ

ート侵食量への影響は小さいと考えられる。 

○「水素燃焼」については，酸素ガスの発生量について

崩壊熱を用いた評価を行っており，評価指標に与え

る影響はない。 

燃料棒表面熱伝達 

燃料被覆管酸化 

燃料被覆管変形 



 
 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (2/9) 

 

5
-
2
3
2 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

炉
心
（
熱
流
動
） 

沸騰・ボイド率変化 炉心モデル（炉心水位計

算モデル）（3.3.2(4)） 

○TQUXシーケンス及び中小破断 LOCAシ

ーケンスに対して，MAAP コードと

SAFER コードの比較を行い，以下の傾

向を確認した。 

・MAAP コードでは SAFER コードで考

慮している CCFL を取り扱っていな

いこと等から水位変化に差異が生

じたものの水位低下幅は MAAP コー

ドの方が保守的であり，その後の注

水操作による有効燃料棒頂部まで

の水位回復時刻は両コードで同等

である。 

○原子炉水位に関し，原子炉圧力容器内挙動をより精

緻に評価可能な SAFER コードとの比較において，そ

の挙動の差異は小さく，MAAP コードでは原子炉圧力

容器内挙動を含めた全体挙動を適正に評価している

と判断できる。 

気液分離（水位変化）・

対向流 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器 

冷却材放出（臨界流・

差圧流） 

原子炉圧力容器モデル

（ 破 断 流 モ デ ル ）

（3.3.3(3)） 

○逃がし安全弁からの流量は，設計値に

基づいて計算される。 

○設計値に基づき流量が適正に計算されており，有効

性評価への適用性に問題はなく，重大事故等対策の

有効性の判断には影響しない。 

ECCS 注水（給水系・代

替注水設備含む） 

安全系モデル（非常用炉

心冷却系）（3.3.5(1)） 

安全系モデル（代替注水

設備）(3.3.5(4)) 

○入力値に含まれる。 ○設計値に基づいて注入特性を与えることで，冷却に

対して保守的な条件となるよう設定されており，い

ずれの事象についても厳しい結果を与えるものの，

重大事故等対策の有効性の判断には影響しない。 



 
 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (3/9) 

 

5
-
2
3
3 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

原
子
炉
格
納
容
器 

格納容器各領域間の

流動 

格納容器モデル（格納容

器の熱水力モデル）

（3.3.4(2)） 

○HDR 実験解析で

は，格納容器圧

力及び温度につ

いて，温度成層

化を含めて傾向

を良く再現でき

ることを確認し

た。格納容器温

度を十数℃程度

高めに，格納容

器圧力を１割程

度高めに評価す

る傾向が確認さ

れたが，実験体

系に起因するも

のと考えられ，

実機体系におい

てはこの種の不

確かさは小さく

なるものと考え

られる。また，非

凝縮性ガス濃度

の 挙 動 に つ い

て，解析結果が

測定データと良

く一致すること

を確認した。 

○CSTF 実験解析で

は，格納容器温

度及び非凝縮性

ガス濃度の挙動

について，解析

結果が測定デー

タと良く一致す

ることを確認し

た。 

○短期的な応答として雰囲気からヒートシンクへの伝

熱が過小に予測されている可能性が示唆されている

ことから，原子炉格納容器圧力及び温度の上昇を実

際の挙動よりも大きめに評価する可能性があるが，

実機体系においてはこの種の不確かさは小さくなる

と考えられ，各事故シーケンスの評価指標への影響

は小さい。 

  

構造材との熱伝達及

び内部熱伝導 

気液界面の熱伝達 

－ 

スプレイ冷却 安全系モデル（格納容器

スプレイ）（3.3.5(2)） 

安全系モデル（代替注水

設備）(3.3.5(4)) 

○入力値に含まれる。 

○スプレイの水滴温度は短時間で雰囲

気温度と平衡に至ることから伝熱モ

デルの不確かさはない。 

○設計値に基づいて注入特性を与えることで，冷却に

対して保守的な条件となるよう設定されており，い

ずれの事象についても厳しい結果を与えるものの，

重大事故等対策の有効性の判断には影響しない。 



 
 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (4/9) 

 

5
-
2
3
4 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

放射線水分解等によ

る水素ガス・酸素ガス

発生 

－ 

○窒素置換による格納容器雰囲気の不

活性化が行われており，酸素ガス発生

は水の放射線分解に起因する。 

○窒素置換により酸素ガス発生は水の放射線分解に起

因するが，電力共通研究の実験結果[30]に基づいた G

値を用いている。 

○酸素濃度の判断基準として水蒸気濃度を除くドライ

条件において確認することにより保守性を与えてい

る。 

○「水素燃焼」に対する有効性評価では，これらの保守

的な設定により，不確かさが与える影響はない。 

格納容器ベント 格納容器モデル（原子炉

格納容器の熱水力モデ

ル）（3.3.4(2)） 

○入力値に含まれる。 

○MAAP コードでは格納容器ベントにつ

いては，設計流量に基づいて流路面積

を入力値として与え，格納容器各領域

間の流動と同様の計算方法が用いら

れている。 

○格納容器の熱水力モデルについて，適用性に問題は

なく，重大事故等対策の有効性の判断には影響しな

い。 

サプレッション・プー

ル冷却 

安全系モデル（非常用炉

心冷却系）（3.3.5(1)） 

○入力値に含まれる。 ○設計値に基づいて冷却特性を与えることで，冷却に

対して保守的な条件となるよう設定されており，い

ずれの事象についても厳しい結果を与えるものの，

重大事故等対策の有効性の判断には影響しない。 

原
子
炉
格
納
容
器 



 
 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (5/9) 

 

5
-
2
3
5 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

リロケーション 溶融炉心の挙動モデル

（リロケーション）

（3.3.6(2)） 

 

○TMI事故解析における炉心領域での溶

融進展状態について，事故分析結果と

良く一致することを確認した。 

○リロケーションの進展が早まること

を想定し，炉心ノード崩壊のパラメー

タを低下させた感度解析により影響

を確認した（BWR5 Mark-I 改良型格納

容器プラント対象）。 

○TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに，

炉心溶融時刻，原子炉圧力容器の破損

時刻への影響が小さいことを確認し

た。 

○炉心損傷挙動について，実機に対する妥当性が確認

されており，有効性評価への適用性に問題はない。 

○感度解析では，下部プレナムへのリロケーションの

開始時刻等の事象進展への影響は小さい。 

○「格納容器過圧・過温破損」及び「原子炉圧力容器外

の溶融炉心－冷却材相互作用」の評価指標に与える

影響はない。 

○「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」につい

ては，原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力が

2.0MPa[gage]を上回ることはなく，格納容器破損防

止対策の有効性に与える影響はない。 

○「溶融炉心・コンクリート相互作用」については，原

子炉圧力容器破損時間への影響が小さく，コンクリ

ート侵食量への影響は小さいと考えられる。 

○「水素燃焼」については，酸素ガスの発生量について

崩壊熱を用いた評価を行っており，評価指標に与え

る影響はない。 

構造材との熱伝達 

原 子 炉 圧 力 容 器 内

FCI(溶融炉心細粒化) 

溶融炉心の挙動モデル

（下部プレナムでの溶

融 炉 心 の 挙 動 ）

（3.3.6(3)） 

○原子炉圧力容器内 FCI に影響する項

目として，溶融ジェット径，エントレ

インメント係数及びデブリ粒子径を

パラメータとして感度解析を行い，い

ずれについても，原子炉圧力容器破損

時点での原子炉圧力に対する感度が

小さいことを確認した。 

○「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」では，

高圧溶融物放出を防止する観点で，原子炉圧力容器

破損の時期とあいまって，原子炉圧力容器内 FCI に

よる原子炉圧力変化が影響すると考えられるが，感

度解析の結果，原子炉圧力容器破損時点での原子炉

圧力に対する感度は小さく，2.0MPa[gage]を上回る

ことがなく，重大事故等対策の有効性の判断に影響

しない。 原 子 炉 圧 力 容 器 内

FCI(デブリ粒子熱伝

達) 



 
 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (6/9) 

 

5
-
2
3
6 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

下部プレナムでの溶

融炉心の熱伝達 

溶融炉心の挙動モデル

（下部プレナムでの溶

融炉心挙動）（3.3.6(3)） 

○TMI事故解析における下部プレナムの

温度挙動について，TMI 事故分析結果

と良く一致することを確認した。 

○下部プレナム内の溶融炉心と上面水

プールとの間の限界熱流束，下部プレ

ナムギャップ除熱量に係る係数に対

する感度解析を行い，原子炉圧力容器

破損時刻等の事象進展に対する影響

が小さいことを確認した（BWR5 Mark-

I 改良型格納容器プラント対象）。 

○感度解析の結果，原子炉圧力容器破損時刻等の事象

進展への影響は小さく，各事故シーケンスの評価指

標への影響は小さい。 

原子炉圧力容器破損 溶融炉心の挙動モデル

（原子炉圧力容器破損

モデル）（3.3.6(4)） 

○原子炉圧力容器破損に影響するパラ

メータとして，制御棒駆動機構ハウジ

ング溶接部の破損判定に用いる最大

ひずみ（しきい値）に対する感度解析

を行い，原子炉圧力容器破損が約 13

分早まることを確認した。ただし，仮

想的な厳しい条件に基づく解析結果

であり，実機における解析への影響は

十分小さいと判断される。 

○原子炉圧力容器破損モデルに関する感度解析によ

り，原子炉圧力容器破損時刻に大きな感度はなく，各

事故シーケンスの評価指標への影響は小さい。 

 

放射線水分解等によ

る水素ガス・酸素ガス

発生 

格納容器モデル（水素ガ

ス発生）（3.3.4(3)） 

○炉心内のジルコニウム－水反応によ

る水素ガス発生量は，TMI 事故解析を

通じて分析結果と良く一致すること

を確認した。 

○炉心内の水素ガス発生量は実機に対する妥当性が確

認されており，有効性評価への適用性に問題はなく，

重大事故等対策の有効性の判断には影響しない。 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 



 
 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (7/9) 

 

5
-
2
3
7 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

原子炉圧力容器内 FP

挙動 

核分裂生成物（FP）挙動

モデル（3.3.7） 

○ PHEBUS-FP 実験

解析により，FP

放出の開始時

間を良く再現

できているも

のの，燃料被覆

管温度を高め

に評価するこ

とにより，急激

な FP 放出を示

す結果となっ

た。ただし，こ

の原因は実験

における小規

模な炉心体系

の模擬による

ものであり，実

機の大規模な

体系において

この種の不確

かさは小さく

なると考えら

れる。 

－ 

○FP 放出の開始時間に関する基本的なモデルについて

は実験体系により妥当性が確認されている。燃料破

損後の FP放出挙動に関しては小規模体系の模擬性が

原因と推測され，実機規模の体系の適用性に問題は

なく，重大事故等対策の有効性の判断には影響しな

い。 

○格納容器内エアロゾル沈着挙動は適正に評価され，

有効性評価への適用性に問題はなく，重大事故等対策

の有効性の判断には影響しない。 

原
子
炉
格
納
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

原子炉格納容器内 FP

挙動 

○ABCOVE 実験解析

により，格納容

器内のエアロゾ

ル沈着挙動を適

正に評価できる

こ と を 確 認 し

た。 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 



 
 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (8/9) 

 

5
-
2
3
8 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

原 子 炉 圧 力 容 器 外

FCI(溶融炉心細粒化) 

溶融炉心の挙動モデル

（格納容器下部での溶

融 炉 心 の 挙 動 ）

（3.3.6(5)） 

○原子炉圧力容器外 FCI に影響する項

目として，エントレインメント係数及

びデブリ粒子径をパラメータとして

感度解析を行い，原子炉圧力容器外

FCIによって生じる圧力スパイクへの

感度が小さいことを確認した。 

○原子炉圧力容器外 FCI における水蒸気爆発に関して

は，実機において大規模な水蒸気爆発に至る可能性

は極めて小さく，有効性評価においては，水蒸気爆発

挙動及びその後の格納容器の動的挙動に関する評価

は必須ではなく，各事故シーケンスの評価指標に対

して影響するものではない。 

○感度解析の結果，原子炉圧力容器外 FCI によって生

じる圧力スパイクへの感度が小さいことから，「原子

炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」の評価

指標への影響は小さい。 

原 子 炉 圧 力 容 器 外

FCI(デブリ粒子熱伝

達)  

原
子
炉
格
納
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 



 
 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (9/9) 

 

5
-
2
3
9 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

格納容器下部床面で

の溶融炉心の拡がり 

溶融炉心の挙動モデル

（格納容器下部での溶

融 炉 心 の 挙 動 ）

（3.3.6(5)） 

○溶融炉心の拡がり実験や評価に関する

知見に基づき，落下した溶融炉心は床上

全体に拡がると想定される。ただし，堆

積形状の不確かさが想定されるため，個

別プラントのペデスタルの形状や事前

水張りの深さを踏まえて，拡がりを抑制

した感度解析等の取扱いを行うことが

適切と考えられる。 

○「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，上面熱流

束を主要因としてコンクリート侵食量の予測に与え

る不確かさがあり，MAAP で得られた結果に対し，不

確かさを考慮することで，格納容器破損防止対策の

有効性を確認できる。 

溶融炉心と格納容器

下部プール水との伝

熱 

○MCCI 現象への影響の観点で，エントレ

インメント係数，上面熱流束及び溶融プ

ールからクラストへの熱伝達係数をパ

ラメータとした感度解析を行った。評価

の結果，コンクリート侵食量に対して上

面熱流束の感度が支配的であることを

確認した。また，上面熱流束を下限値と

した場合でも，コンクリート侵食量が

22.5cm 程度であることを確認した。 

○上記の感度解析は，想定される範囲で厳

しい条件を与えて感度を見たものであ

り，不確かさを考慮しても実機でのコン

クリート侵食量は，感度解析よりも厳し

くなることはないと考えられる。 

溶融炉心とコンクリ

ートの伝熱 

○ACE 実験解析及び SURC-4 実験解析によ

り，炉心デブリ堆積状態が既知である場

合の炉心デブリとコンクリートの伝熱

及びそれに伴うコンクリート侵食挙動

について妥当に評価できることを確認

した。 

○実験で確認されている侵食の不均一性

については，実験における侵食のばらつ

きが MAAP コードの予測侵食量の 20%の

範囲内に収まっていることから，上面熱

流束の感度に比べて影響が小さいこと

を確認した。 

コンクリート分解及

び非凝縮性ガス発生 

  

原
子
炉
格
納
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 
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参考１ ＭＡＡＰと NUREG-1465 のソースタームについて 

 

 

1. まえがき 

ＭＡＡＰでは，炉心溶融に伴う燃料からの核分裂生成物（ＦＰ）の放出及びＦＰの状

態変化・輸送モデル等がモデル化されており，炉心溶融時の原子炉格納容器内へのＦＰ

の放出及び原子炉格納容器内のＦＰの移行挙動を事象進展に応じて評価することができ

る。 

一方で，炉心溶融を考慮した場合の原子炉格納容器内へのＦＰの放出及びＦＰの状態

変化・輸送モデルとしては，米国 NRC で整備された NUREG-1465(A-1)のソースタームがあ

り，海外での規制等に活用されている。 

本参考資料は，ＭＡＡＰのソースタームと NUREG-1465 のソースタームの比較検討を

行うことで，ＭＡＡＰによる原子炉格納容器内ソースターム評価の特徴について考察し

たものである。 

 
 
2. NUREG-1465 の代替ソースターム 

NUREG-1465 では，格納容器への放出過程を以下の四つのフェーズごとに分けて評価し

ている。これらの放出フェーズには継続時間が設定され，各放出フェーズにおける放出

率は一定としている。 

 

ギャップ放出（燃料被覆管破損から 0.5 時間） 

燃料被覆管の破損が生じ，燃料ペレットと燃料被覆管との間のギャップに存在す

るＦＰが放出される。 

 

早期原子炉圧力容器内放出（炉心損傷から 1.5 時間） 

炉心損傷開始から，溶融炉心が原子炉圧力容器底部へ落下して原子炉圧力容器底

部が破損するまでの期間に燃料からＦＰが放出される。 

 

原子炉圧力容器外放出（原子炉圧力容器破損から 3.0 時間） 

原子炉圧力容器底部の破損後，格納容器下部区画に落下した溶融炉心がコンクリ

ートと反応し，ＦＰが放出される。この放出は溶融炉心が十分冷却されたときに

終了する。 

 
後期原子炉圧力容器内放出（原子炉圧力容器破損から 10 時間） 

早期原子炉圧力容器内放出期間に原子炉圧力容器内に沈着していた揮発性核種
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（ハロゲン，アルカリ金属，テルルグループ）が再蒸発し，原子炉格納容器へ放

出される。 

 

ＦＰ組成については，物理・化学的挙動の類似性や放射線学的影響の重要度等に基づ

き，各核種の放射能量を求める用途に用いることから，以下の八つの元素ごとのグルー

プに分類している。一方，ＭＡＡＰでは化学的形態を考慮して，ＦＰを 12のグループに

分類し，炉心からの放出速度と原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内での移行挙動を

評価している。NUREG-1465 におけるＦＰグループの分類は，WASH-1400(A-2)におけるＦＰ

グループ分けをもとに，その後の検討を反映したものであり，ＭＡＡＰにおける分類と

直接的な関連はない。しかしながら，以下に示すように，ＭＡＡＰで分類されている放

射性物質のうち，放出に寄与するものは NUREG-1465 のソースタームにおいても網羅され

ており，原子炉格納容器内ソースタームの評価を行うにあたって，取り扱われている核

種は同等となっている。 

 
 

［ＦＰの核種グループ］ 

(NUREG-1465) (ＭＡＡＰ) 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ 核種 

1 希ガス/Xe, Kr 

2 ハロゲン/I, Br 

3 アルカリ金属/Cs, Rb 

4 テルルグループ/ 
Te, Sb, Se 

5 ﾊﾞﾘｳﾑ・ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ/ 
Ba, Sr 

6 貴金属/ 
Ru, Rh, Pd, Mo, Tc, Co 

7 ランタノイド/ 
La, Zr, Nd, Eu, Nb, Pm, 

Pr, Sm, Y, Cm, Am 

8 セリウムグループ/ 
Ce, Pu, Np 

  
  

 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 核種 
1 希ガス 

2 CsI 

3 TeO2 

4 SrO 

5 MoO2 

6 CsOH 

7 BaO 

8 La2O3 

9 CeO2 

10 Sb 

11 Te2 

12 UO2 

 

 
NUREG-1465 のＦＰの放出割合については，上述のＦＰ核種グループごとに平均的な放出割

合を「代替ソースターム」としてまとめている。代替ソースタームでは，炉型（ＢＷＲプ

ラントとＰＷＲプラント）ごとのソースタームが設定されているが，これは，ＢＷＲとＰ

ＷＲでは炉心出力密度や Zr 酸化量の違いにより，ＦＰ放出量や放出タイミングに相違が生
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じると評価されたためである。 

なお，ソースタームの放出割合は，保守的に設定された損傷燃料からの初期ＦＰ放出（ギ

ャップ放出）を除き，原子炉圧力容器が低圧で破損する事故について，保守的あるいは限

界的な値というより，代表的又は典型的な値を示しており，全てのシビアアクシデントの

事故シーケンスを包絡しているわけではなく，ある単一の事故シーケンスを表しているも

のでもない。NUREG-1465 で提案されたＢＷＲプラントに対する代替ソースタームを以下に

示す。 

 

［代替ソースターム（ＢＷＲプラント）］ 

（初期炉内インベントリに対する割合）  

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 名称 
ギャップ 

放出 

早期原子炉圧

力容器内放出 

原子炉圧力容

器外放出 

後期原子炉圧

力容器内放出 

1 希ガス 0.05 0.95 0 0 

2 ハロゲン 0.05 0.25 0.30 0.01 

3 アルカリ金属 0.05 0.20 0.35 0.01 

4 Te グループ 0 0.05 0.25 0.005 

5 Ba, Sr 0 0.02 0.1 0 

6 貴金属 0 0.0025 0.0025 0 

7 ランタノイド 0 0.0002 0.005 0 

8 Ce グループ 0 0.0005 0.005 0 

 
 

3. ＭＡＡＰと NUREG-1465 のソースタームの比較 

参考文献(A-3)において，米国 Peach Bottom プラント（Mark-I 型格納容器/ＢＷＲ４）

を対象に，下記に示した三つの事故シーケンスに対して，ＭＡＡＰによるシビアアクシ

デント解析結果から得られた原子炉格納容器内ソースタームと NUREG-1465 で示されて

いるＢＷＲプラントの原子炉格納容器内のソースタームが比較されており，以下に概要

を示す。 

 

［事故シーケンス］ 

・ TB1 シーケンス（全交流動力電源喪失）＋10時間でバッテリー枯渇 

・ TC2 シーケンス（ATWS）＋原子炉圧力容器減圧なし 

・ S2E1 シーケンス（２インチ破断） 

 

図１に，NUREG-1465，ＭＡＡＰ及び従来の立地評価における仮想事故相当について，原

子炉圧力容器破損後１時間時点における原子炉格納容器内ソースターム放出割合の比較を
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示す。希ガスについては，すべてのシーケンスにおいてほぼ全量を放出しきっており，

NUREG-1465 及び仮想事故相当と同程度の放出割合となっている。高揮発性の核種であるよ

う素については，TB1 シーケンスを除いて NUREG-1465 及び仮想事故相当と同程度の放出割

合となっており，Cs，Te ともに同様の傾向を示している。TB1 シーケンスにおいて放出割

合が少なくなっている理由としては，原子炉圧力容器の破損時刻が他の事象に比べて遅く，

原子炉圧力容器内へのＦＰ沈着量が多くなっているためと考えられる。また，低揮発性の

核種である Srについては，NUREG-1465 に比べてＭＡＡＰの方が１桁程度少ない結果となっ

ているものの，核種ごとの全体的な放出割合は同様の傾向を示している。 

図２に，NUREG-1465，ＭＡＡＰ及び従来の立地評価における仮想事故相当について，事

故収束後における原子炉格納容器内ソースターム放出割合の比較を示す。図１に示した原

子炉圧力容器破損後１時間の時点において，原子炉格納容器側へＦＰをほぼ放出しきって

おり，原子炉圧力容器破損後１時間時点の放出割合と同様となっている。なお，仮想事故

では，瞬時放出の扱いとなっており，放出割合の時間変化は考慮されていない。 

 
 

 
図１ 原子炉格納容器ソースターム比較（圧力容器破損後１時間）(A-3) 
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図２ 原子炉格納容器ソースターム比較（事故収束後）(A-3) 

 
 

4. まとめ 

ＭＡＡＰのソースタームと NUREG-1465 のソースタームの比較検討を行った。

NUREG-1465 では，物理・化学的挙動の類似性等から八つの核種グループに分類されてい

るのに対し，ＭＡＡＰでは炉心からの放出速度の相違に基づき 12グループに分類されて

いるが，両者の比較から，放出に寄与するものは網羅されており，原子炉格納容器内ソ

ースタームの評価にあたって，取り扱われている核種は同等であることを確認した。ま

た，NUREG-1465 における原子炉格納容器内ソースタームとＭＡＡＰにおける解析結果の

比較を行い，ＭＡＡＰにおける原子炉格納容器内ソースタームは，シーケンスによって

違いがあるものの，NUREG-1465 のソースタームとほぼ同等であることを確認した。 
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入力項目リスト (1/3) 

分  類 入力項目 

定格出力運転条件

パラメータ及び幾

何形状データ 

炉心熱出力 

炉心流量 

原子炉圧力 

原子炉冷却材温度 

原子炉水位 

 給水流量（初期），エンタルピ 

 原子炉冷却材容積 炉心 

  炉心シュラウドヘッド 

  スタンドパイプ及び気水分離器 

  上部ヘッド 

  上部ダウンカマ 

  下部ダウンカマ 

  下部ヘッド 

  再循環ループ 

 流路形状データ（流

路断面積，流路長さ，

流路高さ） 

下部ヘッド下端から炉心支持板まで 

 炉心支持板から上部格子板まで 

 
上部格子板から炉心シュラウドヘッド上端

まで 

 
 炉心シュラウドヘッド上端から気水分離器

上端まで 

  下部ダウンカマ 

  上部ダウンカマ 

  上部ヘッド 

  原子炉圧力容器内径 

  炉心シュラウド内径 

  原子炉圧力容器本体肉厚 

 

熱構造材データ（材 

質，体積，表面積） 

・原子炉圧力容器内 

炉心シュラウド，炉心シュラウドヘッド，

炉心シュラウドサポート，上部格子板，気

水分離器，スタンドパイプ，蒸気乾燥器，

上部ヘッド，ダウンカマ，制御棒案内管及

びハウジング，下部ヘッド，再循環ループ 
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入力項目リスト (2/3) 

分  類 入力項目 

炉心データ 炉心流路面積 炉心流路面積 
 

 
バイパス流路面積 

 炉心崩壊熱 
燃料データ 燃料集合体数 
 集合体あたりの燃料棒数 
 燃料棒配列 
 燃料棒有効長 
 燃料被覆管外径 
 燃料被覆管肉厚 
 ペレット直径 
 ペレット―被覆管ギャップ条件（ガス圧力，ガス組成，熱伝達係数） 
 スペーサ位置 
 チャンネルボックス（質量，厚さ） 
再循環ポンプ関連

データ 
コーストダウン特性 
再循環ポンプ定格流量 

 ジェットポンプ台数 
原子炉格納容器関

連データ 
区画データ 自由体積 
 底部高さ 

  区画高さ 
  初期圧力 
  初期温度 
  初期湿度 
 区画間データ 底部高さ 
  流路幅 
  流路高さ 
  流路長さ 
  流路面積 

 
ヒートシンク（伝熱

面，表面積，厚さ，

材質の物性及び初期

温度） 

格納容器各区画壁面（側壁，床，天井等） 

 格納容器内構造物 
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入力項目リスト (3/3) 

分  類 入力項目 

デブリ挙動関連 デブリ初期条件（燃料，構造材，ＦＰの材質別質量） 

 原子炉圧力容器破損判定条件 

 ＦＣＩ現象におけるデブリジェットの落下条件 

 ＦＣＩ現象における細粒化条件 

 ＦＣＩ現象における細粒化デブリと水の伝熱条件 

 

ＭＣＣＩ現象におけるデブリのキャビティ床面での拡がり条件 

ＭＣＣＩ現象におけるデブリと水の伝熱条件 

ＭＣＣＩ現象におけるデブリとコンクリートの伝熱条件 

ＭＣＣＩ現象におけるコンクリートの組成 

原子炉保護設備 原子炉スクラム（設定点，応答遅れ） 
事象収束に重要な

機器・操作関連 
ＥＣＣＳ作動設定点 

ＥＣＣＳ注入ポンプ（注入開始（起動遅れ時間），台数，容量，停止

条件） 

崩壊熱除去系（台数，容量） 

 格納容器スプレイポンプ（操作タイミング，台数，容量） 

 逃がし安全弁（開操作開始条件（原子炉圧力），個数，容量） 

 代替注水系（注入開始（起動遅れ時間），台数，容量，停止条件） 

 格納容器ベント(操作タイミング，面積) 

 復水貯蔵タンク（保有水量，温度） 

事故条件 配管破断条件（位置，面積） 
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別添１ 新知見への対応について 

 

1. はじめに 

 ＭＡＡＰコードは，福島第一原子力発電所１～３号機の事象進展解析に適用されている[1]。

これらの解析では，システムの応答や外部注水流量等の不確かさの大きな境界条件について

は，当時の記録に基づいた分析や一部推定を行った上で設定されており，解析結果と実測デ

ータとの比較が行われている。この比較結果から，相違点があるプラント挙動や物理現象に

ついては検討課題として抽出し，個別に評価・検討が行われている。 

 以下では，この検討を通じて得られた課題や知見のうち，ＭＡＡＰコードで対象とする現

象評価に関連する内容と有効性評価への影響について検討する。また，ＭＡＡＰコードの改

良は米国 EPRI を中心とした MAAP User's Group のもとで継続的に進められており，改良の動

向と有効性評価への影響について検討する。 

 

2. 福島第一原子力発電所事故における未確認・未解明事項と有効性評価への影響 

 2.1 未確認・未解明事項について 

 福島第一原子力発電所事故における未確認・未解明事項[2]のうち，有効性評価に対して

影響し得る項目を抽出し，ＭＡＡＰコードによる有効性評価で留意すべき事項を以下の４

項目に大別した。 

 

(1)原子炉圧力容器からの気相漏えいの発生について 

 原子炉圧力容器の水位が低下し炉心が露出すると，過熱した炉心から発生する高温ガ

スや過熱蒸気により，原子炉圧力容器バウンダリが通常よりも高い温度となる。１号機

のＭＡＡＰ解析においては，この原子炉内温度の上昇によって原子炉内核計装のドライ

チューブや主蒸気管フランジ等の原子炉圧力容器上部からドライウェルへの気相漏えい

が発生したと仮定している。この現象によって，原子炉圧力容器破損タイミングや格納

容器圧力及び温度の上昇等の事象進展に影響を及ぼす可能性がある。 

 

(2)溶融炉心の下部プレナム落下挙動 

 １号機のＭＡＡＰ解析において，原子炉圧力は３月 11 日 22 時頃に急峻なピークを示

している。ＭＡＡＰコードでは，炉心損傷の進展に伴って，固化クラストによって閉塞

領域が形成されると溶融炉心は一旦保持されるものの，クラストの破損に伴って，溶融

炉心が下部プレナムへの落下を開始するというモデルを採用していることに起因すると

考えられる。一方，複雑な下部構造を持つＢＷＲでは，燃料支持金具の冷却水の通過口

から溶融した炉心が降下し，下部プレナムに流れ落ちる経路や，溶融プールが炉心の径

方向に拡大し，外周部のバイパス領域へ流出し，下部プレナムへ流れ落ちる経路，更に

炉心シュラウドと接触・破損させることによってダウンカマへ流出する経路等，流出経
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路には様々な形態が考えられる。溶融炉心の下部プレナムへの落下挙動は，それ以降の

原子炉圧力容器破損等の事象進展に影響を与える可能性がある。 

 

(3)圧力抑制プールの温度成層化について 

３号機では，ＲＣＩＣによる注水期間において，原子炉格納容器圧力のＭＡＡＰ解析

結果と実測値に差があり，圧力抑制プールにおいて温度成層化が起きた可能性が指摘さ

れている[3]。ＭＡＡＰコードによる有効性評価では，圧力抑制プールのプール水を単一

ノードで模擬し，プール水温は均一に上昇する仮定としているのに対し，温度成層化を

考慮した場合，原子炉格納容器の圧力及び温度上昇が速くなる可能性がある。 

 

(4)原子炉格納容器の気相漏えいについて 

１号機及び２号機のＭＡＡＰ解析では，格納容器圧力等の実測値を再現するために原

子炉格納容器の気相部からの漏えいを仮定しているものの，計測されたパラメータや観

測事実からは，漏えい箇所やその規模については直接的な推定が得られていない。一つ

の要因として格納容器内部で生じた局所的な過温状態による損傷が挙げられている。一

方，ＭＡＡＰコードによる有効性評価では，原子炉格納容器内を代表的な区画にノード

分割し，ノード内温度は均一と仮定し，温度分布を評価することはできない。 

 

2.2 有効性評価に対する影響について 

 2.1 で挙げられた留意すべき事項に対して，有効性評価に対する影響について以下に考

察する。これらの考察より，有効性評価で対象とする事象進展に対しては，ＭＡＡＰコー

ドによる解析への影響は小さく適用性に問題はないと判断される。 

 

(1)原子炉圧力容器からの気相漏えいの発生について 

 炉心損傷に伴って発生する高温ガスにより，原子炉圧力容器からの漏えいが生じた場

合，原子炉圧力の減圧を促進する。しかしながら，有効性評価において，大破断ＬＯＣ

Ａを起因事象とするシーケンスについては，起因事象発生の時点で大規模な一次冷却材

圧力バウンダリの喪失を仮定していることから，これらの事象による格納容器内事象進

展への影響はない。別図 1-2.2-1 及び別図 1-2.2-2 に，炉心損傷に伴う計装用案内管破

損を模擬した場合の原子炉圧力及び格納容器温度の比較を示す。これらの図から明らか

なように，事象進展への影響は小さい。 

 また，過渡事象（ＴＱＵＶ）起因のシーケンスでは，原子炉圧力容器からの気相漏え

いは，原子炉減圧挙動と水位低下挙動に影響する。 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止に係る評価においては，高温ガス発

生による気相部漏えいが生じる場合には，原子炉の減圧が促進されるため，高圧溶融物

放出／格納容器雰囲気直接加熱の回避に対して有効に寄与する。さらに，原子炉圧力容
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器破損前に運転員による原子炉減圧操作が必須となるが，破損までには十分な時間余裕

があり，気相漏えいを想定しても破損時間への影響は小さい。別図 1-2.2-3 に，炉心損

傷に伴う計装用案内管破損を模擬した場合の原子炉圧力の比較を示す。計装用案内管温

度が融点に到達した時点で損傷するとした本感度解析では，その損傷は原子炉減圧後に

発生しており，原子炉減圧操作への影響はない。 

溶融炉心と冷却材の相互作用及び溶融炉心とコンクリートの相互作用においては，原

子炉減圧後の現象を評価するため，原子炉圧力容器破損前のペデスタル注水が必須とな

る。しかしながら，上述のように十分な時間余裕があり，かつ，評価においては，原子

炉水位が有効燃料棒底部まで低下する以前に原子炉減圧操作を実施しており，炉心損傷

初期の段階であることから，原子炉圧力容器の気相漏えいを仮定しても破損時間に対す

る影響は小さく，運転操作に対する影響はない。 

 

(2)溶融炉心の下部プレナム落下挙動 

 有効性評価のうち，「格納容器過圧・過温破損」の評価において，原子炉圧力容器が破

損しないシーケンスを想定するシナリオでは，溶融炉心の下部プレナム落下前に冷却さ

れる状態を対象としているため，本現象の影響はない。 

 下部プレナムへの溶融炉心落下が発生するシーケンスについては，本文「3.3.6 溶融

炉心の挙動モデル」で述べたように，ＭＡＡＰコードでは，溶融炉心の下部プレナムへ

の落下は，炉心支持板が破損するか，クラストが破損して溶融炉心を保持できなくなっ

た場合に開始され，落下する溶融炉心の量は，仮想的なデブリジェット径等により計算

されている。一方，燃料支持金具等の炉心下部構造物を介した溶融炉心の移行は，別図

1-2.2-4 に示す経路が想定され，溶融炉心が下部プレナムへ移行する場合，これらの構

造物との熱的な相互作用によって，その経路で一部が固化し，落下流量が低減される等

の影響が想定される。したがって，これらを考慮していない現行評価は，原子炉圧力容

器下部ヘッドへの熱負荷を計算する上で，保守的な扱いといえる。 

 また，同じく「3.3.6 溶融炉心の挙動モデル」で述べたように，ＭＡＡＰコードでは，

溶融炉心の径方向のリロケーションは下部ノードが閉塞した以降に発生し，溶融領域は

炉心シュラウドまで到達しない想定としている。溶融炉心が炉心シュラウドと接触した

場合，炉心シュラウドを溶融貫通する可能性はあるものの，その径方向への進展は下部

ノードの閉塞挙動等に依存した極めて不確かさの大きな現象と考えられる。さらに，溶

融炉心が炉心シュラウドを溶融貫通した場合の下部プレナムへの移行は，ジェットポン

プ等の貫通後に発生するが，ジェットポンプ内部に冷却材が存在している場合には，溶

融炉心が一時的に冷却される等の効果も期待される。このようなことから，炉心下部構

造物を介した移行に比べて，主要なリロケーション経路となり得るとは考えにくく，有

効性評価への影響は小さいと考えられる。 
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(3)圧力抑制プールの温度成層化について（別添１（補足）参照） 

原子炉隔離時冷却系の運転方法として，福島第一原子力発電所３号機と同様にテスト

ラインを使用し注水流量を制御するような運転方法とした場合，圧力抑制プールの温度

成層化による原子炉格納容器の圧力上昇が生じる可能性がある。しかしながら，原子炉

隔離時冷却系が間欠運転（L-2 と L-8 の自動制御）の場合，原子炉隔離時冷却系が停止

している間に原子炉圧力が上昇し，逃がし安全弁が作動することにより温度成層化の発

生の可能性は小さくなる。また，原子炉隔離時冷却系の注水流量調整のみによる制御と

した場合においても，消費される駆動蒸気量の減少により逃がし安全弁の作動回数が増

え，温度成層化の発生可能性は小さくなる可能性がある。 

一方，低圧代替注水系を用いた原子炉注水時において成層化の発生可能性はあるもの

の，原子炉格納容器圧力に対する影響は小さいものと考えられる。 

 

(4)原子炉格納容器の気相漏えいについて 

 福島第一原子力発電所事故においては，原子炉格納容器内で局所的な過温状態となっ

て，気相部に漏えいが生じた可能性が指摘されている。重大事故時の原子炉格納容器内

温度分布は，損傷炉心及び核分裂生成物の分布やその冷却状態，また，原子炉格納容器

への注水等によるガス攪拌に資する駆動力の有無にも依存することから，ＭＡＡＰの評

価体系で原子炉格納容器内の温度分布を精度よく評価することは困難である。 

 一方，福島第一原子力発電所事故で推定されている局所的な過温状態の発生を回避す

るため，重大事故等対策として，原子炉及び格納容器への代替注水等を整備し，その有

効性を確認することが有効性評価の目的となっている。すなわち，これらの対策によっ

て，原子炉圧力容器内損傷炉心の非冷却状態長期化を防止でき，また，原子炉格納容器

への注水によって，雰囲気を十分攪拌させて高温気体の局所的な滞留を防止できるため，

局所的な過温は回避可能と考えられる。 

 このような観点から，本文「3.3.4 格納容器モデル」の図 3.3-6 に例示した原子炉格

納容器のノード分割方法は，原子炉格納容器の過圧・過温に対する有効性評価に適用可

能である。 
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別図 1-2.2-1 大破断ＬＯＣＡ時注水機能喪失（原子炉圧力容器破損） 

における原子炉圧力変化の比較 

 

 
別図 1-2.2-2 大破断ＬＯＣＡ時注水機能喪失（原子炉圧力容器破損） 

における格納容器温度変化の比較 

 



 

5-別 1-6 

 
別図 1-2.2-3 高圧・低圧注水機能喪失における原子炉圧力変化の比較 

 

 
別図 1-2.2-4 炉心下部構造物を介した溶融炉心の移行経路[4] 
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3. ＭＡＡＰコード改良の動向について 

 3.1 ＭＡＡＰコードの改良[5] 

 ＭＡＡＰコード最新バージョンで追加された物理現象モデル[5]のうち，有効性評価に関

連すると考えられる主要なモデルについて，推定される影響を整理する。 

 

(1)炉心モデル 

ＭＡＡＰコード最新バージョンでは，制御材である B4C の酸化モデルが追加されている。

B4C 酸化については，QUENCH 実験において，B4C 酸化による H2発生量全体に寄与する割合

は QUENCH-07 で 2.4%，QUENCH-09 で 2.2%と小さいことが確認されている。すなわち，炉心

損傷進展に伴う不確かさに比べればその影響は小さく，有効性評価への影響は小さいと考

えられる。 

 

(2)一次系モデル 

(a)主蒸気管ノードの追加 

ＭＡＡＰコード最新バージョンでは，主蒸気管ノードが一次系ノードに追加され，高

温ガスによるクリープ損傷がモデル化されている。本現象は，炉心損傷後に原子炉圧力

容器内が長時間高温・高圧状態に維持される場合に生じ得るが，有効性評価では，運転

員操作による炉心損傷の初期段階での原子炉減圧を想定しているため，主蒸気管のクリ

ープ損傷が発生する可能性は小さいと考えられる。 

また，仮にクリープ損傷が生じた場合にも，2.2 における原子炉圧力容器からの気相

漏えいと同様に事象進展への影響は小さいと推定される。 

(b)計装管損傷モデルの追加 

ＭＡＡＰコード最新バージョンでは，原子炉内核計装等の計装管の損傷がモデル化さ

れており，損傷した計装管への溶融炉心の侵入と固化挙動が評価可能となっている。計

装管損傷の影響は，2.1 及び 2.2 で述べたように原子炉圧力容器からの気相漏えいとし

て現れるが，上述のように有効性評価で対象とする事故シーケンスへの影響は小さいと

考えられる。 

 

(3)下部プレナム内デブリモデル 

 ＭＡＡＰコード最新バージョンでは，OECD/NEA国際プロジェクトRASPLAV[6]及びMASCA[7]

計画の知見を反映し，下部プレナム内で重金属層（金属ウラン）が酸化物層（二酸化ウラ

ン，酸化ジルコニウム）の下方に成層化するモデルが追加されている。しかしながら，本

現象は，原子炉圧力容器を外部から冠水させて溶融炉心を下部プレナム内に長期間保持す

る対策をとる際に重要となるものであり，有効性評価では下部プレナム内に溶融炉心を保

持して事故収束させるシーケンスを対象としていないため，影響はない。 
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(4)格納容器モデル 

(a)圧力抑制プールの多ノード化 

 ＭＡＡＰコード最新バージョンでは，圧力抑制プールの多ノードモデルが追加されて

おり，逃がし安全弁排気管からの入熱等による温度分布を評価することが可能となって

いる。これにより，圧力抑制プール水の温度成層化の模擬が可能である。 

 この多ノード化については，2.2 で述べたように，圧力抑制プールの温度成層化は，

逃がし安全弁の作動状況に依存するものの，原子炉格納容器圧力に対する影響は小さい

と考えられる。 

(b)溶融炉心とコンクリート相互作用モデルの改良 

 ＭＡＡＰコード最新バージョンでは，OECD/NEA 国際プロジェクトＭＣＣＩ計画[8][9][10]

の知見を反映して，溶融炉心の上部クラストに形成された亀裂への水浸入による冷却効

果，コンクリート分解気体がクラスト開口部を通過する際に気体に随伴されて溶融物が

噴出することによって形成される粒子状デブリの堆積とその冷却効果及び連続層の減少，

溶融炉心のコンクリート含有に伴う上面水プールへのドライアウト熱流束低下等がモデ

ル化されており，ＭＣＣＩ試験結果との比較による妥当性確認が行われている[11]。これ

らの物理現象モデルの根拠となった試験では，溶融物落下後にドライ条件である程度コ

ンクリート侵食が進んだ後に上部から注水（Top Flooding）する条件で行われており，

有効性評価で対象としている，溶融炉心が水中へ落下し，粒子化した後，床面に粒子状

ベッドとして堆積する場合の伝熱挙動とは異なるため，このモデル改良が，有効性評価

にそのまま適用されるわけではない。しかしながら，溶融炉心の挙動に係る知見の拡充

については継続的に進め，有効性評価に影響するような新たな知見が出た場合には適宜

評価に反映することが重要と考える。 

 

 3.2 福島第一原子力発電所事故を踏まえたＭＡＡＰコードの改良 

 福島第一原子力発電所の事象進展解明や燃料デブリ位置推定・炉内状況把握を目的とし

たＭＡＡＰコード高度化が推進されている[4]。主要な項目としては，下記のとおり，溶融

炉心の挙動に重点を置いたものとなっている。 

・下部プレナムへの溶融炉心リロケーション経路の追加 

・下部プレナム内構造物と溶融炉心との相互作用 

・原子炉格納容器内デブリ拡がりモデルの追加 

  

(1)下部プレナムへの溶融炉心リロケーション経路の追加 

 ＢＷＲの炉心下部構造を模擬した溶融炉心の下部プレナムへの落下経路が追加された。

2.1 及び 2.2 にて示したように，本モデルによって，下部プレナムへの落下流量が低減さ

れるため，下部ヘッドへの熱負荷も軽減され，原子炉圧力容器破損時間も遅延されると推
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定される。したがって，有効性評価に適用している現行ＭＡＡＰは保守的な扱いとなって

いると考えられる。 

 
(2)下部プレナム内構造物と溶融炉心との相互作用 
 ＢＷＲ下部プレナムは制御棒（ＣＲ）案内管・制御棒駆動機構（ＣＲＤ）ハウジング等

の構造物を有している。有効性評価に適用している現行ＭＡＡＰでは，これらを 1 個のヒ

ートシンクとしてモデル化しているが，径方向に複数のグループに分類して，下部プレナ

ム内溶融炉心との接触面積の相違を考慮し，ＣＲ案内管・ＣＲＤハウジング内冷却水保有

量とそれらの溶融をグループごとに評価するモデルが追加された。これによって，炉心部

から下部プレナムへの溶融炉心の落下が段階的に発生する。すなわち，(1)と同様に，下部

プレナムへの落下流量が低減されるため，下部ヘッドへの熱負荷も軽減され，原子炉圧力

容器破損時間も遅延されると推定される。 
 
(3)原子炉格納容器内デブリ拡がりモデルの追加 
有効性評価に適用している現行ＭＡＡＰでは，原子炉圧力容器破損後に格納容器床に落

下する溶融炉心は，ユーザーが指定する床面積まで直ちに拡がるモデルとなっている。こ

の拡がり挙動を現実的に評価することを目的として，拡がり速度を指定可能とするデブリ

拡がりモデルが追加されている。本モデルは，原子炉圧力容器から段階的に溶融炉心が落

下する場合に拡がりが制限される可能性があるが，ＢＷＲで支配的なＣＲＤハウジング逸

出による破損モードの場合，瞬時に大量の溶融物が落下するため，拡がり挙動の影響は小

さいと考えられる。 
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別添 1（補足） 圧力抑制プールの温度成層化の影響について 

 

1. はじめに 

福島第一原子力発電所３号機（1F-3）は津波到達後の原子炉隔離時冷却系（以下「ＲＣ

ＩＣ」という。）運転期間中，ＲＣＩＣ及び主蒸気逃がし安全弁（以下「ＳＲＶ」という。）

からの排気蒸気により，ドライウェル圧力が上昇傾向にあった。このドライウェル圧力の

変化（実測値）をＭＡＡＰ解析の結果と比較すると実測値の上昇の方が大きく，ＭＡＡＰ

解析では３月 12 日の 12 時頃までに観察されているドライウェル圧力の変化を再現できて

いない（図１）※１。この理由として，「圧力抑制室保有水の温度成層化による原子炉格納容

器圧力等への影響等の検討」（独立行政法人 原子力安全基盤機構，平成 24年２月１日）に

よれば，ＲＣＩＣのタービン排気蒸気により排出管近傍におけるサプレッション・チェン

バ（以下「Ｓ／Ｃ」という。）のプール水温が上昇し，高温水が水面近傍を周方向に拡がる

ことでプール上部が高温になり，温度成層化が発生した可能性が示唆されている。 

また，福島第二原子力発電所４号機においても事故調査・検証委員会最終報告で圧力抑

制プール（以下「Ｓ／Ｐ」という。）の上部と下部で温度差が発生していたことが報告され

ている※２。 

これらのプラント状況等を比較し，温度成層化の発生する可能性及び発生した際の影響

について考察した。 

なお，福島第一原子力発電所２号機（1F-2）も長期間，ＲＣＩＣが動作していたが，Ｓ

／Ｃが収められているトーラス室が浸水し，格納容器圧力の上昇を抑制するのに十分な除

熱ができていた可能性があること，また，原子炉水位が制御されずに，ＲＣＩＣタービン

の抽気レベル（主蒸気管）付近まで水位が上昇し，蒸気と水の二相流がＲＣＩＣタービン

へ流入した可能性等あることから，本検討対象には含めないこととした。 

 

2. 福島第二原子力発電所２号及び４号機圧力抑制プール水の温度 

福島第二原子力発電所２号及び４号機（2F-2,4）では，津波による浸水の影響により全

台又は一部の非常用ディーゼル発電機が機能喪失し，ＲＣＩＣによって原子炉水位を維持

しつつ，ＳＲＶで原子炉圧力の制御（原子炉減圧操作）を実施した。その時のＳ／Ｐ水の

温度のチャートを図２，３，４，５，６，７，８及び９に示す（Ａ系とＢ系で同様の挙動

を示すため，Ａ系を例示）。 

なお，福島第二原子力発電所の１号機については 2F-2,4 と同様にＲＣＩＣによる水位維

持を実施していたが，計器用電源喪失に伴い対象の記録計が停止していた等の理由により

対象外とした。また，福島第二原子力発電所の３号機についてはＢ系の交流電源母線が機

能を維持しており，事象初期からＲＨＲによるＳ／Ｃクーリングを実施しているため，

2F-2,4 を対象とした。 

これらのチャートから，ＲＣＩＣによって原子炉水位を維持しつつ，ＳＲＶで原子炉圧

力の制御（原子炉減圧操作）を行う事象初期では，Ｓ／Ｐの上部と下部の水温の差はほと
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んどなく，ほぼ一様に温度上昇していることが確認されている。 

また，事象後半（2F-2：３月 12 日２時頃，2F-4：３月 12 日１時頃）ではＳ／Ｐの上部

と下部において温度差が発生しているが，Ｓ／ＣクーリングやＨＰＣＳ，ＬＰＣＩの起動

により温度差は減少した（図 7及び図９）。 

 

3. ＭＡＡＰによる福島第二原子力発電所４号機のトレース解析 

2F-4 を対象にＭＡＡＰにより事象進展解析（トレース解析）を実施した。図 10 及び図

11 に格納容器圧力及びＳ／Ｐ水温の実測値（Ｓ／Ｐ上部温度）とＭＡＡＰ解析結果の比較

を示す。解析結果と実測値との比較により以下の傾向が確認された。 

－ＲＣＩＣ運転期間中は実測値（Ｓ／Ｐ上部温度）に対してＭＡＡＰ解析結果はこれ

を良く再現している（この間，Ｓ／Ｐ上部と下部の温度差は観測されていない） 

－ＲＣＩＣ注水停止以降のＭＵＷＣによる注水期間中は，実測値（Ｓ／Ｐ上部温度）

に対して解析結果は僅かに低い値となったがおおむね実測値は再現されている（こ

の間，上部と下部で温度差が観測されている） 

 

4. 福島第一原子力発電所３号機と福島第二原子力発電所２号及び４号機の差異 

1F-3 のＳ／Ｃ圧力のＭＡＡＰ解析結果と実測値との差異が温度成層化の影響によるもの

とした場合，ＲＣＩＣ運転時の比較的初期（差異が大きくなる３月 11 日 20 時頃から以前）

から発生していたと考えられる。一方，2F-2,4 においてはＲＣＩＣ運転時の後半又はＲＣ

ＩＣ隔離後（2F-2：３月 12 日２時頃，2F-4：３月 12 日１時頃）まで大きな温度差は発生

しておらず，またＭＡＡＰでのトレース解析を実施したところ，Ｓ／Ｐ水温や格納容器圧

力の評価結果と計測値の間に大きな差異は生じていない。 

原子炉格納容器の型式（1F-3：MARK-Ⅰ，2F-2,4：MARK-Ⅱ改良型），ＳＲＶ排気管のクエ

ンチャのアーム部は異なるものの，ＲＣＩＣ排気スパージャ，ＳＲＶ排気管のクエンチャ

の寸法や配置の高さに大きな差異はないことから各々の原子炉圧力，ＲＣＩＣやＳＲＶの

運転状況と，それらの排気ラインからの蒸気の流入量が大きく関与しているものと推定さ

れる。 

1F-3 はＲＣＩＣが自動停止に至らないよう原子炉注水ライン及びテストラインの両ライ

ンを通水するライン構成とした上で，原子炉水位を緩やかな変化となるように流量を設定

しており，これによりＲＣＩＣ排気スパージャから継続的にＳ／Ｐへ蒸気が流入していた

ものと推定される。一方，2F-2,4 では原子炉圧力をＳＲＶにより減圧させながらＲＣＩＣ

運転を行っており，ＳＲＶ排気管からのＳ／Ｐへの蒸気流入が比較的多かったものと推定

される。これらについて整理し，表１，２及び図 12，13，14 にまとめた。 

以上の関連について整理すると以下の可能性が示唆される。 

・原子炉が高圧の状態でＳＲＶより多くの蒸気がＳ／Ｐに流入している状態では温度成

層化は発生しない（2F-2,4 事象初期から）。 

・原子炉が低圧の状態ではＳＲＶからＳ／Ｐへの蒸気の流入が少なく，温度成層化が発
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生する（2F-2,4事象後半から）。 

・原子炉の圧力状態にかかわらず，ＳＲＶをほとんど使用せず，ＲＣＩＣによる連続運

転を実施した場合は温度成層化が発生する（1F-3より）。 

 

5. 想定される温度成層化の状況 

1F-3 ではＲＣＩＣ運転中に解析結果に対して比較的大きな温度差が発生している一方で，

2F-4 のＲＣＩＣ注水停止以降のＭＵＷＣによる注水期間中はトレース解析と測定値との差

異は大きくない。これは以下の理由によるものと推定される。 

・2F-4 のＭＵＷＣによる注水期間中は，原子炉で発生する蒸気はＳＲＶを通じてＳ／Ｐ

へ流入するが，ＳＲＶクエンチャの排気孔はＳ／Ｐの底部から約  m 程度の下部の

位置にあることから，この付近を境に上下の温度差が発生したと考えられ，Ｓ／Ｐ水

の多くを上部の温度が高い層が占めるため，Ｓ／Ｐ水温を一律の温度としているＭＡ

ＡＰ評価と差異が大きくなかったと考えられる。これは図９の温度差が解消された後

の温度にも現れている＊。 

・1F-3 のＳ／Ｃ圧力は事象の早くから解析結果と測定値との差異が大きいが，主な蒸気

の排出口として考えられるＲＣＩＣスパージャは図 15に示すようにＳ／Ｐ水面近くに

排気孔が設置されており，蒸気凝縮した高温水が水面近傍を周方向に拡がることでプ

ール上部が高温になり，Ｓ／Ｃ圧力を大きく上昇させる要因となったと考えられる。 

  

＊発生したＳ／Ｐ水の上部と下部の温度差は，Ｓ／ＣクーリングやＨＰＣＳ，ＬＰＣＩ

の起動により 2F-2：３月 14日７時頃，2F-4：３月 12日 11時頃に減少している。この

時の上部と下部の温度のそれぞれの変化を確認すると下部の温度計の上昇に比べて上

部の温度計の下降が小さいことが確認される。よって，温度差の境は上部と下部の中

心ではなく比較的下部の位置にある可能性があることを示している。 

 

6. まとめ 

ＲＣＩＣの運転方法として，1F-3と同様にテストラインを使用し注水流量を制御するよ

うな運転方法とした場合，Ｓ／Ｐの温度成層化による原子炉格納容器の圧力上昇が生じる

可能性がある。しかしながら，ＲＣＩＣが間欠運転（L2と L8の自動制御）の場合，ＲＣＩ

Ｃが停止している間にＳＲＶが動作することにより温度成層化の発生の可能性は小さくな

る。また，ＲＣＩＣの注水流量調整のみによる制御とした場合においても，ＲＣＩＣで消

費される駆動蒸気量の減少によりＳＲＶの動作回数が増え，温度成層化の発生可能性は小

さくなる可能性がある。 

一方，代替低圧注水系を用いた原子炉注水時において成層化の発生可能性はあるものの，

格納容器圧力に対する影響は小さいものと考えられる。 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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  表１ 1F-3，2F-2,4 のプラントの状態と運転 

（RCIC 運転時の初期（3/12 0:00 迄）） 

 

原子炉圧力 

（図 12,13,14

参照） 

RCIC 運転 

RCIC 排気ラ

インからの

蒸気量*1 

SRV 

の動作 

SRV 

排気管ク

エンチャ

からの蒸

気量*1 

S/P 水温計の 

上部と下部の 

温度差 

解析結果との

差異(S/C圧力) 

1F-3 
高圧維持

(7MPa 程度) 

連続運転 

(16:03～)*2 
大 

逃がし弁機

能（推定） 
小*3 ― 

3/11 20 時頃 

から発生 

2F-2 

原子炉減圧 

(7MPa→1MPa

程度) 

間欠運転 

(15:43～) 
中 

減圧のため

に適宜手動

開操作実施 

大 大きな差異なし ― 

2F-4 

原子炉減圧 

(7MPa→1MPa

程度) 

間欠及び連

続運転 

(15:54～) 

中 

減圧のため

に適宜手動

開操作実施 

大 大きな差異なし 
大きな 

差異なし 

*1 原子炉圧力や RCIC，SRV の動作状況から推定 

*2 RCIC が自動停止に至らないよう原子炉注水ライン及びテストラインの両ラインを通水するライン構成とした上で，

原子炉水位が緩やかな変化となるように流量を設定 

*3 原子炉圧力の推移及び RCIC の連続運転により SRV の動作や排気される蒸気量は少なかったと推定 

 

表２ 1F-3，2F-2,4 のプラントの状態と運転 

（RCIC 運転時の後半（3/12 0:00～）） 

 

原子炉圧力 

（図 12,13,14

参照） 

RCIC 運転 

RCIC 排気ラ

インからの

蒸気量*1 

SRV 

の動作 

SRV 

排気管ク

エンチャ

からの蒸

気量*1 

S/P 水温計の 

上部と下部の 

温度差 

解析結果との

差異(S/C圧力) 

1F-3 ―*2 

2F-2 
低圧維持

1MPa 以下 

RCICが隔離

するまで間

欠運転 

小 

原子炉の低

圧維持のた

め開 

小*3 
3/12 2 時頃から

温度差発生*4 
― 

2F-4 
低圧維持

1MPa 以下 

RCIC が隔

離 
無 

原子炉の低

圧維持のた

め開 

小*3 
3/12 1 時頃から

温度差発生*4 

大きな 

差異なし 

*1 原子炉圧力や RCIC，SRV の動作状況から推定 

*2 3/12 12:00 以降については S/C スプレイや HPCI への切替えを実施しているため，対象外とする 

*3 原子炉圧力が低いことから SRV 排気管クエンチャからの蒸気量は少量であったと推定 

*4 2F-4 は RCIC 隔離とほぼ同じ時期に S/P 上部・下部の温度差が発生し始めているが，2F-2 は RCIC 隔離より前（2～3

時間前）に S/P 上部・下部の温度差が発生している。これは各々のプラントの原子炉減圧過程が影響しているもの

と推定され（図 13，図 14），2F-2 では比較的早い段階で減圧が開始され，温度差が発生する時点では原子炉圧力は

0.5MPa 程度となっている。一方，2F-4 は RCIC 隔離と同じ時期に原子炉圧力が 0.5MPa 程度となっており，この程度

の原子力圧力下では SRV からの蒸気量が少なく，S/P の流況を変化させる程度の攪拌力は得られないものと推定さ

れる 
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図１ 福島第一原子力発電所３号機の格納容器圧力の実測値とＭＡＡＰ評価結果※1 

 
 
 

  
 

時間 
図２ 福島第二原子力発電所２号機のＳ／Ｐ温度計Ａ系（1/6） 

 

3/11 14:48 
地震加速度大 

3/11 15:43 
RCIC 起動 

3/11 19:44 
RCIC 水源切替え 

上部の温度計でのプロット 
 

下部の温度計でのプロット 

3/12 2 時頃 
上部と下部の温度差
が大きくなっている 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

3/11 15:00 3/12 0:00 3/12 3:00 
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時間 
 

図３ 福島第二原子力発電所２号機のＳ／Ｐ温度計Ａ系（2/6） 

 
 

 
 

時間 
図４ 福島第二原子力発電所２号機のＳ／Ｐ温度計Ａ系（3/6） 

 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

3/12 4:53 
RCIC 隔離による注水停止 
(4:50 MUWC による注水
開始) 

下部の温度計でのプロット 

3/12 3:00 3/12 12:00 3/12 15:00 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

3/12 15:00 3/13 0:00 3/13 3:00 

下部の温度計でのプロット 

上部の温度計でのプロット 
 

上部の温度計でのプロット 
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時間 
図５ 福島第二原子力発電所２号機のＳ／Ｐ温度計Ａ系（4/6） 

 

 
 

時間 
図６ 福島第二原子力発電所２号機のＳ／Ｐ温度計Ａ系（5/6） 

 
 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

3/13 3:00 3/13 12:00 3/13 15:00 

3/13 15:00 3/14 0:00 3/14 3:00 

下部の温度計でのプロット 
 

下部の温度計でのプロット 
 

上部の温度計でのプロット 

上部の温度計でのプロット 
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時間 
図７ 福島第二原子力発電所２号機のＳ／Ｐ温度計Ａ系（6/6） 

  

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

3/14 3:00 3/14 12:00 3/14 15:00 

3/14 7:13 
RHR(B)S/C クーリング開始 
(7:50 MUWCによるW/Wス
プレイ開始) 

下部の温度計でのプロット 
 

上部の温度計でのプロット 
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時間 
図８ 福島第二原子力発電所４号機のＳ／Ｐ温度計Ａ系（1/2） 

 

 
 

時間 
図９ 福島第二原子力発電所４号機のＳ／Ｐ温度計Ａ系（2/2） 

 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

3/11 15:54 
RCIC 起動 

3/12  0:16 
RCIC 隔離 
(MUWC による注水開始) 

3/12  12:32 
HPCS による注水 

3/12  7:35 
MUWC  S/C スプレイ実施 

3/12  11:17 
HPCS ポンプ起動・停止 
（ミニフロー運転） 

3/11 15:00 3/12 0:00 3/12 3:00 

3/12 3:00 3/12 12:00 3/12 15:00 

下部の温度計でのプロット 
 

下部の温度計でのプロット 
 

上部の温度計でのプロット 
 

上部の温度計でのプロット 
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図 10 福島第二原子力発電所４号機の格納容器圧力変化 

 
図 11 福島第二原子力発電所４号機のＳ／Ｐ水温変化 
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RCIC手動起動
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開始
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図 12 福島第一原子力発電所３号機の原子炉水位と原子炉圧力の変化※3 
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時間 

図 13 福島第二原子力発電所２号機の原子炉圧力の変化（プロセス計算機データ)※3 

 

 

時間 
図 14 福島第二原子力発電所４号機の原子炉圧力の変化（プロセス計算機データ)※3 

事象初期から徐々に原子炉減圧
を実施 

事象初期から徐々に原子炉減圧を実施 

3/12 2 時頃 
上部と下部の温度差が
大きくなっている時間 

3/12 0 時頃 
上部と下部の温度差が
大きくなっている時間 
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図 15 圧力抑制プール温度計各検出器（熱電対）等の概要図（例：2F-4） 

 

※1：福島原子力事故調査報告書（平成 24 年６月 20 日） 

８．４ 福島第一３号機の対応とプラントの動き  

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1205628_1834.html 

 

※2：東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会最終報告 

（平成 24 年 7 月 23 日） Ⅱ .５ 福島第二原子力発電所における事故対処

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/icanps/ 

 

※3：福島第一・第二原子力発電所の状況  

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/index-j.html 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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別添 2 実験知見を踏まえたＭＡＡＰコードの有効性評価への適用性について 

 

1. はじめに 

ＭＡＡＰコードのモデルは国内外で実施されたシビアアクシデントに関わる実験に対す

るベンチマーク解析によって妥当性が確認されているが，ＭＡＡＰコードのＢＷＲへの適

用性を確認するため，ＢＷＲ特有の現象に関連した実験について調査し，得られた知見を

整理する。 

ＢＷＲの炉心は以下の特徴を有している。 

 燃料チャンネルや十字型制御棒を含む構成である。 

 制御棒駆動機構の存在により炉心下部構造が複雑である。 

 制御棒の制御材として B4C が採用されている。 

これらの特徴がシビアアクシデント時の事象進展に及ぼす影響について調べるため，これ

までに実施されたシビアアクシデント関連の実験の中で，炉心損傷過程に関わるものに着

目し，ＢＷＲ体系を模擬した実験や B4C 制御棒を用いた実験について概要をまとめるととも

に， ＭＡＡＰコードの有効性評価への適用性を確認する。 

 

2. ＢＷＲ関連実験 

ＢＷＲの B4C 制御棒ブレードや燃料チャンネルを模擬した体系による実験としては，米国

サンディア研究所（SNL）の DF-4 実験と XR 実験やドイツのカールスルーエ原子力研究セン

ター（KIT，旧 FZK）の CORA 実験等の炉心溶融挙動実験がある。この中で XR 実験ではＢＷ

Ｒ炉心の下部構造を模擬した体系での実験が行われている。 

また，B4C ペレット制御棒を用いた試験としては，KIT（旧 FZK）の QUENCH-07/09 実験やフ

ランス放射線防護・原子力安全研究所（IRSN）の PHEBUS-FPT3 実験，BECARRE 実験がある。

これらの実験は EPR で採用される B4C ペレット制御棒を対象とした実験であるが，B4C の影

響評価の観点からここに含めることとする。 

以下で各実験について概要をまとめる。 
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(1) DF-4 実験 

DF-4 実験は 1986 年に SNL の ACRR（Annular Core Research Reactor）で実施されたＢＷ

Ｒに対する最初の炉心損傷実験であり，炉心損傷過程についての情報全般を得ることを目

的として行われた。 

①実験の内容 

DF-4 実験装置とテストセクションの断面を別図 2-1 に示す。 

テストバンドルは長さ 0.5ｍの燃料棒 14 本，B4C 制御棒，チャンネルボックスで構成さ

れ，ACRR の円筒状のテスト部に設置された後に下部から供給される水蒸気雰囲気下で核加

熱することにより炉心損傷を模擬する。 

②実験結果の概要 

制御棒は B4C とステンレスの共晶反応によりステンレスの融点以下で早期に溶融した。

燃料棒に関しては，温度上昇に伴いほとんどの燃料被覆管は融点を超えた温度で溶融し下

方に流下したが一部は酸化されて溶融せずに炉心に残った。また，燃料はほとんどが炉心

に残った。制御棒とチャンネルボックス壁の 90％が溶融して下方にリロケーションした。 

 
 
 
 
  

 

 

別図 2-1 DF-4 実験装置とテストセクション断面の概要 
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(2) XR 実験 

XR実験はSNLの Ex-Reactor(XR)プログラムにおいて実施された炉心溶融実験でXR1-1,-2

と XR2-1 の３つの実験が行われた。XR1-1,-2 は燃料棒を含まないシンプルチャンネル実験

であり，XR2-1 は燃料棒も含んだフルジオメトリ実験である。これらの実験はＢＷＲの炉心

下部構造を模擬した体系で炉心上部が溶融した場合の炉心下部の損傷進展を調べることを

目的として行われた。ここでは XR2-1 実験について概要をまとめる。 

①実験の内容 

XR2-1 実験装置と炉心模擬部断面の概要を別図 2-2-1 に示す。 

テストセクションは，長さ 0.5ｍの燃料棒 64 本，B4C 制御棒，チャンネル壁で構成され

る炉心模擬部とその下部に配置されたＢＷＲ炉心下部構造模擬部とで構成されている。 

実験は，Arガスで不活性化された状態でテストセクション上部から誘導加熱により生成

された模擬溶融物（B4C，ステンレス，Zr）を流入させることにより炉心上部が溶融した場

合の溶融物の下部へのリロケーションとその後の炉心下部の損傷進展を模擬している。 

②実験結果の概要 

制御棒成分との共晶反応によりチャンネル壁が損傷し，炉心溶融早期に燃料やバイパス

部の形状が崩壊した。炉心下部構造には大規模な破損は発生せず，また，小規模なものを

除いては流路閉塞も発生しなかったので溶融物（流入溶融物と一部テストセクションの溶

融物）の 70％以上は構造物の隙間の流出経路（別図 2-2-2）を通って継続的に下部プレナ

ムに落下した。 

 
 
 
 
  

 

 

 
別図 2-2-1 XR2-1 実験装置と炉心模擬部断面の概要 

別図 2-2-2 炉心溶融物の流出経路の概要 
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(3) CORA 実験 

CORA 実験はシビアアクシデント条件下での燃料集合体の損傷・溶融進展を把握するため

に国際的な協力の枠組みの中で KIT にて実施された。19 の実験のうちの６つの実験が B4C

制御棒を用いてＢＷＲの炉心を模擬したテストバンドルを用いて実施された。 

① 実験の内容 

CORA実験装置とＢＷＲ模擬実験のベースとなるCORA-16実験のテストバンドルの概要を

別図 2-3 に示す。テストバンドル下部には水で満たされたクエンチシリンダーが設置され

ており，このシリンダーの上部挿入によりテストバンドルを冠水させることができる。 

実験では燃料棒を内蔵ヒーターによって電気加熱するとともに下部から水蒸気とアルゴ

ンガスの混合物を注入することにより炉心の溶融進展挙動を模擬する。 

他の５つの実験は CORA-16 実験をベースケースとしてパラメータを変化させたもので，

クエンチさせたケース（CORA-17），バンドルサイズを大きくしたケース（CORA-18），事前

にジルカロイ表面を酸化させておいたケース（CORA-28），スローヒートアップケース

（CORA-31），スローヒートアップで水蒸気量を減少させたケース（CORA-33）である。 

② 実験結果の概要 
CORA-16 実験では，最初に加熱領域の頂部で B4C と制御棒ブレードのステンレスの共晶

反応によりステンレスの融点以下で制御棒ブレードが溶融した。この溶融物とチャンネル

ボックスとの共晶反応によりジルカロイが液化し，引き続いて溶融したジルカロイが UO2

燃料を液化するとの事象進展が見られた。テストバンドルの上半分ではチャンネルボック

スが残っておらず，これらの溶融物が下部でリロケーションし径方向に広がって冷却材流

路をブロックした。なお，テストバンドル下部では制御棒は焼結状態で残った。この事象

進展プロセスは他のケースでも基本的に同様であった。CORA-17 実験ではクエンチ時に水

素ガスが発生しているが，これはクエンチ時に表面の酸化された Zr が剥がれ落ちること

によって，未酸化の Zrが水蒸気 

と反応したためと考えられる。 

CORA-18 実験ではバンドルサ 

イズの影響は小さいことが示さ 

れた。CORA-28 実験では酸化膜 

が共晶反応を抑制すること， 

CORA-31 実験では温度上昇が遅 

いこととその間の酸化膜の形成 

によりともに事象進展が抑制され 

た。CORA-33 実験では CORA-31 

実験よりも温度や水素ガス発生 

量が小さい結果が得られた。 

  
 

別図 2-3 CORA 実験装置とテストセクション 

（CORA-16 実験）断面の概要 
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(4) QUENCH-07/-09 実験 

QUENCH 実験は KIT（旧 FZK）によって燃料棒再冠水時の水素ガス発生挙動を調べるために

実施された一連の実験である。ここでは B4C 制御棒が用いられた QUENCH-07/-09 実験につい

てまとめる。 

① 実験の内容 

QUENCH-07/-09 実験装置の概要とテストセクションの断面図を別図 2-4-1，別図 2-4-2 に

示す。テストセクションは燃料棒 20本と中央に位置する１本の B4C 制御棒により構成され

る。 

実験では事前に燃料棒を～2,000Kに昇温した後に底部から水又は水蒸気を注入して再冠

水状態を模擬している。なお，QUENCH-09 実験は再冠水前に 11 分間水蒸気流量を減少させ

て水蒸気枯渇状態を模擬している。 

② 実験結果の概要 

B4C を用いた実験ではステンレスやジルカロイとの共晶反応によりジルカロイの融点よ

り低い温度で B/C/Zr を含んだ溶融物が生成され，B4C を用いない実験に比べて溶融が促進

すること，及び，溶融物の酸化に起因すると考えられる H2，CO，CO2，CH4の生成が確認さ

れた。B4C 酸化割合は QUENCH-07 実験で 20％，QUENCH-09 実験で 50％であり，B4C 酸化が

H2発生量全体に寄与した割合は各々2.4％，2.2％であった。また，再冠水時の H2発生量は

各々0.12kg，0.4kg であった。両実験での H2発生量の差は，酸化した燃料棒が水蒸気枯渇

状態に置かれると燃料被覆管表面の ZrO2 相が減少して酸素ガスを取り込みやすい状態と

なったため再冠水時に H2発生量が増加したと考えられている。 

 
 
 
 
  

 

 

 

別図 2-4-1 QUENCH 実験装置の概要 別図 2-4-2 QUENCH-07/-09 実験の 

テストセクション断面の概要 
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(5) PHEBUS-FPT3 実験 

PHEBUS-FPT3 実験は IRSN，フランス電力及び EU を中核とする国際協力プログラムである

PHEBUS-FP 計画の中でシビアアクシデント時の燃料溶融，ＦＰの放出，移行挙動を調べる目

的で実施された５つの実験の中の１つであり，B4C 制御棒を用いて行われた。 

① 実験の内容 

PHEBUS-FP 実験設備全体の概要を別図 2-5-1 に示す。また，実験用セルの概要とテスト

セクション断面図を別図 2-5-2 及び別図 2-5-3 に示す。テストセクションは燃料棒 20 本

と中央に位置する１本の制御棒で構成される。FPT3 では B4C 制御棒が用いられた。 

実験では実験用セル内に設置したテストセクションを PHEBUS 炉で核加熱し，放出された

放射性物質を蒸気発生器や格納容器で捕集する。 

② 実験結果の概要 

FPT3 実験では他の Ag-In-Cd 制御棒を用いた実験に比べて格納容器中における有機よう

素割合が大幅に増加することが確認された。格納容器内のガス状よう素中の有機よう素の

割合は燃料損傷時期が約５％で，その後最大30％となった後も長期にわたって約10～20％

に保たれた。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 
 

別図 2-5-1 PHEBUS-FP 実験設備の概要 

別図 2-5-3 PHEBUS-FP の 

テストセクション断面の概要 別図 2-5-2 PHEBUS-FP の実験用セルの概要 
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(6) BECARRE 実験 

BECARRE 実験は IRSN の国際ソースターム計画（ISTP）の中で，シビアアクシデント時の

B4C 制御棒の崩壊過程や PHEBUS-FPT3 実験の課題であった B4C の酸化による有機よう素の生

成挙動を調べることを目的として行われた。 

① 実験の内容 

BECARRE 実験装置の概要とテストセクションの断面を別図 2-6 に示す。 

テストセクションは長さ 0.6ｍの B4C 制御棒のみで構成されており，実験では下部から水

蒸気を供給する条件下でテストセクションを加熱し制御棒の崩壊過程を模擬する。 

② 実験結果の概要 

B4C の酸化により CO2や CO の発生量は増加した。これにより水蒸気中の酸素ガスが消費

された結果，ステンレスの酸化による H2発生量は減少した。また，PHEBUS-FPT3 で観測さ

れた B4C の酸化による CH4の生成はほとんど観測されなかった。 

その後の原因検討により，BECARRE 実験のような低圧条件(～２bar)においては B4C の酸

化によって CH4は生成しにくく，高圧条件(100bar 以上)で CH4が生成しやすくなることが

確認されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

別図 2-6 BECARRE 実験装置の概要とテストセクションの断面 
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3. 得られた知見のまとめ 

ＢＷＲ特有の現象に関連したシビアアクシデント関連実験として，ＢＷＲ体系を模擬した

実験や B4C 制御棒を用いた実験について調査した結果から得られた知見を以下にまとめる。 

 

1) 炉心溶融は最初に B4C とステンレスの共晶反応によりステンレスの融点以下で制御棒

が溶融し，この溶融物とチャンネルボックスとの共晶反応によりジルカロイが液化し，

引き続いて溶融したジルカロイが UO2燃料を液化するとの順で事象進展する。 

2) XR2-1 実験では炉心下部構造には大規模な破損は発生せず，また，小規模なものを除

いては流路閉塞も発生しなかったが，溶融物の流出経路については今後の福島第一原

子力発電所事故の検証評価を待つ必要があると考えられる。 

3) B4C や B/C/Zr を含んだ溶融物の酸化により H2，CO，CO2，CH4が生成される。 

4) CH4は低圧条件(～２bar)においては生成しにくく，高圧条件(100bar 以上)で生成しや

すい。 

 

4. 有効性評価への適用性 

1)に示した，制御材（B4C)との共晶反応によるステンレスやジルカロイの融点低下につい

ては，本文「3.3.6 溶融炉心の挙動モデル」において述べたとおり，ＭＡＡＰコードでは

これらの実験の知見に基づいてモデル化がなされている。また，CORA 実験におけるベンチ

マーク解析において再現性も確認されていることから，妥当性があると判断できる。 

2)における溶融物の流出経路については，ＭＡＡＰコードでは，溶融炉心の下部プレナム

への落下は，炉心支持板が破損するか，クラストが破損して溶融炉心を保持できなくなっ

た場合に開始する。一方，燃料支持金具等の炉心下部構造物を介して溶融炉心が下部プレ

ナムへ移行する場合，これらの構造物との熱的な相互作用によって，その経路で一部が固

化する等の現象が想定される。したがって，これらの現象を考慮していない現状の評価は，

原子炉圧力容器下部ヘッドへの熱負荷を計算する上で，保守的な扱いと言える。 

3)及び 4)における，制御材（B4C）の反応による非凝縮性ガスの発生については，QUENCH

実験では EPR(ＰＷＲ)における体系を模擬し，ステンレスの被覆管に入れられた B4C が Zr

製の案内管中に収まる構造となっているのに対し，ＢＷＲ実機の炉心では，制御棒は十字

型をしており，B4C に対するステンレスの割合が多い。このため，B4C がステンレスとの共

晶反応によって溶融して混ざり合い，水蒸気との接触による酸化反応が阻害され，非凝縮

性ガスの発生量は更に少なくなると考えられる。また，BECARRE 実験において確認されてい

るように，減圧されている場合には B4C の酸化によって CH4 は生成しにくいと考えられ，

PHEBUS-FPT3 実験で観測されたような有機よう素の大量発生は起きない可能性が高い。 

以上より，ＢＷＲ特有の現象に関連した実験から得られた知見を踏まえた場合にも，評

価結果に与える影響は小さく，有効性評価への適用性を有するものと考えられる。 


